
5.4 団地更新事業DSQの実態分析一「団地レベルの物的更新」

ここでは、 DSQ事業の柱の一つである、団地レベルの物的更新 (Amenagementdes Es 

paces Exterieurs)について見ていく。 50、60年代建設の団地は、近代都市計画の浬念、に

器ついて合理性をi!'l求して誕生したものであったが、 grandsensembles特有の計画上の問

題点「単調な住棟配置」、 「低コスト」、 「低賃な住宅」、 「都市交通網からの隔絶」、

「未笠備な建物周り」等を露呈することとなった。さらに、経年変化のなかでスト y ク管

理が計画的に実行されてこなかったことから、団地は、物的、社会的に荒廃したものに変

化し、住宅地としての衰退が目立った。

建設当時の無機的とも言える団地計画(住宅地計画)、又「住宅改善」に終始した団地

更新事業にメスを入れ快適で暮しやすい総合的な住環境づくりをめざしてたのが、団地更

新事業DSQである。 DSQ事業の団地レベルの物的更新に於いては、住宅の外周り、外柄、公

図・広場 緑地、道路、団地周辺部等について整備を進めてきた。こうした物的更新は、

団地更新事業の予算面からみると、住宅改善事業以外の付随事業と呼ばれるものの1/3、全

事業の1/12にあたるものである。コスト的な函では、 rri当りの単価は「住宅改善」と比較

して低い。しかし、整備面積で見ればかなり大きい面積で更新が実施されており、面積の

大きさに伴い事業として実効のあるものとなっている。

団地レベルの物的更新について、事業の切り口は、どこにあるのか。地元自治体であり、

DSQ事業の事業主体である才ルリー市は、次に列挙する点をもって団地レベルの物的更新の

課題として促えていることが、オルリー市が策定した rDSQ事業事業計画舎 (1990)Jによ

り明かにされている。

l昔i区毎の中心的広場の建設、鐙備

2街区毎の商業施設笠備

3街区間の連結(遊休地であった街区間の緑地を連結空間として機能させていく。)

4建物外周りの外構1i1備

5. D S Q二次的整備空間 (espacesintersticiels)の整備

6駐車場の繋備

本節では、 γ ョワジー ・オルリ一団地の「団地レベルの物的更新」を、 A 公園・広場・

緑地、 B.道路 ・その他、 C 二次的整備空間、 D 団地周辺市街地整備の 4つの体系に分け、

個別に、問題点、物的箆備の状況等について考察を行う。

5.4. 1 公図 ・広場 ・緑地

l 公園・広場

まず、広場については、 4つの街区、Aviateur、Navigateur、Lo.Po. Fa.・Len、Pi er re 

au Pretreで各々、 SquareSaint-Exupery、Centrede quartier des Navigateur、Stade
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Joliot Curie、SquareAlfred de Mussetをコアとして街区計画の中心に据えている。

(図 5.18) 

I)Le Square Saint-Exupery (Aviateur街区) [85年墜備]

街区のコ 7としての機能を果たしている。広場の西側は、商業施投 CentreCommerciaJ 

と後している。 BanJieue 89によって駅から団地までのアクセスが保障され、そこから団地

の各湯所へつながるいわゆる団地全体の玄関としての顔を持つ。広湯自体は、住民の憩い

の上品であり、広場には、緩衝籍、レジャー他殺、街区の象徴性、造形性等が求められてい

る。造形家ClaudeCourte cuisseによるMiroirsde Venlという 7Jレミの列住吉平のアート

や、子供の集まる屋根付きキオス夕、 ff少年の為の音楽の家等様々な文化要素が散在して

いる。広場東部の商業的空間とこの憩いの空間を中央の階段でレベル差を出して空間分け

をしている。(図-5.20.) 

2)Centre du quartier des Navigateur (Navigateur街区) [86年箆備]

世E形状の長いショ yピングセンターを中心とした街区の中心的広島Eの整備であるが、 86

年に開始されまだ途中段階にある o Navigateur街区に於いては、街区が市町村境界になっ

ているRueVasco de Gamaにより「行政的区域的Jにも、 「空間利用の函」からも、北部N

avigateur (ゾヨワ γ ー市)と南部Navigateur(オルリー市)の2ブロックに分断されるか

たちになっている。 i也の街区iこ於いては、街区中心広場が近隣コミュニティーの形成とい

った課題に対して、空間的コ 7としての役割を期待されている。これに対してNavigateur

街区に於いては、広場は、人をtI1めるコ 7としての空間から、街区から街区へ、街区のブ

ロ yクからブロックへと移動する人の動線を受け止める空間、一時的な動線の受け皿空間

としての役割も期待されてる。

. 2つのブロ y夕、北部Navigateurと南部Navigateurを述結する動線的役割を兼ねている

ている 0

・緑地、 L.Espace Verl Marco Poloを横切る連絡歩道との接続を可能にすることによって

街区間、 Aviateur街区からNavigateur北部への連結をも可能にしている。

3) Je Stade JoJ iot Curie (Lo. Po. Fa ・Lenifi区) [83年笠備]

EcoJe JoJ iot Curieの南側に隣筏している運動場を再整備計画である。小学校児童を初]

めとし、団地全体の学童児童を対象としたスポー γのコ 7を形成している。サ y 力一場を

中心とし、観客席、緑地、周辺の整備を行った。サッカ一場は小学校の管理とし、新たに、

境界フェンス、門扉を設け、朝8時半から夕方 6時までの時間帯が解放されている。

4)Le Square AJfred de Musset (Pierre au Pretre街区) [86年整備]

当世i区に於いては広織は、子供(幼児、児立i)の為の空間として計画された。その為、

広場に於ける安全性のu1i保が、設計上の一番の課題であった。 E整備後は、街区内の二つの
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図 5.20 広場 Le Square Saint-Exuparyの整備
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通り抜け道路 AvenueMoliere， Rue Rocineを除いては、車の進入が禁止され、広湯 Le

SQuare Alfred Mussetを中心とした街区の住環境が良好に、かっ安全に保たれるようにな

った。指摘されていた点は、街区内への車の進入が禁止されていた他の街区と異なり、 w
が自由に出入りしていた為、街区中心に位置するプレイロ y ト周辺で、通過交通に阻止さ

れ広場へのアクセスが困難であったりし、施設を有効に活用できないというものであった。

対策として、

・特に広場周辺では、住棟まで直後アクセスしていた車道 (RueA 1 fred de Musset) の完

全廃止をした。

街区内の路上駐車を倣廃し、駐車スペースを、街区場界の将線道路 (AvenueMartyrs d 

e Chateaubriand )沿いに新しく設置する。

等が取り上げられた。

又、広上易自体の設計に関しては、プレイロ y トを視覚的にオープンな空間として笠備し

直すことによって、住棟からの大人の監視が可能になり、安全な広場づくりを実現した点

が着目される。築山、テニス壁打ち用ボード、プレイロ y ト、植裁を一体的に広場内に配

置し、子供専用の楽しめる遊び空間を自IJりだした。

。広場の計画に関しては、以下のようにまとめることができる。

lショワジー ・オルリ一団地では、公園 ・広場を昔j区の中心的空間としてその整ultlを進め

ている。住民一般を対象としたものから、児窓、学蛮以上と限定したものまで対象屈を設

定して公園・広幼建設の動機をはっきりさせ、それぞれ持ち味を生かしている。

ii各街区では、交通を排除し、広場を中心とした住民の生活固に於いて安全性の確保を徹

底した。

-通過交通の廃止(通常は、遮断機(住棟管理人による管理)により車両の進入が主主止さ

れているが、緊急時、引越し ・運般の際は車両が住棟前までアクセスできるよう配慮しで

ある。)

・駐車場を街区波界の周辺部にまとめて配置する。街区内での安全性を前提に街区の中心

的空間である広場の登備も進められている。

2緑f也

ゾョワシー ・オルリ一団地に於いては、緑地整備は 2箇所し EspaceVert Marco Poloと

L' Espace Vert Marcel Cachinで行われている。

I)L' Espace Vert Marco Polo 

Aviateur街区、 Navigateur街区、 Lo.Po. Fa街区に挟まれ、現在まで放置されていた南

北に長い旧 A87道路跡地を再利用するかたちで緑地L'EspaceVcrt Marco Poloが整備が計

画されている。 RueMarco PO 10、 Avenue de Newburn、 Rue Jean Mermozによって固まれ

た緑地は全長530m、幅は広いところで100m、狭いところで50m、面積は35，800"i'の緑地
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図 5.21 緑地 L'Espat巴 VertMarco Polo の整備
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帯と呼べるオープンスペースである。 (図5，21. ) 

・緑地は、オープンスペースとしてだけでなく一部その中に 7 '1 トポール場、小公園、散

歩道等を設けレジャー的空間をプラスアルファとして計画の中に盛り込んでいる。

， Navigateur街区の街区中心広場Centrede Quartier des Navigateursの街区南部、北部

の述絡空間としての整備と同時に、緑地を東西に横断するiili絡歩道を新たに造ることによ

って、 i街区のエリアからエリアへの連絡のみならず、 ii街区間の連絡を可能にしていく 。

2)L' Espace Vert Marcel Cachin 

Len街区の東側、街区境界になっているAvenueMarcel Cochin沿いに面積16，150n1の緑

地L'EspaceVert Marcel Cachinがある。

緑地の公図的利用に関しては、鳥をモチーフにした鉄骨モニュメントOiseauPylone、

テニス用壁打ちボード、ベンチ付きの小広場、住民のたまり場として利用されているユニ

y ト小屋(キオスク)、ピクニ yクテ プル+ベンチ、藤棚、経i裁等が緑地の中に，f，イン

ト的に配置されている。

・その{也の性格としては、団地内の幹線道路沿いに空間が大きく開けている点、又Pierre

au prd re街区からの連絡歩道、 Aviateur街区内を横切る連絡歩道とのi皇結によって各街

区からのアクセスが可能となり、中心1生が泊して、団地の中でのンンボリックな空間とな

りi尋ている。

。 このように、緑地計画の中では次の点が考慮されている。

l防災的見地からオープンスペースを確保すること。

ii住民が日常利用できる親しみある公園空間として整備していくこと。

山オ Jレリ 市に於ける緑地の位置的性格から、街区間の述絡を緑地計画によって可能にし

ていく。

出については、二つの緑地が街区の境界部分や街区間に位置し、従来はそれがただの遊休

地として存在していた為、街区が孤立し相互の述絡が遮断され、行動圏が街区の中で完結

することを余儀なくされていた。この「街区の孤立性」の克服は、 DSQ事業事業計画書のな

かでも、物的更新の重要課題の一つに挙げられていた。事業では、二つの緑地が街区の演

界部分や街区間に位置しているという地理的条件を逆に利用し、そこを街区から街区への

つなぎの空間として促え、重点的に箆備していくことで問題に対処していると言えよう。

5， ~ ， 2 道路・ その他

道路・その{也は、具体的には、 l歩道、 2街区iili絡歩道、 3車道、 4ロータリー・ベデ

ストリアンデ yキ、 5駐車場の 5項目から成っている。

l歩道

歩道の箆備は、各街区の幹線道路沿いに於いて全域で実施し総延長4，8k mに及ぶ。(図

5， 22. ) 
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2街区連絡歩道

Len街区、 Aviateur街区、 Nav i ga teu r街区、及ひ(AviateurNavigateur聞の緑地L'Espace 

Vert Marco PoJoに於いて一連の街区歩道の整備が見られる。(図5，22， ，8-5) 

l)Pierre au Pretre街区と AviateurNavigateur街区の問に位置するLen街区に於いて、

Pierre au Pretre街区からAviateur街区、navigateuroo区へと通り抜けがて“きるよう Aven

ue Martyrs de Chateaubriand、 Rue du Docteur CaJmette聞を東西方向に結び、さらに

緑地MarceJ Cchin沿いにAviateurili区へと!左ける速絡歩道をつくる。 Len街区、 Aviateur

街区間に幹線道路AvenueMarceJ Cochinがあるが、パリ市からオ Jレリー空港へ向かうルー

ト上にあり、団地内に入り込んで通過するかたちになっており、この通過交通によって団

地内の安全が脅かされ、幹線道路の横断が困難であった。

2)Aviateur街区に於いてはAviateur街区を東西に横断する AJJeeRoJand Garrosの住棟前

の歩道を前の広場とともに設備し、述絡用歩道とする。

3)連絡用歩道は、緑地MarcoPoJoを東西に繊切り、 Navigateur街区入口へと連結している。

4)Navigateur街区入口から広場Centredu quartieur des Navigateurまでを直線で結ぶ。

造形的なコンクリートアーチの下に歩道が造られ、広場までの自然なアプロ ーチが形成さ

れている。さらに広場に於いては、南北方向に車JHを通すようなかたちで北部navlgateurエ

リア、 南部Navigateurエリ 7の述結を計る。(図5，21. ) 

Lenoo Aviateur街区 Navigateur街区

緑地 l 街路 緑地 広場 ) 

: MarceJ Cochin RoJand Garros : Marco PoJo: : Centre du quartier 

des Navigateur 

一連の街区間の移動は、こうした街区内、緑地に於ける、 iiffiり妓け空間としての連絡

歩道の設位、ii街区と街区間の幹線道路に於ける緩衝待等による車の減速効果によって、

さらに泊街区内の車の進入禁止等、車対策の手段によって捕なわれつつ、保証されている。

指摘されていた「街区の孤立性」、 「生活圏の閉鎖性」は、述絡歩道の設置により大きく

改善された。

3車道

当工事は、ー迎の、 iAvenue de Victoireの車道としての整備(舗装その他)、又それ

に伴う iiAvenue de Victoireの団地と境界を筏している部分(旧RuePauJ Lafrague) に関

しての、歩道の整備、凶国鉄SNCF線路までの道路延長、 iv線路下の通り敗け道路の工事等

である。工事箇所は、Pierreau Pretre街区間四IJのAvenuede Victoire沿道である。(図
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5. 22.. 8-1) 

国鉄SNCFの線路の西側のAvenuede Victoireと|日RuePaul Lafragueが、線路周辺の民

家の用地を買収し線路下にi遣をiliiして貫通させたことにより、一本の新Avenuede Victoi 

reとして、新たに誕生した。オルリー空港等、オルリー市街等、西側から団地へアクセス

する際は、 lブロッテ南で、|日RuePaul Lafargueと並行しているAvenueAdrien Raynalに

-s_出てから戻ることを余儀なくされていた。

当工事によって次の点が改良されている。

-国道RN7、パりからのアクセスに利用されているハイウェイ県道A6から、 Avenuede V i c 

tOl reを通り直接団地へのアクセスが可能となった。

・オル リー市は、線路により旧市街と、団地等が位置している新市街に大きく分断されて

いたが、 SNCF線路下の通り抜け道路ができたことで、旧市街、新市街聞の通り妓けが 2箇

所で行われることになったo Avenue de Victoireの工事により、 400m距離的に短縮された

ことになる。

長年に渡り指摘されてきた「団地の地淫的孤立性」を回避する為の計画の lつで、オノレ

リー市が積極的に:i!fiめてきたものである。もともと住宅用地ではない工場跡地に建設され

た当団地は、当時のオ Jレリー市の市街地(旧市街)から距離的に離れていたが、それがそ

のまま改善されず、一般市街地からの団地へのアクセシピリティーが疎外され続けてきた。

「団地の地理的孤立性」は、 「一般市街地からの孤立性」、 「道路網をはじめとする交通

網からの孤立性」の二つがあるとされたが、事業の結果、これら孤立性が回避され、住民

の生活閣の拡大が計られ、目標は達成されたとして高く評価されている。

4 ロ タリー ・ペデストリアンデ yキ

ロータリーの盤的は、団地内で3箇所、8-2、8-3、8-4で見られる。いずれも、団地周辺

部で実施されている、車の誘導に関する整備の一つである。

8-2に於いては、新しく小口 -J1)の整備と信号の設置を行なった。(図5. )新規のA

venue de Victoire完成後、国道、県道等からの交通がもたらされ交通量が増加する中で、

その中から団地ヘアクセスする車をどう誘導するかが、課題として持ち上がった。ここで

は、国道186、ゾヨワジー・ル ・ロ7市方面からの幹線道路Avenuede Martyrs Chateaubr 

i andと新しいAvenuede Victoireの交差地点に小ロータリーをつくり、また信号を設置し、

、さらに引き込み道路によって車を団地内に誘導することによって、西からの交通は幹線

道路に遮られることなく無理なく団地へと誘導されることが可能となった。さらに、引き

込み道路がLeni1i区の中心を南北に走る街区内道路Ruede Coronelle 8rosoletteまで延長

されており、街区内の車の進入を規制lしながらも、最低のw.の辺り j友けを保防している。

(図5.22. ) 

8-3は、 AvenueAdrien RaynalとAvenuede chateaubriandに交差する点である。ここの
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交差点の整備は、交差点、の南西Avenuede Adrien Raynal沿いの都市藍備事業 ZA C (ZAC 

de Nouvel et)を配慮しつつ進められる。当交差点は、 i北から通じるAvenede Martyrs 

Chateaubriand 、ii旧オルリー市街からのAvenueAdrien Raynal 、出さらにバリ郊外を南

へ直進するAvenuede Verdun、iv団地最寄り釈であるSNCFのSaule駅と直結している Voie

de Saulesの4つの街路が交わり、交通の要衝となるポイントである。このポイントは、団

地と一般市街地の結節点であり、さらにオルリー空港やパリの郊外南部への通過交通の通

過点ともなっている為、交通量が極めて多く問題となっていた。ここでは、ロン・ポワン

方式の交差点を採用し、車のスムースな流れを確保している。

また一般市街地と団地の結節点にあたるか3地点に於いて、ロン ・ポアンの上にペデストリ

アンデ yキを乗せて双方からの歩行者の往来を容易かつ安全なものとするよう計画がつく

られている。(図5.24. ) 

8-4は、 AvenueMarcel CochinとVoiedes Saulesの交わるポイントで、 8-3の地点から東

に約150mの地点の新規の交差点の整備である。 8-3のロータリーへの車の進入を手前で回

避し、 Avenuedes Martyrs Chateaubriandと8-4地点を、 Avenuede Verdunと8-4地点を、

各々直線で結び、 8-3のロータリーへの車の進入を手前で回避させ、ロータリーへ入る交通

量を極力抑えようという目的を持っている。文、これにより団地東側へ向かう交通も団地

内に大きく侵入しないようなかたちで後けるよう計画がなされている。

5駐車場

駐車場の墜備状況は、街区によって異なっている。まず、中層l!I!のあるPi erre au Pret 

re街区、 Len、Lo.Po. Fa街区は、住戸密度が低いことから住棟前への路上脇に駐車し対処し

ている。 Pierre au Prt:tre街区では、広場のr，1Umに伴う:i!fi入車両の締め出しを徹底したの

に伴い、 Avenuedes Martyrs Chateaubriand沿いの γョピングセンター前に l箇所新しく

整備して解決している。(図5.23. )高層棟のNavigateur街区、 Aviateur街区であるが、 N

aVlgaleur街区は、北部Navigateur(γ ョワジー.)レ・ロア市)にある駐車場とRueChris 

tophe Colomb沿いの各住棟前に駐車場を配置することで、駐車問題はクリアしている。

駐車場問題がDSQ事業として取り上げられたのは、 Pierrreau Pr白tre街区以外では早急

な解決を求められていたAviateur街区に於いてである。

従来は、 Aviateur街区では、車は現在の立体駐車場PYRAM1 DEが建設されている位置に前

あった屋外駐車場と街区北部に位置するPARCNORD (北駐車場)の 2箇所で収容していた。

DSQ事業により、街区境界道路が鋭角状に交差する位置に、 PARC “en poche"と呼ばれ

るポケ y ト駐車場を設け、従来からあったPARCNORDと合わせてAviateur街区の三角形の頂

点に、各々 PARCNORD [D S Q 84年事業]、 PARC EST [D S Q 事業85年事業]、 PARC OU 

EST [D S Q事業85年事業]を建設し、それぞれ、 100台、 65台、 60台、計125台分の増設

を可能とした。
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図 5.23 幹線道路 Avenue de Martyrs Chateaubriand上の

ロータリ (B-2) の整備
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図 5.25 Aviateur 街区の駐車場整備
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. PARC NORD (Rue Jean MermozとAvenueMarcel Cachin間)5000rri 65台収容

. PARC EST (Rue Jean MermozとYoiedes Saules間)3500111' 100台収容

. PARC OEST (Yoie des SaulesとAvenueMarcel Cachin間)2000rri 60台収容

また、 Aviateur街区で、駅からアクセスしAviateur'-'ョyピングセンターを抜けたとこ

ろに、やはり DSQの一環として、屋上をテニスコートとして利用している立体駐車場PY

RAMIDE(DSQ85年事業)を建設し、新たに222台の収容を計った。街区全体で、ポケ y ト

駐車場、立体駐車場を合わせて約450台分の整備を新たに計り、その他、小駐車も併せ、昔i

区収容合計台数は、 681台になった。 DSQ事業の箆備前の駐車場保有率は、 l割以下であ

ったのが、 O.46台/戸に改善され、車中心の生活へと住民の生活が移行しつつあることを

裏づけている。

5 .~ . 3. D S Q二次的整備空間

(1)二次的整備空間とは

DSQ事業では、物的更新に於て、広場繋備、歩道の整備等数々の整備を実現している。

それらをDSQ主要空間箆備とすると、それに対し DSQ二次的空間並備と呼ばれている

整備がある。 AmenagementIntersticiels (間質的整備〉と呼ばれるもので、 1989年、オル

リー市の策定した DSQ事業事業計画書には、 『現在までなされてきた個々の械々な空間

整備を縫合していく作業で、団地レベルの全体的整備を可能にしていくようなー述の整備

を指す。 』 と説明し、新しい性絡の整備に用いられることとなった造語を解説している。

(2)二次的空間箆備の目的

この二次的整備は、住棋のすぐ外周りの外情整備の一環として行う場合 (Lo.Po. F a街区)

もあるし、もっと積極的に、主要空間整備と同様に街区イメー γを刷新する目的等をもっ

て行われる場合もある。例えば、広場整備が行われると、その広場と隣接している広場よ

りヒエラノレキー的に下にくる空間は、二次的空間として級われ、広場箆備に準ずるかたち

で盤V'niが進められる。このように主要空間笈備に二次的空間警備をプラス αし、一定の広

がりをもったエリア全体で整備の効果が求められる場合 (Navigateur街区)もある。個々

の主妥空間笠備の問を空間的に埋めて込んでいき 、最終的にエリア全体の整備の完結につ

なげるというのが、二次的空間整備の一般的コンセプトである。従って二次的空間盤備は、

単位面積当りのコストは主要空間箆備に比べて低くて済むが、面的にこれら主要空間整備

をつないでいく作業なので面積的には逆に相当量の笠備が必要とされるのが特徴である。

DSQ主要空間箆術面積が106，9901l{であるのに対して二次的空間箆備は、 167，000n{とな

っている。

主要空間楚uiuは、例年の DS Q事業第 1J切開始当初から一貫して行われてきたが二次的

空間整備は新たに88年より開始されたものである。
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整備に関わる費用は、二次的空間整備面積167.00ni'のうち、 55.000ni'については、 50F

/ni'で2，800，000F、112.oooni'については、 15F/ni'で1.680. OOOF / ni'、合計で4.480.000F

が見込まれている。事業釘については、 3年間分の予算がつけられており、 1989年、 1990

年、 1991年で各々 150MF、150MF.148MFが充てられている。

4 
5.3.4. 団地周辺市街地強術

図5.28を見てわかるように、団地内部で進行中の団地更新事業 DSQと並行して、団地の

周辺部でもエリアの強制iIが実胞されている。 (1)団地と一般市街地の筏点にZACde Nouvel 

e t (0-1)が、 (2)団地とSNCF釈であるSau1 es駅を結び、駅前広場の整備を行ったBanlieu 

e 89 (0-2)、(3)AvenueAdr ien沿いへのオルリー市の市役所の移転計画(0-3) と、 3つ

の大きなプロジェクトが進められている。

(1)協議笠備区域 ZAC de Nouvelet [1990年]

ZAC de Nou ve 1 e t は、商業胞設、住宅等から成る飯合施設建設を目的とした協議整備区i及Z

ACに於ける開発事業である。事業主体は、オルリー市を初めとし、ヴァル ・ド 7 ルヌ県

のOPAC、その他民間企業である。事業区Iまは、団地と一般市街地の境界、 AvenueAdr 

ien Royal沿いのNouvelel区域である。

開発面積6400ni'

lILM住宅150戸、ホテル l、映函館2、ゾヨピングセンター l、庖舗20、駐車場800台分

事業目的

1)市のコ 7の創造

目的は、 Cenlrede Vi Ile (街の中心)を創り出すことにある。オルリー市の発展過程に

象徴されるように、一般市街地と団地はそれぞれ独自の発援過程を辿り今日に至っている

ので、地理的にもコミュニティー形成の面からもエリア的に 「一般市街地J、 「団地」と

分断されているのが現状である。 オルリー市としては、人口が市の人口の6富IJ;を占めてい

る団地に対して DSQ事業に代表されるように悌々施策を行い、市独自の資金も投入し、

実効をあげてきた。特に問題を集積した団地内部に於いて事業がある程度実効のあるもの

となった現在、団地問題と一般市街地を分離することなく、同じ市の都市計画の土俵上で

計画していくべきだという視点が生まれてきた。オルリー市民にとって「共通のコアJを

造るという構想が具体化されつつある。
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現在オルリー市住民の日用品の購入は、団地住民は、街区毎に設けられたゾョピングセ

ンクー (Surpermarche)で、又一般市街地では、 SNCFのViJJed'Orly駅前の小規模の商底

街でなされている。実際には、 ZACde Nouve 1 e lでは商業施設建設が計画の中心にあり、

オルリー市全体を利用圏として想定した大型 νョピングセンター (I'Hypermarche(Lecle 

rc))建設が計画の妥にあり、 8割の人が大きい商品購入にあたってはオノレリー市市外まで

行くという現在の状況を回避しようとしている。

2) i!jおこし的事業

オルリー空港が同じオルリー市のすぐ西側に控えていることもあり、パリーオルリー空

港を結ぶ道路網の上にある点を考慮し、ホテノレを誘致したり、映画館等のある複合施設の

建設を行い団地外、空港利用者等の利用を想定している。

(2)Banl ieue 89 [1992年]

Banl ieue 89は建築家ロラン・キャストロを主宰とする都市郊外部の刷新事業である。事業

の目的は、都市の整備を審美的な建築計画を迫求しながら実現することにある。団地内部

の更新以外には DSQ事業が対応し得ないという事業の限界性を認識して、 llolSensibl 

eの持つ団地の地理的孤立性を克服しようとしている。団地のプリン y部分で DSQの補完

的事業Banlieue 89という建築デザインを重視した刷新事業を利用しながら、 llolSensib 

1 eの持つ「団地の地理的孤立性」を克服しようとしている。

計画では、 i団地からSNCF駅、Saules駅までのアクセス歩道の整備、 ii駅前広湯の盤的、

副アクセス歩道沿いの商業施設及び住宅の建設をもくろんでいる。 I団地の地理的孤立性」

を解消することを第一の狙いとし、駅と団地の迎絡を改善し、併せて歩道両側にHLM住宅を、

又駅前広湯に商業施設を新設し、デサイン的要素を配慮した一連の空間整備を実現する。

以前と比較して郊外高速鉄道を利用し生活圏を拡大しつつある住民の生活を後退いするか

たちでの計画ではあるが生活変化に対応したものとして高く評価されている。

IILM住宅300戸、庖釘jJ 2 

(3)オルリー市の移転計画

90年代中に旧市街の中にあるオルリー市庁舎及び市の付属胞設を東に約600mAvenueAd 

rien Royal沿いに移転させる計画である。旧市街の住宅街の公園のなかにあった市庁舎及

び市の付属施設をAvenueAdrien RoyaJ沿いの住宅の街区、 2ブロックを買収し、そこに移

転させるという椛想に基ついて計画が進められている。市の人口の 6割以上を占めている

団地の住民の利用を容易にするという点がある。また、市の計画として、いままで分断さ

れていた一般市街地住民と団地住民の日常の生活圏を市の都市計画のなかでそろそろ統一

のものとして描いていこうという点である。 4 差~ãから Avenue Adrien Royal沿いに

M、街路の両サイドに市の行政機能を初め、1行機1itを築め、商業機能の中心であるZACde 
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図 5.29 Saules駅と団地を結ぶ Banlieue89 計画イメージ図
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5.31 オルリー市庁舎の移転計画
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Nouvelet開発とも合わせて「市のコ 7Jを創造していくという長期的視野にたった構想が

繰られている。

5.4.4， まとめ

団地更新事業DSQは、第 1期 (1984-1988)を経て現在は、第 2期 (1989-1993)に

入っている。その問、 『住宅改善』は、第 1J羽、 2矧を通して、一貫して進められてきて

いるものであり、これにより団地更新事業に於ける住宅改善の重要性を裏づけている。 w

団地レベルの物的更新』については更新内容により 、事業:iffi展状況を区別することができ

る。 r団地レベルの物的更新』では広場整備、歩道整備といった一般的空間整備がなされ

てきた。これらを仮に主要整備空間とすると、主要笠備空間の聞を埋め補完していくよう

な整備があり二次的整備空間と呼ばれている。主要整備空間の整備は、ほぽ DSQ第 I期

を中心に実施されてきた。 r団地レベルの物的更新』について考察できることは、 oS Q 
第2期に入り、新しい動きとして1)二次的整備空間の整備(間質的空間)、 2)市町村の都

市計画との箆合性をみることができる点である。

1)二次的整備空間の笠備は、第 2賠jから新たに始まったもので主要整備空間の聞を埋め、

補完していくような整備である。二次的登 úì"~聞を設けることで整備、未整備というよう

に空間態備に白黒をつけず、中閉鎖岐を設け、段終的に団地全体の整備の効果を上げるの

にi生だっている。

2)団地内部で完結していた団地更新のありかたから脱皮し、物的更新を団地の7リンジ部

分での都市整備事業をリンクさせることで、より ~JI業効果を高めようとしている。

オJレリー市の事例として、 iZAC de Nouvelet [1990]、iiBanleue 89 [1992]、出市の移

転計画等と;ru動させ、問題団地IlotSensibleの抱える問題に対してより広い視点で、つま

り市の都市計画と整合性を計りつつ対応 していこうとするものである。

また、告白すべき点は、 ZACde Nouvelet、sanlieue891こmいて公的住宅IILMの建設を実施
し、市の住宅マスタープランPLIIを都市開発事業のなかで実現させている点である。

物的更新に着目すると、住宅改善という単体改善に端を禿し、外様整備、広場整備等の

主要整備空間の整備、二次的整備空間の整備、そして団地のフリンゾ部分で展開される都

市計画事業との受合性というように、経年変化の中で住宅の外周に始まり事業区域が拡大

され、現在に至っては、 DSQ事業単独では、 Ilot Sensibleの抱える~1I1iを解消できない

状況が見られる。 1989年より 、 『都市の社会開発に，*]する新しい制度的枠組み』ができ、

これにより、即地的状況に合わせ、 DSQ事業に必要なメニ A ーを組合せ補完させるとい

う新しい対応のしかたが生まれている。 DSQ事業が住宅ストック計画であるといういち

づけとともに、行政サイドとの密な述絡のもとにつくられた住環境整備事業としての様相

が大きくなりつつある。
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5. 5. 回地更新事業DSQの実態分析ー「社会活動事業」

5. 5. 1. はじめに

いままで、 DSQ事業の大きな柱である住宅改善と団地レベルの物的更新について見て

きたが、本章に於いては、ソフトな施策である社会活動事業 (Actionsd' Accompagnement 

Social) の実態の分析を行っていきたし、。もともと団地更新事業は1977年の HVS事業に

より開始されたものであるが、 1982年からの DSQ事業がそれまでの団地更新事業と区別

され総合的施策であるといわれるのは、 『人』に普目した社会胞策、 「社会活動事業」を

初めて取入れたこと、事業の枠組みを拡大し、生活のWiでのハードな課題からソフトな~

1mまでを団地の活性化という目標に向けて初めて一元的に提えたことによる。

DSQ事業対象団地IlotSensibleに於いては、従来から連合や協会等の組織網によって

既に活動の履歴をもっ諸社会活動を、 1982年の DSQ事業発足により団地更新事業oS Q 

の事業の一環である社会活動事業 (ActionAccompagnement) としてスタートさせる事例が

一般的である。自治体レベルの DSQ市町村委員会CommissionLocaleについては 4立で紹

介したが、団地更新事業の住宅改善、団地レベノレの物的更新については、自治体の担当部

署(住宅担当、都市計画担当)、住宅供給主体 OPAC等の事業主体が主体となって参加

していた。社会活動事業が加わったことにより、活動母体である各種協会、市が運営して

いる関係諸機関等、様々な参加主体の参画が見られるようになった。

社会活動事業は、団地更新事業 DSQの中で、住宅改善以外を総称しての付随事業 (Ac

tion Accompagnement) の中で促えられている。 N!liIi~業は、事業全体の1/4で、社会活動

事業は、その1/3、事業費の配分では全体の1/12となっている。但し、社会活動車業の施設

建設1'1.等の役資的経費も入れると総事業貨の1/6のウエートを占めるものとなる。社会活動

事業というこのソフトの部分が、団地更新事業 DSQをそれまでの「団地更新事業HV S J 

や、 「住宅改善事業J等の物的更新事業とは異なる、総合事業としての位置づけを与える

ことになっているという見方が引き出せる。社会施策の盛り込み、事業の総合性にあらわ

れているように、そこには、建物更新に終始することない、住民の生活全般をイメージし

た事業の展開が見られる。

5. 5. 2 オルリ ー市に於ける社会活動事業

わが国に於いては馴染みの薄い社会活動事業について、目的は何なのか、内容的にどの

ようなものが盛り込まれているのか、どのような人々を対象としているのか等、事業の全

体像について、オルリー市の DSQ市町村委員会に於いてヒアリングを行なった。

「社会活動事業については、我が市に於いては、 DSQ事業が開始される以前から既に

盛んであったといえる。もちろん現在は DSQ事業に参画していることのメリ yトとして、

DSQ事業で関連省庁からの DSQ補助がついているので、施設建設、活動の運営等、財

政的に安定しているといった利点はありますが・ ・。我々のように、市の人口15000人の60%
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以上が団地の住人であり、特にその住人達が低額所得者であったり、社会的な問題との関

連で団地荒廃が存在するという状況をを兼ねてより認識していましたので、他の自治体と

比較して既に社会活動事業のベースは既にあり、進んでいたと思いますね。そのような状

況認識をしていたからこそ、 DSQ事業への参画を他の自治体に先がけて第 1期DSQ事

業が全国的に開始される以前に、パイロット事業というかたちでの参画が可能だったので

す。」

インタビュー 1990.08. 10 

オルリー市市長補佐、 DSQ市町村委員会委員 Olivier CHARASSON氏

「社会活動事業の活動ですが、 「苛少年」、 「児童」、といった若年層向けの活動が特

に盛んと言えます。これら若年層の日常の生活圏は、団地の中から出ることは、まずあり

ません。それではその日常の生活圏範囲で、生活や余暇を積極的に過ごしてもらい、その

過程で、個人の得意とするもの、適性等を探してもらえば幸いと思っています。その為、

文化一般、スポーッ、音楽、芸術と可能な限り豊富なプログラムをつくってきました。特

に団地で生活が完結してしまいがちな児童に対して、長い夏期休暇を利用してoperat ion 

ete等の訊!外活動的なプログラムを設け、行政サイドとして積極的に取り組んできました。

又、学校の授業の補習等を文部省の管轄のZE P : Zone d. Educat ion Priori te等が実施し

ています。このように背少年連に対して考えられていることは、現実的な問題としては、

学校の補習、余暇利用を充実させる為の課外活動、そしてもっと長いスパンで彼らの生活

を促えた時の、将来の就職につながるような職業研修プログラム等があります。特に、そ

れらの計画をつくりながら一方では移民の同化対策も考般にいれなければならない状況に

あります。プログラムの中には、個々のプログラムが移民対策と表裂一体となっているも

のも珍しくありません。チャンスを与え、個々の子供の個性を引出し、将来設計をJlJJける

ことが我々の仕事です。」

「社会活動事業の中の、もう一つの大きな諜題は、軽犯罪の防止や保健衛生の問題にあり

ます。犯罪は、 70年代は確かに大変多かった。殺人はあまりありませんでしたが、窃盗、

パンダリズムや暴行事件は、確かに団地内部で多かったのです。しかし、残念ながら今具

体的データ ーを挙げることはできませんが、我々の社会活動事業が~Jを奏して現在犯罪件

数が減少してきているのは事実です(犯非例数オノレリー市 593向、ヴァル ・ド・7)レヌ県

全体 :7227 3f牛 1988年現在)。しかしながら、保健衛生に関しては難しい状況です。 7ル

コール中毒、麻薬、そしてエイズ禍といった問題が日常生活の中で顕在化しています。そ

の為、市の (MissionLocale)や厚生省の全図的組織網 (D.D.A.S.S.)等が、直後的に現

場でこうした問題に取り組んでいます。

ポイントは、問題を個々人の問題として特定化しないこと、そして社会的問題という認
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識をもって対処することだと思います。本人を初め、行政、関係協会、ソーゾヤルワーカ

一等が一丸となって取り組むことだとおもわれます。今、指摘されたようにあなたの国と

は状況が異なるようですが、我々の国では、アルコール中毒、麻薬、エイズといった社会

摘の根絶も社会活動事業のなかで無視し得ない課題としてあるのです。」

インタビュー1990.08.10 

オルリー市市会議員 青少年担当 Farid RADJOUH氏

パンダリズムは、社会機械やコミュニティーから経済的、文化的、職業的事自に排除さ

れた昨年層の方向性を喪失したエネルギーや疎外感が暴力というかたちで顕在化した現象を

指す。このパンダリズムが主たる原因で団地の「社会的荒廃」が起ったが、それに対処す

るには、疎外要因を転じて社会同化、活性化の動機になるべく積極的に同化胞策、或

文化、スポーッ、等の各種活動を用意してきた。

5. 5. 3. 社会活動事業一「施設」 建設状況

DSQ事業計画容に示されているとおり、社会活動車業は、対象局を生活圏i車内で最も

長時間的を長く過ごす i)児話、 ii)青少年、凶)婦人、 付)老人他のカテゴリーに絞りこみ、

又、活動内容は対象庖の需要に応じて社会、文化、スポーッ、保健衛生といった広範な傾

援をカバーしするよう計画されている。 1982年からの DSQ事業の社会活動事業の発足に

{半い、活動の拠点づくりの一貫として新規に建設された施設には、次のようなものがある。

児童対象ー 幼稚園、保管図、児童センタ一、子供の家、おもちゃライブラリー

・背少年対象 .M.J. C、軽犯罪予防の会 (ACE日AOCEP)、MissionLocale、C1 SPO 

・銅人対象…C1 DF、CISPO 

-老人対象・老人の家 (Resi dence Mel iとs.Foyer Pablo Neruda) 

.移民対象...Miss ion Loca 1 e 

図5.32、図5.33は、現在 DSQ事業の社会活lJ!I}"作業の活動の拠点となる施設を地図上

にプロ y 卜したものである。現在30の施設に於いて社会活動事業が実施されているが、そ

れら胞設のうち 10は既存の施設であり、残り 20のものは 1982年に開始された DSQ事業の

社会活動事業のーJJiIとして初めて建設されたもので、DS Q ~l~業によって積極的に胞設建

設が行われていった過程が狸解できる。また、施設30のうち、12については団地内部にあ

り、残り 18については団地外につくられている。(図5.32、図5.33. )また、82年以降つ

くられたもののなかには、20のうち 12は、団地外につくられている。その理由として、1)

施設建設に伴い国の DSQ術l!iJを得るが同時に市独自の財源も役下されるので、市として

は、団地住民だけに対象を絞り込まず、市の住民全体が利用を享受できる胞設づくりを考

慮して、市全体に施設を分散配置させなければならない。また、社会活動事業を通じて既

成市街地と団地住民が筏触する機会をつくるという意図もある。

社会活動事業では、多彩なプログラ ムづくりを実践しているが、それ故、モトクロスや乗
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馬倶楽部等、プログラムと土地利用との関係で団地内の施設建設が不可能なものがある。

5. 5. ~ . オルリー市及びオルリ一団地の住民属性

(3) -1年齢階層ー(脅少年を中心として)

フランスの人口ピラミ γ ドから児盈・青少年人口の層が厚いと言った点が挙げられる。

団地については、資料の関係から青少年の全部はカパーしていないがけ才以下の児童 ・背

少年人口に若目すると、 1968年に、 40%であったのが、 1975年に41.5%、1982年に33.3% 

と減少傾向にある。 20才から 64才 (1982年データ 1;1.20才-60才)までは、 51.5%、54.0%、

55.0%でこの庖は比較的安定化している。それに対し、 65才以上の人口 (1982年デ-)ーは

60才以上)は、 2.5%、4.5%、11.7%と高齢化が進んで来ていることが示されている。全体的

傾向として、 「青少年庖の減少」、 「高齢者層の地加」を挙げることができる。

特に児童・宵少年の若年層の人口の高さは、フランスの人口ピラミ y ドでの特徴的な傾

向で日本とは状況が異はっている。イノレ ・ド・フランス地方の20才未満の児童・青少年人

口は、 28.1 %であるが、当該団地の人口はその値をさらに、 5.2%上回り 33.3克となっている。

人口に占める若年層の比率が極めて大きし、。一方、高齢者について見ると、高齢者層の比

率自体高くないが、高由官者比率が増加傾向にある正当、は無視できず、今後の課題として注目

していくべき課題として残されている。

又、 15才以下の人口についてみると、フランス人であるものは72.1 %、外国人であるものは、

21. 9%である。これを、全人口のフランス人、外国人比率でみると、 83.8% 16.1%となって

おり、若年層での外国人比率が特に高いことがわかる。

(3) -2国籍ー(外国人を中心として)

・オ ルリー市

オJレリー市全体のデーターでは、 1982年現在人口は23，109人で、内訳は、フランス人が

19816人、外国人が3833人で、外国人比率は 16.1%である。 (1975年時点、では、 13.0%)外国

人の国籍の内訳をみると、スペイン、イタリ 7、ポルトガノレといったヨーロ yパ系が外国

人人口の31.9%を占めている。また、一方、71レジエリア、 チュニン了、モロ y コといった

北アフリカのマグレプ諸国出身者が51.0%を占めている。外国人の出身国の状況を見ると以

前はヨーロ yパ系が多かったが最近の傾向として 7 グレブ系が士自力目してきていることが

わかる(表5.16. )。

':/ョワジー・オルリ一団地

住宅供給主体OPACが団地世帯5.515世帯について行った世帯調査 (1984年)の結果を

もとに、ショワジー・オルリ一団地に限定して外国人人口について見ていきたい。(図5

)空き家世帯304世待 (5.4%) を除いた5，211世帯の内訳をみると、フランス人世帯が423

2世帯 (15，9%)、外国人世帯1， 039世帯 (18.6%) と、世有?数でみると約1/5が外国人世帯で

ある。
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表 5.15 オルリ ー 市国籍別住民の習Je
人口 合計 7;'1.1.人 外国人

スヘイy人 ィ1'17人 本ルトIル 7ル'J lリT 吋'円'人 そ01也
人 人 除]1.>:;":1)

男性 11792 960 2147 260 759 361 346 女性 11917 10231 1686 109 205 20 580 256 293 

日-19才 7893 6370 1523 51 112 189 632 291 252 20-39才 1503 6310 1193 59 139 183 363 193 256 ~0-59才 5 5~ 5 n53 192 85 160 106 250 101 80 60才以上 2168 2443 325 3 ~ 12 25 8 ~ 42 51 

世帯人口 2355( 1990( 3150 325 41( 501 1318 511 599 単身人口 1 ~ 5 12 13 。 g 2 21 。 40 

合計 23109 19816 3833 235 ~ 8 3 503 1339 611 539 

% 100.0% 83.8% 16.U 0.9% 2.0% 2.1% 5.5% 2.6% 2.6% 

表 5.16 街区月IJ フランス人世帯 ・外 国人世世 世

世帯種額 7;'1ス人世帯 7;ンス人世帯 外国人世帯 Z十 笠書家 総計街 区 内本土出身

Aviateur' "'"avigateur街区 2，132 1，111 581 2，113 153 2，815 
14% 51. 8% 20.2X 94.3% 5.4X 100% 

Len . Lo. Po. Fa街区 1.158 1. OO( 28( I，H2 14 1，516 
16.n 55.2X 18.1% 95.1% ~. 8% 100% 

Pierre 3U Pretre街区 942 813 114 1. 115 51 1.183 
19.6% 13.1% 14.a 9(.3% 5.6% 100% 

dロh a 4，232 3，654 1.039 5，211 304 
15.9% 55.5% 18.5% 9~. 5% 5.n 100% 

ト15



オルリ一平均世帯人員を市全体の平均で見ると、フランス人世帯では1.8人であるのに対

して、外国人世帯では3.7人と、世帯規模が外国人世帯に於いて倍以上となっている点がむ

目される。 (DS Q事業計図書1989P.8)オルリー市の世帯数をそれぞれの平均世帯人数

で割ると、フランス人世帯11042世帯、外国人世帯f1 036世帯となり、外国人世帯比率は、ォ

ルリー市平均では、 9.4%となっている。よって、団地内については、外国人世帯比率が18

6%と、オルリー市平均のほぼ倍の値を示しており、 DS Q~作業問題団地 Ilòt Sensi ble に

於いては、外国人世帯の比率が一般市街地と比較して極めて高いことが明かにされた。団

地内の外国人世帯比率に続き、外国人比率についてみていくが、団地内のフランス人世帯、

外国人世帯別の平均世帯人数のデーターがない為、比較が事li理だが、外国人比率を団地内

に絞りこんでみると、外国人世帯比率18.6%を参考にしても、 20%を上回るのは必致で、 25

%前後になるのではないかと推測される。

また、表から街区によっては、外国人世帯比率が20.2%と、外国人が高密度で存在してい

る街区があることを示している。

5. 5. 5 社会活動車業ープログラ ム

以上、オルリー市及び団地の住民の住民属性の中で、極めて特異的な傾向が見られるも

のとして、 「年齢階層」で(青少年)、 「国籍Jで(外国人)について皆目し慨観してき

た。社会活動事業は、住民属性を象徴するかたちで、幾つかの属性により分類される対象

庖を選択し、選択した個々の対象庖の最大多数が抱える問題を主軸にj.Qiえながら、その{也

の陵数の問題の重要さの佼劣も考胞しながらプログラムの内容、数を計四してきた。社会

活動事業は 1982年から1988年までに、 44のプログラムが実織されている(毎年継続的に実

施されているプログラムが多い。)

社会活動事業の対象庖から、ここでは「青少年」と「婦人」に焦点、をあて、各々の対象

庖の最大多数が抱える問題は何であるかを認識しつつ、担当する機関に於ける社会活動事

業の実施状況について考察を行う。

・対象庖:青少年

活動機関 MissionLocale d'Orly-Choisy 

オJレリー ・ショワジ一団地では1982年の DSQ開始時より市が運営する機関MissionLoca 

leが設立された。ここでは、 16才から25才までの苛少年を対象に、 i j苗用対策、 ii住宅対

策、出余l~x活動、 iv 保俄 ・ f~ï 生等生活全般に関わる栂談の受付及び会合の開催等を行って

いる。なかでも、雇用対策が活動事業の首位に来ているが、その理由を背少年の雇用状況

に照らし合わせて考えてみたい。

(1)青少年の鹿用状況

青少年層が比較的厚い点がフランスの人口ピラミ y ドの特徴である。よって人口の厚い

この届を上手に誘導していくことは、全ての領域で要求されていることである。しかし、
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実際には、教育、就業の機会の不足、将来設計を伴わない不安定な生活に直面しこれらの

若年層が必ずしも政策的にうまく誘導されているとは言えな¥'0とりわけ庖用に関して
問題は大きい。

-国レベル

一般的にヨーロ yパ諸国では高い失業率が見られるが、フランスも 10.7%(男性8.6耳、女

性13.6%、〉とその典型である。さらに加えて、失業率の増加傾向が懸念され、 1960年でl

1%、1970年で2.4%、1980年で6.3%、1987年で10.7%と着実に{申びている。日

又、近年の失業状況を年齢階層別に、国のレベルで見たのが、表5 である。表より、 iす

べての年齢階層で見られる近年10年余りの失業率の増加、 ii特に15才-24才までの若年層

での失業率の高さが目だち、就業が困難な状況を示唆している。

1975年、1987年の年齢階層日IJ失業率変化

表 5.17 年齢階層別失業率

年齢
失業率 (1975年) 失業率 (1987年)

男性 女性 男性 女性

15-24才 6. 7% 10. 1% 20. 7 % 28. 5% 

25-49才 2.0% 4. 5% 7.0% 11. 5% 

50才以上 2. 1 % 5. 4% 6. 7% 13. 4% 

合計 2. 7% 5. 4% 8.6% 13.4% 

資料出s4: FRANCOSCOP 1 E 

-団地レベル

つぎに、オルリー市での失業率に着目してみると、 16才以上の就業可能人口(1 a popu 1 

ation active)、11.533人で、失業率は12.6%となっている(全国平均の10.7%を上回って

いる)。これを対象庖を年齢階層で絞り込み、 MissionLocaleが対象としている 16才-25

才までの青少年(団地の人口59260人中17.2%の10216人)に限定して見てみると、失業率は

9.3% (953人)という値が示され、平均よりも少なし、。又、国レベルの同年齢階庖と比較し

てみると、若干、年齢階層の設定に差異があるが、国レベルでの15才から24才までの、男

女別の年齢階層別の失業率、各々 20.7%、28.5%に対して、オルリ一団地の青少年層は、 9.

3%とかなり低〈、団地の笥少年庖の雇用が相対的に悪い状況にはないという判断ができる。

フランスに於ける音少年層の失業率の高さという一般的傾向に反して、オルリ一団地で青

少年庖の失業率が低いのは、 Miss ion Loca le等lこ於て、対策が織業訓練、企業研修、職業

鈴旋という流れの中で組織化されて実効のあるものとなっており、この点は評価されるべ

き点である。

(2)Mission Localeの利用状況
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Mission Locale設置以来の利用者数は男性1681人、女性1634入、合計3315人である。 19

88年の利用状況(利用者数、延べ利用者数)を年齢グループ別に見たのが表5，18で、又19

86年、 1987年、 1988年で年齢別、性別lの利用状況の推移に着目したものが表5，19、表5，20 

である。

表 5.18 年齢階層日11 Mission Loca1e利用状況

M，L利用者数(1988年) M， L延べ利用者 (1988年)

年齢 男性 女性 合計 男性 女性 合計

16-18才 59 78 137 65 83 148 

19才-25才 130 170 300 318 360 678 

合計 189 248 437 383 443 826 

表 5.19 年齢階層別 表 5.20 性別

1986年 1987年 1988年 1986年 1987年 1988年

108 127 137 201 209 189 

315 315 300 222 233 248 

423 442 437 423 442 437 

16才から 25才までの全体の利用状況を1986年、 1988年比で見ると、利用者数は3草地とほ

ぼ償ぱいである。しかし、その内訳を見ると、 1986年、 1988年比で、 19才から25才までの

層が目減少したのに対し、 16才から 18才までのより若年での利用が、逆に26，9%も(qlびてお

り、若年層で既に雇用問題に敏感で、活動に積極的に参加し社会参加に備えていると惟iJlll

される。背少年の失業問題の、さらなる若年化が懸念される。

また、 MissionLocaleの利用者の40%弱が移民世帯の子供であること(資料の制約上、

児童も含んだ年齢階層となってしまうが、 0才-19才までの77少年人口についてみると、移

民世帯の子供は19%を占めているに過ぎない。)から特に就業で不利な状況になりがちな移

民の子供の積極的参加が読み取れる。

( 3)活動プログラム

青少年に技術習得の訓練を施したり、生活指導を行ったりしていく各極のプログラムに

よってかなり状況が改善される。 MissionLocaleは、市により運営管理されており、市の

1 セタ ゾヨンが~立して団地内 (Aviateurt，'i区の広場SquareSaint-Exupery)に活動拠点、

を持つ。活動は、 「会合」、 「講演会」 、 「個別相談Jといった様々なかたちで行われ、

i去に紹介する職業訓練、職業研修を行うClSPOと内容的には類似している部分もある。

・プログラムl文部省主催青少年の為の職業訓練プログラム (DlSPOSlTlFびlNSERTlON
DES JEUNES DE L' EOUCATION NATIONALE) 
・プログラム2 職業訓練訓練に関するガイダンス (JOURNEES0' lNFORMATlON SUR L・APPR
ENTISSAGE) 
.~ログラム 3 官来立計の為のオリヱンテー γ ョン (FISHESACTIONS) 
・フログラム4 個別調査 (SUIVIINOIVIDUEL) 

5-78 

-プログラム5 住宅改善事業現場での苛少年の雇用についての協定 (CONVENTONCADRE P 
2~R L' EMBAUCHE DE JEUNES SUR LES CilANTIER ïï(REHABIL-ITÃIÕÑDÈS~GR;;NÔS"EÑSËMîíLÊ 
S) 

プログラム6 MISSION LOCALE による 16才から 25才までの健康診断 (BILANSDE SANTE P 
t!_~R L.E.S_ JE~NE~~ N .I ~~2Sð~S DE MISSIO'N LOCALE) 
プログラム7 映画上映と関連の討論会 (DEBATTHEMATIQUE A PARIR D'UNE PROJECTION 
DE. FI ，h~1) 
'7ログラム8 麻薬・エイズ防止キャンベーン (CAMPAGNED・INFORMATIONET DE PREVEN 
T[ON MST-SIDA) 
'7ログラム9 オノレリー市麻薬防止委員会一麻薬中毒防止プログラム (COMMISSIONTOXI 

'2.Q~N..\E_ O.RLy-mJQ~ ..QLm.'!ENT} ÓÑ ， ~Ó.C~LE~IÌES I'OXIeOMANIES) 
'7ログラム 10 Jfill羽終了青少年の為の社会復帰ガイド (GUIDEDES RESSOURSES A DESTI 
NAIIQli DE_S JEUNES SORTANTS DEPRisoii) 
圃対象局:婦人

研修機関 CISPO:Centre d' Insertion Sociale et Professionelle d' Orly (社会的職

業的同化センター)

CISPO、llotSensibleに居住する、 「青少年」、 「婦人」を対象とした職業訓練の為の

研修施設であり、 DSQ事業の社会活動車業の一貫で、活動の処点づくりとして胞設建設

が行われたものである。市が、自ら管理するCISPOを通して力を入れている社会活動事業の

プログラムの lつをここにもE示する。 “ACTION FEMME"という名称で呼ばれている婦人対

象の職業研修である。 r団地に居住し、教育の機会に恵まれず、各種の資格を持たない婦
人の就業を「技術的J、 「制度的Jに支侵するもので、それによって低額所得世帯の経済

的基盤を少しでも般かなものとし、 llotSensibleに於ける住民の生活を安定、かっ活性化

させよう』という狙いがある。また、職業訓練を通して、相会参加を促すという目的をも

っており、同化政策の役割も担っている。

(1)研修内容

i)目的:26才以上の経済的困窮にある姉人を対象とし、戦業研修を通しての同化政策

ii)研修内容:le，舎科に関する誌礎的教育及び妓術の習得を目標とする。

ili)Wf聞及び時間数

-研修機関 9ヶ月

・研修時間

センター内研修ー 25週、 750時間

企業派遣研修…………IlillJ、 4291時間

合計

iv)研修開始・ 1990年12月17日

研修終了 1991年05月03日

(2)研修参加資格

i ) 26才以上の姉人。

1179時間

ii) llot Sensibleショワジー・オルリ一団地に居住していること。

出)子供がいること。
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ト，，)所得が低いこと。

v)教育レベルCAPを有していること。

vi)センターの研修に自ら興味が持てること 0

.ちなみに88年研修生14名の教育レベルは、

C E Pレベ Jレ… ーー ・ー…… 3名 C E P certificat d' etudes primaires 

iizZE3Cミ;::122iE;叩 tificatd' apti tude professionelle 
3師 e C E Sレベルー・ '" 5る
CAPレベル… ..... ・・・・・ 4司自

( 3)研修プログラム

まず、年間研修プログラムの一覧を見ていきたい。

研修は、 2段階構成になっており、センターC1 SPOに於ける「基礎研修」と、研修先であ

る企業での「実地研修Jから成っている。

l 基礎研修

表 5.21 センター研修の基本的時間富1I

午前 午後

月日程日 言十Ji. ワープ口

火曜日 タイプ フランス H~

水ut'l!日 フランスE吾 秘書一般

木曜日 タイプ・ T.R. E ワーフロ

金曜日 フランスt苦

-フランス語 (Indicatif(援幽話法))
T. R. E. (研修計画の作成、 CurriculumVi lae(履歴守)+自己評価評の作成、就職希望会
煩の作成 日

・ワープロ (IBMPC、DOSの説明、各種 /7トの使用についての説明)
.計算(会計計算に必要な簡単なもの)
センターに於いては、秘書iとi刻する「一般的科目の履修」、及び「法礎的妓悼i習得」が

義務づけられている。

口実地研修

研修先である企業を研修JUl問毎に、 14名の研修生について示したものが、表 5 である

( 1988-1989)。実地研修は自らの「希望」、 「能力」、 i j盛正」、を自覚させ、職業の将

来設計をする客観的判断材料を与えるという意図をj寺っている。企業に於ける研修lUI問は、

ぺlUIで構成されており、ローテーユノョンによって仮数企業に於いての経験が可能で、こう

した経験に基づいた研修生本人の希望を尊重して就職先が決定される。

実地研修に於いて協力を仰ぐ企業は、民間企業のみならず、公共機関もあり、オルリー

市自ら市の各極施設への研修生振り分けを行っている。研修先22箇pfr中、 9箇所が市が管理

している等、公共の施設である。
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表 5.22 婦人向け社会活動事業“ ACTIONFEM四" プログラム

90/11/03-刊112/1<

自軍備段階

自己位断

PLAJriHI叫 ACTIOH FE岨E 1日ト1991

><必要畜羽目漣首 >< 般科目+事科の担量産 〉

一般科目+尊科の侵業 >< 企業研修 >< 庄省会 〉

一般侵業 >< アトリエでの控栢習得 >< 政策実眠訓樟 〉

〈佐谷 般 >< 匡首会 〉く アトリエでの壁術官得+一般授業 >< 聴聾実践~II世 〉

，，，ヒ A ータ

く 礎業主鼠訓蝿 >< 反省会 >< アトリエでの筏術習得+ 位侵華 ><担当部所での研修〉

く 担当部所での研桂 >< 反省会 〉 〈 就職活動+畳特的長術習得 〉

〈 車I眼活動+畳特的証術習時 〉

表 5.23 企業研修先・研修場所 ・研修内容

~ 7 ;¥> 一・ .今F 1.- ? 
Sき O. C. IOC ，，" t， d・、 L 10.C. I 11¥'，) I 雪丙蓉

研函豆五 震EifM! 会
|秘タ書イプ般、害額E理 1=市J桂C(所オルリー市) 合合 |阿秘密一佐位+百1吉応対ES OOVAL 会

c FfIVAl 合 協畜一位、ワープロ 企翼OfFIVAL 会 住喜一位

D ES OHiOS 合 タイプ.谷頭盟理 CES OE IiOS~図 ;r;館 合 タイプ+;r;泊竪浬

E HOJSY EST 合 電話応対、会計 ν，ヮ νー印刷所 合 電話応対品会計

F 10RE 会 相喜一位、ワープロ 企耳目ORE 会 住苔一位+ワ戸プロ

G lR FRHCE 古 悼幸一般、ワープロ 企業AIRFRASCE 会 揺寄一世+ワープロ

H FCE 合 電佑話寄一E段対、ワープロ 企軍CfCE 合 秘書一位+ワープロ

l シ冒ワジー印刷所 会 企業50印F5ET 合 電話応対

J 11 OPAC 古 畳付、タイプ 企笑CERWI 合 持寄一世

MKL前li市医図IS役院書IG所館RAPH 会 悼幸一位 市極所 会 電話応対+会計

合 電話E問、会計 企業AIRfRANCE 合 粧苦一世+ワープロ

会合 畳事付国惇開 タイプ
|企企圭業4印OISYVOYAGE 合金 |会跡計~-l!ì+ワ プロIR fRANCE 

!'li1JJ!¥3 1989.5.9.-989.5.26 p ¥4 989.6 6.-1989.7.13 

1 酷熱 O. C OC~ I 1¥' ~ 1Ií~ O. C. ! 0 ""， 

企p企業業業CA CC HOlsy mT τ合z 岳相則詰計応対+~%t ~ 、 CESRI 

c !R fRASCE 合 寄 股+ワ プロ 11市;企企実業極A所H lE FRANCE 会合 司悟番買 目H
D シ，ヮE5ジDーE1I印05刷所 合合

タ祖イプ+害額竪理 ~J' ELLE 
E ;r;一般 合 桂+寄一位+ワープロ

合

襲ff::

色 担司書一位+ワープロ

G 11 iNlAJR IIHER 会 合 包容一位+電話応対

日 CE 念 合 格審一位+電話応対

1 D ，..:r;50COFF5ET 会
合

電電話話交応討換
J 11 {þ ~APEl O!G 

主セ
合

K U 1Þ ~GARAGE VAL 会

L MNR  RルFlリHRTA 一ENE市tE) 合合
ープロ 合

ゃ. プロ
金台， 

R悼、向 ，. I~ .....1. 11 胃 .，・円・3 ・)1，..07市にあるもの、 OC外は、オルリ 市、 Y.ワジ ."・ロ 7 市と肩車しているF
にあるら白を指す。
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また、研修先機関をその団地との地理的関係で見ていくと、研修先企業22箇所中、 1)r 

団地が立地している行政区域であるオルリー市、ショワジー市内」と長も近い区減にある

のが16、次いで2)rオノレリー市、 νョワジー市に隣接している市の市内Jと比較的近い区
tまにあるものが3、3)パリにあるものが3となっている(表5.19. )。結果から、地I或にある

企業への振り分けが圧倒的に多数で、近隣の市、パリは小数派であることがわかる。 DS 

Qの社会活動事業によって人材育成を計ったら、市の産業仮興とリンクさせて地元で有効

にその人材を活かしていくという方針を読み取ることができる。

( 4)研修成果 (88/89年プログラム)

88/89年職業研修の成果は、 「就職」というかたちで、次のように成就している。

事務員3名、会計3名、秘害 l名、電話交換 l名、受付 l名、合計 9名、と研修生14名中

9名の就職が確定した。研修参加人数は少ないが、可能な限り就業に直結するかたちで実

施している点が評価できる。

(5)研修の野師

・研修のプログラムそのものの特徴として、 「基礎研修」、 「実地研修」の反復をパター

ン化したものである点が挙げられるが、これは、普通の研修に於いては、センターでの技

術習得を終了した段階で「実地研修」が始まり、二つの種類の研修の反m:は見られない。
二つの研修の反復を複数回実施していくという、きめ細かな対応をとっている。又、

実地研修」を終えると、必ずくBilan du slage>という反省会を設け、企業研修でフォロ

ーしきれなかった部分について指導員から湾指導を仰いだり、研修生で意見交線を行い、

「実地研修」のパック 7 'Yプを行い、研修の完全履行をめざしている。

「実地研修」を復数箇所で体験することによって、より自分の適性にあった企業を見つ

けることができる。

・職業研修の実益は、就業によって低所得世帯の家計を安定させるという経済的!).g*にあ

る。しかし、~龍業研修の内容を詳細にみていくと、技術習得と並んで、一般教養語学教育

が重視されていることがわかる。フランス語の基礎的読み往き等は、援i凶話法や時市|につ

いての義務教育レベル初期の内容もので一般フランス人にとってはかなり容易な内容とな

っている。むしろ、授業、研修の水準は、移民に合わせられ、特に移民世手作等の主仰の社

会参加の一手だてとしてもl足えられているのではないかと!1自然された。実際に、!1E祭を裂

づけるものとして、実際の研修生の国絡をみていくと、 14名中11名がフ ランス以外の国籍

の所有者であるという事実によって、 「移民間化対策」となり得ていることが実証されて

いる。 rフランス社会での教育を享受した経験のない者J、 「現在なおかつフランス社会

と直後的後触を持たずに生活している人」、の典型ともなり得る人として、移民世帯の婦

人が挙げられる。しかしながら、一方で、成人姉人は、 t也i亘社会形成の霊裂な担い手であ

る。生活者であり、子供の教育を預かる人である。この地域社会の中核であるべく成人婦

人に対して、就業の湯を通して社会に同化していくプレステージとして、社会活動事業の
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職業研修を用意している。

CISPOの職業訓練は、 CI SPOの設立された1982年から開始されているが、婦人を対象とし

たこの職業研修 “ACT I ON FEMME"は、比較的新しく、 1987年から通年 (9ヶ月)のプログ

ラムとして始められたものである。 87年、 88年と国からの術助金は、 302.945F、302.945F、

オルリー市からは、 16.000F，55.570Fとなっている。国からの鮪助額に変化はないものの、

オルリー市の持ち出しが増加しており、 DSQに対する市の積極的な姿勢を表している。

5. 5. 6 考察

社会活動事業は、住民の属性別に対象局、及びその対象層の抱えている最も代表的課題

に対処するかたちでプログラム作成を行っている。 r住宅改善J、 「団地レベルの物的更

新」、 「社会活動事業」という事業の 3本の柱のなかでは、団地更新事業DSQの社会的

課題、コミュニティーの活性化に対して段も直媛的な効果を期待して開始されたものであ

る。

パンダリズムが失業等と深い因果関係にあり、失業率の地加とパ J 夕、リズムのピーヲは

一致している。労働や活動を通して、社会の組織の中に有効に人を取り組んでいくという

プロセスづくりを社会活動事業で実胞していこうとしている。

団地更新事業の「物的レベルの更新」の忽題として、団地の地理的孤立1生が指摘され、

「既成市街地との述たん」、 「周辺の都市交通網とのjjJH/jJ、 「街区間の述絡」、等が計

画の中に盛り込まれた。しかし、対象局を、 児童、背少年、婦人、老人に限定すれば、物

的j!l備のある、なしに関係なく、必然、的に生活圏が団地、あるいは団地を中心とした地域

で完結する。こうした対象局に対し、凶域で各種プログラムを恒常的に用意していくこと

は総合的施策 DSQ事業のソフトな対策として定着化してきている。社会活動事業の評価

については、本文で述べたように、対象層のプロクラム参加、施設利用状況、就戦実績等

からおく評価できるものとなっている。

また、各極協会の全国的組織網、省庁の下部機備を有効に利用し、さらに DSQの国庫

補l劫を受けることで運営面で、財政面で、安定した事業基wの形成に成功している。
各団地に於ける<JJ業の展開については、関係省庁の下部機械、 DDASS、ZEP等は、 DS Q II 

Ol Sensibleで共通に見られる一方、団地の状況に合わせて各種協会の選択が行われている。

12の参加省庁の省際的取組みを前提にしているものの、事業は即地的状況に合わせた柔

軟な展開が可能となっている。

1 ) 1948年法
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2) 1967年7月12日の 『住居の改善に関する法律』に基づいて自IJられた。 1968年の11月9日

の政令により詳細に内容が決められた。愚低居住水準NMHは、 l建物、 2住宅双方に関

する基準が設けられている。

3) rri当りの単価は、その上限が国で住宅の iタイプ、 iiゾーン別に決められている。各

住宅供給主体は定められた上限の枠内で原価償却で単価を決定する。 n{当りの単価の上|壌

を定めた通達で最も最近のものは1990年7月25日の通達。 (CIRCULAIREN" 90. 59-CIRCULAI 

RE RELATIVE A LA FIXATION DU LOYER MAXIMUM DES CONVENTIONS) 

5) Gerard Mermet (1988) :FRANSCOPIE 1989 
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6~ 《住宅改善》にイ半う住宅手当制度の効

果について一一適正な住居:e:t負担につい

て=-CDヰ食言寸

6. 1 はじめに

5章では団地更新事業DSQの実態に触れ、事業の実態そのものの考察、分析を行って

きた。しかし、物的事業には、他の独立した制度、特に経済的裏付けなくしては成立し得

ないものも少なくない。ここでは、団地更新事業の柱の 1つである住宅改善を抽出し、事

業としての「住宅改善」と制度としての「住宅手当Jの関係に者目している。

ここでの考え方は、住宅改善という物的行為により居住水準は上昇するが、同時に家賃

等の上昇を招く。こうして生じた家賃等の値上がり分について、入居者の負担能力以上の

部分については独立した財政的な措置である住宅手当制度により住宅手当が支給され、そ

の結果、入居者の住居'1!l負担は一定の範図内に納まり入居者の住居'1!l負担の問題に対応し

事業の成立を可能にしている、というものである。

本草に於いては、制度的に独自に確立している住宅手当制度の団地更新事業の中の住宅

改善事業に於ける役割とその効果に着目し、事業に於ける住宅手当制度の彫響と効果につ

いて分析していく。 1)住宅手当制度そのものの分析、2)住宅改善と住宅手当制度のリンケ

-:/、 3)団地更新事業に於ける住宅手当制度の適用(実態分析)の 3つを研究の柱として

促え、 1)については、 [6. 2 住宅手当制度略史]、 [6.3. 1977年l月3日法に基づく『

住宅政策の大転換.JJ、 [6. 4 住宅手当APL概観]、 [6. 6 近年の住宅手当制度の改正]

で、 2)については、 [6. 5 住宅手当制度の住宅改善に於ける効果]を検討する。 3)につ

いては、 [6. 7 住宅改善に伴う住居関連支出変化の実態分析(ショワジー ・オルリ一団地)

]を行う。

6. 2 住宅手当略史(19~ 8年か ら 1977年 ま で〉

現在住宅改善との関係から住宅手当日Lが住宅政策の立場からいろいろ議論されているが、

住宅手当APL誕生前は、住宅手当は社会福祉的観点から家族給付として支給されていた経緯

がある。そして社会福祉的観点からの住宅手当は現在なお住宅政策の立場から創設された

住宅手当APLとともに現在なお「民間部門に限って言えば」まだ機能しており、全体的に見

れば住宅手当の片認を担っているのが実状である。 1977年にAPLが誕生するまでの、社会福

祉的観点、に立脚した住宅手当ALの略史を次に見ていきたい。

6.2. 1. 家族住宅手当 ALF(Al Iocation dc loge圃entfasilialle ) ([9~8年9月 l 日法 )

フランスに於いては、住宅手当制度が戦後直後の社会施策の一貫として、家族給付とし

て始まっている。 1948年のALF(Allocationde logement)がそれである。全く社会施策的見
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地から捉えられている制度で、社会福祉的意味合いが強い。実際には、戦後の家賃統制が

廃止され

上昇した家賃に耐えられない借家人に対して家族給付として支給されたものである。

家族手当全国基金FNPFより資金が拠出される。

-被給付者の条件

1家族手当(いづれか l穫でよい。)

ii iの被受給者で子供を扶養する世帯または個人

出夫婦とも40歳未満で結婚し、かっ、結婚後5年以内の、子供のいない夫婦

iv 65歳(労働不能者にあっては60歳)以上の尊属を同居扶養する世帯または個人。

ただし、尊属の収入が国民連帯摘足手当の所得上限額 (29.560F)未満であること

v80%以上の重度障害者たる噂属、卑属、三等身以内の傍系親族を同居扶養する

世帯文は個人

-住宅の条件

i一定の衛生条件を満たすこと (IILMおよび1948年9月l日以降に建築された住宅は

の条件を満たすものとみなす)

ii一定の居住密度以下であること(子の出生等による一時的な過密居住は可)

出2人分で25rrfの基礎面積に{也の l人当り 9討を加n守した最低商積以上であること

(フランスの社会保F草 原因純孝他 東京大学出版会)

6. 2. 2 社会住宅手当ALS(Allocalion de logemenl socialc )(1971年7月16日法)

上記の家族住宅手当ALFとは別の体系に基づく手当で、資金は住宅援助全国基金から拠出

される。 1953年に創設された住宅手当(当時、正確には家賃手当allocalionde !ogement 

と呼んでいた。)は、 1948年法の枠からあぶれた社会的弱者の保護を目的としており支給

対象は65歳以上の高齢者及び問答者とされていた。 1971年法の住宅手当は、 1953年法に基

づくものが数が少なくうまく機能しなかったという反省から生まれたもので対象者は、 19

53年法問機で社会住宅手当ALSとされた。

-被給付者の条件

i 65歳(労働不能者では60歳)以上の老人

ii 80%以上の重度防害者、または労働不能をとくに認定された者

出25歳未満の単身労働者
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(iv失業者)

-住宅の条件

1一定の条件を満たすこと (IILM及び1948年9月l日以降に建築された住宅は、この

条件を満たすものとみなす)

ii 1人分 9m'の基準面積に他の 1人当り 7rrfを加算した最低面積以上であること

出各様施設やホームについては泊の特例あり

(フランスの社会保障 原田純孝他 東京大学出版会)

ι2. 3 まとめ

1977年までのフランスに於ける住宅手当の特徴をまとめてみよう。

従来の住宅手当ALF( Allocation de logement fami 11 iale一家紋住宅手当)、 ALS(AI 

location de logement social一社会住宅手当)の位置づけは、フランスで10極類ある家族

給付の中の手当の lつである住宅手当(支出額は家族給付中第3位での10.3%を占める)と

いうことになっている。家族給付は、フランスの社会保障典には、住宅手当を初めとして

次の10種類の家族給付が規定されている。この家族給付は家族の扶養負担を軽減すること

を目的としており、その中で住宅手当に関しては、戦後の家賃統制からはずれた住宅の家

賃上昇を緩和する目的で、人口減少に見まわれた当時、特に児童のいる世帯の負担軽減を

狙った48年法から出発している 0

48年法、 53年法、 71年法、いずれも、子供のいる世帯、老人世帯、身障者世帯と世帯属

性を規定し、特に社会的ハンディーを於っている世帯の家計術助ということから住宅手当

には社会扶助的性絡が付与されている。ここでは、住宅政策の立場からの住宅手当ではな

く、社会福祉的な観点に装づく家族給付としての住宅手当として位置づけられていると理

解できる。

6.3. 1977年1.FJ3日訟に基づく Hl宅政策の大転娘』

ι3. 1 改革の骨子

1977年には、フランスの住宅政策の傾iまで、かなり斬新的な住宅政策の改革が展開され

る。これは、 『住宅政策の大転漁.1 (une grande r巴formede po! iliQue du !ogemenl)と

呼ばれる改革である。この改革の骨子は、いくつかの報告書により導かれたもので、その

なかで既存住宅スト y クの保全対策がそれ以後の住宅政策の主袈課題として兵剣に取り組

まれるべきものである旨が述べられている。よって住宅改善は重要な手段として検討され

計画案鈍されていくこ とになる。また、 『石への媛助』から『人への後助』の言誌に示さ
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れるように従来の建設至上主義から、世帯の適正な住居質負担を考慮して人へ配分する住

宅手当に俊助の比重を修正していこうという議論がなされている。特にストック対策との

関係で住居費上昇を招く住宅改善に際しては、住宅政策の一環として新住宅手当APLを創設

し対応していく方針が示されている。

6.3.2 改革へ導く 3つの報告書

『住宅政策の大転換』をもたらしたものは、直接的にはパール報告であるが、 HLM白書、

ノラ報告でも当時の住宅事情に~鐙を鳴らし改革を促している。

l)llLM白:;'i

白書は社会住宅政策のテー 7 を伺げた1974年の全国大会の成果を、翌年全国HLM連合代表

のRobertLion氏が白書のかたちにまとめあげたものである。 1948年から1950年に始まる住

宅政策は『石への援助』が中心であり『人への援助』は極めて制限されたものであったが、

これはあくまでも戦後の住宅不足の時代に住宅建設を促進する意味に於て重要であったと

言及している。 r石への俊助』は住宅の総量を地加させたが、次のような点に関して問題
を残していると指摘している。

i後l!iJに於ける差別性 :石に対する俊助は、各種要求に応じていろいろなレベルの社会住

宅を建設したが後日JJも段階的になり結果的に収入による社会差別を生じさせた。

11低額所得者の排除、 住宅建設のみでは、 HLMも経営上の採算を考慮する為収入制限があり

制限の下限以下の人の入居が難しく、真に援I!IJを必要とする者を排除する結果となってい

る。

2)ノラ報告

ノラ報告は、 1975年財務監査官のSimonNora氏に対し、経済財務大臣、都市施設大臣、

住宅大臣によって「古い住宅ストッタの改善」に関して諮問がなされ、それを受けての19

75年12月18日付けのBerfrandEveno氏と共同署名の答申である。

同報告書では、以下の 3点を認識している。

i)フランスに於ける戦後の住宅不足の時代の終版

ii)住宅に質的需要は高まり、住宅の性能にIJ日え、周辺環筑の整uiiifJi要望されているo

ili)財政システムに於ける非公正化(特に家賃に関して)

さらに上の状況を認識し次の 3つの目標設定をしている。

i)現在の家賃体系を廃止し、段も低収入の陪を俊;I!lするような公的援助体系をつくる。

ii)住宅による差別を廃止し、選択の自由を与える。

出)都市計画においても住宅においても質的課題を重視していく。

そして愚i去に目標達成は、以下5つの方法によるとしている。

i)改善コストが建設コ ストを上回らない限りで建設より改善を重視する。
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ii)移行期間は10年から12年とし、 『石への媛助』から『人への俊助』へ移行させるo

ili)行政の権力の中央から地方への移行

iv)事業の円滑為化、行政と不動産所有者の関係を改善する o

v)建設業振興の為熟練工を多数育成する。

3)パール報告

ぜ-}レ報告は、 1975年l月22日に各省会議によって、 RaymondBarreを委員長として住宅

政策の改革案審議の為に委員会が設置されたが、同委員会によって1975年12月23日に政府

に提出された報告書である。 ij寺家取得の推進、 11住宅の質の向上、凶既存住宅の改良、

村世帯の構成と収入に応じた適正な住居費負担が改革の柱として挙げられている。 1977年

l月3日法に基づく住宅手当APLは、このパール報告の勧告に基づくもので、 iv点、目をカパー

することを目的として創設された新しい財政援助のシステムである。報告舎の鼠初の 2章、

「ニーズの変化jと「メカニズムの硬直化jでは住宅手当APLの大要についてさかれている

が、さらに詳細なる住宅事情の現状分析の上、行政面では財政ゾステムと手続き・規則が

効果的に機能していない点、又入居者の立場からは居住に関する不平性、社会的差別が存

在するといった点を指摘している。

これら 3つの報告書は、 lつの方向性を持ちながらも、いくつかでてきた共通課題の改

革案には相違が見られる。また報告書の中で主張されている改革案は必ずしも、改革の内

容として77年の改革に於て実施されていない。例えば、どの報告書も『石への援助』から

『人への俊助』の必要性を説いているが、その配分のしかた、或は 『人への俊助』である

住宅手当APLの算定のしかた等、細かい条件については内容が異なっている。例えば、/ラ

報告では、 『石への媛IlIJ.lは、住宅手当APLの拡充に伴い、吸収され完全に姿を消すもので

あるとしている。これに対し、HLM白舎は『石への波IlIJ.lが滋ければ家賃及び返済額が高額

となり、結局援助を住宅手当によって行わなければならなくなる。又、建設活動も低下す

る。つまり大切なことは、住宅援助の総額を拘lえ、そのなかで『人への俊助』を優先させ

ることだとしている。

6. 3. 3. 改革の目的

以上の成果をふまえ、1977年l月3日法に基ついて『住宅政策の大転換』が実施されたが、

改革の目的は次の4点がである。 (1)収入の低い世帯の需要に応え、家族と資産の状況に応

じてその努力を助けることにより 、より良い住宅を保証すること(住居資の適正負担)、

(2)住宅の質向上、(3)持家取得のI!IJ成、(4)住宅スト y クの改善。

そして全体を通じて住宅媛I!IJについては、次の 2点が強調されている。

1) r人への俊助』の強化 ・・戦後住宅建設の需要が逼迫していたことから従来から住宅の建

設媛助が大半で、住宅手当等対人後IlIJの比重は小さかった。改革では、今後住宅財政の中

で『石への媛助』と呼ばれる建設援助から『人への俊助』と呼ばれる住宅手当に比重を大
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きく変えて方針を固めた。この 『石への援助』から 『人への媛助』への転換をもって 『住 APしを受給できるのは、上記の 『石への援助』である建設融資PAP、PC、PLAを受けて建設さ

れた住宅の賃貸人に限定されることとなった。 r石への媛助』は低額所得者の為の建設促
進策であり、 『人への媛助』 も、その媛助を受けて建設されたある水準の住居の賃借入に

限るということで、賃借入のサイドからすると、初めに 『石への援助』、改善後に 『人へ

の媛助』と二重に媛l!iJを享受していることになる。(後述の住宅手当APL受給者資格参照)

1977年はスト yク対策としての住宅改善が住環境整備事業等で集団的に実施されるよう

になったと同時に、 『石への援助』、 『人への緩助』ともに住宅の財政的俊助の新しい枠

組みができあがった年である。

宅政策の大転換J (Reforme de l' Aide a la pierre au aide a la personne)と言われて

いる。

2)住宅手当の対人化…新規の住宅手当APL:AidePersonnalisee au Logementの名にも示さ

れているように、ここでは対人化 (personnalisee)という用語が頻用され、住宅に対する

俊助を個々の世帯のa所得、 b家族数、 c実際に支出された維持管理'l'l(charge) 

等、 「建物」ではなく「人」についた属性に応じてきめ細かく俊助していこうと意味での

手当の対人化を意味している。

6.3.4. r石への俊助』と I人への援助』

石への援助にあたるスト yク対策では、 PAP、PC、PLAの建設融資制度とANAII補助、 PALU

LOSの改善術助金の制度が整った。 r石への援助』には、次のようなものがある。
i住宅建設低利融資PAP、PC、PLA

・1寺家建設低利融資PAP: PrとtAide en Accession a la Proprieteは、持ち家建設への助
成で、世帯規模に応じ居住性、住宅の質、価格の上限が決められており、 t也I或毎に決めら

れた数値を33%以上超えることはできない。貸付率は、価絡の70%、償還期間は、 20年で手1)

率は初め9年間が8，1%、残りが10.7%である。協定貸付PC:Prd Convention四はPAPの収入

基準を上回った者に対して適用される。

賃貸住宅建設低利融資PLA:Pret Locatif Aideは、賃貸住宅建設に対する新しい融資f!jl)

皮で、土地取得、建物の新築、問入、改善について融資する。この融資制度の中で、特に

HLM住宅は俊i遇されており、費用の95%までの貸付けが行われている点が沼目される。

ii 住宅改善補助金ANAH補助とPALULOS

又、新規!;ll設同僚、既存の住宅スト yクの為の措置として、住宅改善を行った者に対し、

新規に民間住宅については補助金ANAII納助、公的住宅については補助金PALULOSを設けた 0

・民間住宅改善術助金ANAH補助 Agence National pour l' Am古1ioration de l' Habi tat 

ANAH補助は、住宅改善補助国庫AgenceNational pour l' Am剖iorationde 1・Habi ta t 

から拠出されるもので原資は賃貸人から賃貸住宅の家賃の3，5%を拠出させたものを基にし

6.4. 5 改革の必主主性

先のHLM白書、ノラ報告書、パール報告舎の総合的に評価の上に住宅財政制度の改正が実

施され、その中心に 『人への援助』への移行があるが、その政策転換をもたらした要因を

ここでもう一度倹討してみたい。

i)俊助に於ける差別性 石に対する俊助は、各種要求に応じていろいろなレベノレの社会住

宅を建設したが、援助も段階的で、金利、償還期間等が異なり結果的に収入による社会差

別を生じさせたと考えられる。

HLM機関に対する貸付では、HLMO、PSR及びPLR、ILM、1LNと段階的に貸付を用意した.HL 

MOは標準的所得の者を入居対象としていたし、 PSR及びPLRはスラム居住者等の低額所得者

を対象としていた。又、 1NLはHLMOよりも高額の所得者を対象としており、、 ILMに至つて

は所得制限がなく建築1'1はIILMOの20%1目しとされていた。このように、収入に応じて入居す

る住居のカテコリーが決められ、受ける媛助も左右される。公的住宅の入居に階層性が生

じてしまうという弊害が指摘された。
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ii)低額所得者の排除 HLM機関は国が出資して設立された住宅の建設主体であるが、入居

者の選定にあたっては、国とHLM機関とで調整が難しい。国は政策的立場からIILMが低額所

得者をカパーすべきであることを主張する。 HLMは社会的使命を有する機関である一方向日寺

に経営上の採算をも重視する立場にある。よって入居者選択の際は、収入制限を設ける為

制限以下の人は入居が難しく 、:t!，に援助を必要とする低額所得者を排除する結果となって

いる。 IILM住宅においては、入居当初jは収入基準がありそれなりに住宅困窮の低額所得者が

入居する。しかし、一旦入居してしまうと入居者の収入が超過しでもチェ yク機椛がなく

低額所得者でなくなった者が継続入居し、掻初の段階で入居できた者とできなかった者の

聞に社会的公正が保防されていない。これは、フランスで民間住宅、公共住宅ともに {居

住恨の(思議}が絶対視され入居者が保護されている為である。

例えば日本の公的住宅の一つで公営住宅をみると入居状況はどうであろうか。まず、入

居時に「収入審査」があり 、入居後収入が一定水準を超えると「割増し家賃」の適用があ

り、さらに超過すると「明け波し水準」なるものがあり、その際のチェ yタにより継続入

ている。

ciale 

上記のものが、 『石への援助』の内容である。 1977年には、住宅改善が民間の「住潔筑

笠備プログラムJOPAH、公共の「居住及び社会生活事業JIIVS等の住環境整備事業や団地更

新事業の名のもとに集団的に実施された。そうした園の大きなストック改善の事業を財政

的に支える改善補助 (PAII、ANAII、PALULOS)が公共民間サイド共に誕生して財政的媛I!iJの

プログラムが箆備されたのも同年である。新しく生まれた『人への後l!iJJである住宅手当
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居の可不可が決定される。日本の方が、住宅に回転↑生があり真に援助を必要としている者

が入居できると言う点で、より公正性の強いものとして評価できるのではないだろうか。

フランスでは、 HLMIこ入居しているという既得権の有無に関係なく、援助の公平化を確保

する為には、、改革の中でむしろ対人化された緩ll)J(住宅手当)を創設し、それによって

援助を広くばらまく方向を選択した。住宅政策の大改革では、 『石への俊助』である建設

援助のみをもっては、 「社会的公正は、期しがたい。」という反省から『人への援助』で

ある住宅手当が創設された。

6. ~ 住宅手当APL概観

ι~. 1 住宅手当予算

1)住宅関述支出の中で

住宅手当の支給状況を、地方公共団体の住宅関連支出から見たのがフランスの住居関連

支出は、まず、予算支出とし i建設俊助、 ii対人後ll)jの 2つが挙げられるが、その他さら

にフランス独自の制度である民間企業住宅建設拠出金や租税歳出として住宅取得免税、賃

貸住宅家主免税等がある(表6.1、6.2参照)。予算支出としての建設俊助、対人援助に

着目すると、改革直後の78年には建設援助 :対人IuWJの割合がほぼ5:5であった。 10年後の

87年には、その比率が3:7になり対人援助の割合が大きく伸びている。さらに、予測値であ

るが92年にはその割合が2:8までになる予定である。 95年には、対人援助が(41びさらに大き

くなる傾向にある(図6.1. )。実額変化について見ると 、建設媛WJは78年から85年までの

間に2倍以上に膨らむが、その後減少傾向に転じ 1995年には78年のわずか3割地に留まる見

込みである。一方、対人俊助は、 79年に 10.000百Fであったのが、 88年には44.000百Fへと

4倍に増え、さらに 1995年には66.000百Fと増加の一途をたどる見込みである(図6.2) 

2 )住宅手当ALとAPL

次に、 『対人援助』である住宅手当、社会給付的住宅手当ALと住宅政策の立場からつく

られたAPLについてみていきたい。改革が発足した直後の 1978年、予算支出に占める APLの

割合は 1%に満たないものであった。それが、 10年後の1987年にはAL、APL比が1:1にまでな

る。そして、 95年にはさらにAPLの割合が高くなり AL: APL比は3:7となる。実額変化につい

てみると、 ALの伸びは78年に8478百万Fであったのが、 82年には 18.728百万Fまで2倍強にi盟

加するが、それ以後は増加傾向に歯止めがかかり改革10年後の87年まで190-200百Fの聞で

の償ばい状態が続く。そして、さらに何年から何年までは見込みでは相変わらず20.000百

万F台で横ばいの見込みである(図6.3)。

一方、 APLの実額変化をみると、 78年に{王か24百万Fであったのが、 82年に4.940百万F、

87年にはその3(告の19.881百万Fと大きなfljlびを見せている。そして、何年には82年の{直の

9 f音までに増加している。そして、対人緩助全体が、顕著な伸びを見せる住宅手当APLに彩
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表 6.1 地方公共団体の住宅関連支出 1978~ 1988 

1.直接予算徳助 1)
建設援助 (Amは除く)
住居貯謂奨励金
・不動産税免除{国の負担)
小計l
2.対人援助
APL 
. ALS 1) 
ALF 
運営費

小Z十2
助成内訳

民間企業 (F~AL)
回目

-社会制度およびBAPSA
3. mIIの補助金
4 住宅のrJ%Jンステム
(新線募集)

5. !il税歳出
・住宅所持者の免税
賃貸住宅家主の免税
住居貯蓄の利子免税
罰金Aの利子免説
'不動産税の免除
(地方公共団体の負担分)
小計5

住宅支出総額

PIB (10億フラン)
PIBにおける住宅支出(目)

住宅予算支出
公共事業予算 (10億フラン) 4) 
公共事業予算における住宅(%)

1)決算訟を説還に算出‘ 1988年1m計

(単位は 100万フラン)

1978 19;9 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 

10，356 10，803 11.145 14，356 17，361 10，915 11.980 14，448 23，884 10.151 19.670 
1，169 1，381 3，878 5，319 4，448 5，185 5，447 3，4∞ 4，400 4，7∞ 6.。∞
1，435 1，833 3，194 3，616 4，143 4，蜘 3，3133，704 3，7163，6103.4ω 
14，060 16，018 19，117 13，311 16，0日 31，000 31，740 31，551 31，0∞ 18，471 19，160 

14 374 1，313 1，765 4，940 7，;18 10，706 13.845 17，344 19，881 11，500 
1，357 1，880 3，514 4，311 6，301 6，977 7，389 7，495 7，696 7，855 8，145 
6，111 6，734 7，507 8，811 11.417 12，666 12，583 11，301 11，306 11，083 12.015 
95 130 193 183 4切花8 714 相 1，∞1 1，1ω 1，1羽
8，597 10，118 11，531 16，171 14，118 17，949 31，401 34.496 33，343 40，918 44，000 

504 817 839 910 1，047 1，169 1，300 1.416 1，644 3，080 3，250 
1，∞6 1，444 3，708 5，645 8.571 10，431 12，412 14，174 15，125 16.282 18.080 
6.087 6，957 7，985 9，617 14，500 16，348 17，6叩 18，906 10，579 11.566 22，670 
474 611 716 810 9∞蜘臨し151 1，496 1， 730 1，900 
3，846 4，341 4，凶3 5，691 6，483 7，354 3.009 8，519 7，684 3.027 7;B80 

4，890 5，610 6，130 6，450 6，700 o，o10 ô ， ~50 ~， 3iO 8，660 9 .~90 11，130 
1，600 2，900 3，150 4，230 4，630 4，450 4，700 4，;60 5，175 5.5!O 6，340 
1，400 1，300 1，100 2，660 3，000 3，080 3，700 3，700 3，550 4，750 5，.150 
900 1，000 1，100 1，640 1，970 1，400 1.800 2，720 1，800 2.840 2，550 
1，400 1，700 2，000 1，200 1，400 2，900 1，950 1，850 1，100 1，100 1，050 

l 1，190 13，020 14，680 17，180 18，700 19，650 19，900 20，9∞ 22，385 24，990 17，610 

h8，167 44， Iω52，138 63，164 7山部，即日2∞7 96，718 1∞，913104，147110，560 

1.182 1，481 1，808 3，165 3，626 4，006 4，362 4，685 5，035 5，288 5，624 
1 .75 1.;8 1.86 1.00 2.10 1.17 1.11 1.06 1.02 1.97 1.97 

16.066 18，462 21，925 28，956 34，624 41，431 44，151 45.716 47，125 44.;54 47.140 
361.6 415.3 487.6 594.5 703.0 783.6 356.3 913.1 959.7 953.0 901.5 
4.44 4.44 4.70 4.87 4.93 5.19 5.16 5.01 4.91 4.67 5.24 

2)1988年、制Ht¥!フランの特別制度を除く.国凪支出は差し引いて算定
J)宜払われた給付金の水泡と支出の分担状況を考慮
4)1978年から1987年までの決算法.1988年修正の出資法の後の状況
(説の減免や償還を除く.公共事業の支出(連定)) 
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1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 19自己

l 予算支出錘助(対人援助を除く)

1.建般費媛助(石への後助)1) 
旧制度(と公務員融資) 3.219 1.580 980 580 430 380 280 180 

-社会住宅賃貸 7.033 5.920 6.250 6.230 5.970 5.890 5.770 5.840 

-持家取得t量助 8.おl 10.100 9.500 8.270 7.180 6.470 5.770 5.290 

{内、 PAPの再鐙備) ωo 800 1.000 1. 200 1.500 1. 750 2.000 
- その他 (A~AHを除<) 1.167 1，055 1.520 1.457 1.609 1.727 1. 775 1.825 

建t宣費媛助合計 19.670 18.655 18.250 16.537 15.189 14.467 13.595 13.135 

2住居貯蓄奨励金 6.000 8.000 9.000 8.000 7.800 7.200 6.600 6.000 

3不動産税の免除(国の補償) 3.490 2.578 2.462 2.382 2.297 2.206 1.963 1.716 

4.mHの補助金 1.900 1.900 1.953 2.008 2.064 2.122 2.181 2.242 

予算支出掻助合計 31.0官官 31，133 31.665 28.927 27.350 25.995 24.339 23.093 

2.対人掻助成
I.APL取得 12.150 12.600 13.100 13.700 14.300 14.900 15.400 16.000 

2.AL取得 1.570 1.570 1.570 1.570 1.570 1.570 1.570 1.570 

3.APL賃貸 10.360 11.879 16.701 2自.311 22.209 13.873 25.613 27.432 

4.AL賃貸 18.690 11>.974 18.096 16.8閃 17.327 17.851 18.394 18.953 

5.APlとALの通営扱 1.230 1.370 1.553 1. 721 1.841 1.946 2.050 2.162 

対人援助合計 44.000 47.393 51，020 54.164 57.147 60.141 63.027 66.117 

(うち、予算見積り分) 18.080 19.060 20.998 22.743 14.285 25.580 16.859 28.125 

予算支出の見積り合計 (ANAIIを除く) 47.240 48.293 50.710 49.662 49.571 49.453 49.017 49.076 

3.民間企業住宅建叡組出金(新規募集) 7.880 7.430 7.770 8.120 8.480 8.860 9.160 9.680 

4.租税歳出
l住宅所得減税 11.230 11.600 13.000 12.800 12.400 11.700 11.200 11.300 

2賃貸住宅家主減税 6.340 6.875 6.700 6.880 7.070 7.160 7.450 7.650 

3住居貯哲利子免税 5，450 5.500 5，500 5，500 5.500 5.500 5.5∞ 5.500 
4貯金Aの利子免税 1.250 2.550 2.550 1.550 2.550 2.550 2，550 2.550 

5不動産視の免除(地方公共団体の負担分) 2.050 1.514 1.575 1.589 1.597 1.59o 1.543 1.462 

租税歳出合計 27.620 19.039 29.315 19.319 泊.IIi 18.608 13.243 28.461 

住宅支出合計 110.560 114.995 119.780 110.530 112.194 i13.604 124.869 127.351 

国内総生産P1B(10億フラン) 5.614 5.950 6.250 6.560 6.890 7.230 7.6∞ 8.000 

国内総生産に占める住宅支出の割合(%) 1.97 1.93 1.91 1.84 1. 77 1.71 1.64 J .59 

鵬

惜

鵬

首

鵬

表 6.2 地方公共団体の住宅関連支出 1988~ 1995 (変遂の予測シナリオ)

(単位 100万現行フラン)
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図 6.1 池方公共団体の住宅関連支出「建設援助」

「対人媛助」の割合
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図 6.2 地方公共団体の住宅関連支出「建設援助 j

「対人援助 Jの支出額

表 6.3 地方公共団体の住宅関連支出「建設援助 J

と「対人援助」
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D.;没“ I!1!l1J z 対人民!lIJ Z 

978~F [0.356 5L 6~ 8.591 ~5. ~~ 

91911' [0.803 51. 6% [0. [[8 ~8. U 
980年 [2. [~5 ~9. 2x [2.532 50.8% 
981 ~ド [~. 356 n. 0% [6. [12 53.0% 

98211' [1.362 ~ 1. 9% 2~. [18 58.1% 

98311' 20.925 H.8% 21. 9~ 9 51.2% 

98~ 11' 22.980 ~ 2. 3% 31. ~02 51.1% 

98511♂ 2~. H8 ~ 1. 5% H.H6 58.5% 

98611 2 3. 88~ 38.4% 38. 3 ~ 8 61. 6% 

9811ド 20.152 33.0% ~ O. 928 61.0% 

98811 19.610 30.9% H.OOO 1.. . 69.)% 
989年{予測〉 18，655 28.2X 41.393 11. 8% 

99011' (子制) 18.250 26.3X 51. 020 13.1% 

99111ド2 子子酔1) 16.531 23.4X 51.161 16.6% 

9gz1f (=j'il{lj) 15.189 21. 0% 51.241 19，0% 

993年(予測} 1 ~， ~ 61 19.4% 60，IH 80，6% 

9 9 ~年子世11) 13，595 11.1% 63，021 82.3% 

99511' (予測} 13，135 16，6% 66.111 8 3. ~% 
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草壁されるかたちで伸びていることがわかる(図6.4)。

6.4.2. 住宅手当の支給状況

住宅手当APLは、主として世帯の所得から計算される対人後助である。住宅手当APLは、

しかしながら居住水準の確保を担保に支給される手当である。従来からの住宅手当ALを受

けている世帯で、住宅が新築、改善のいずれかの行為により一定居住水準を満たしたもの、

つまり支給額がより高く設定しであるAPLの受給条件を満たすものは、新規の住宅手当APL

のほうに自動的に置き代わっていく。しかし、新規の住宅手当APLが設立されたからといっ

てすべてが一転して旧住宅制度 (ALFとALS)から新住宅制度 (APL)に置き代わってしまう

訳ではない。

図伊L iZI凡
図 6.3 地方公共団体の住宅関連支出 住宅手当 APL と

ALの割 合

表6.5のとおり、社会給付的性格を持つ住宅手当ALFとALSは、その性絡上、管轄官庁が厚

生省であるが、住宅手当APLは、住宅手当の立場から創設されたこともあり怨設省の管轄と

なっている。

単位干
ワ@

表6.5 各住宅手当の基金と原資

6O 
資金の内訳

家族手当拠出金

戸主分担金+国庫補助

国庫拠出金+移出補助金

国-1._._---..一

台
自
額

40 

30 

1軒並年 1叩年l加年 1矧年 1時間叫 (1悦年 11捌年(予泊。
19'円年 1明 1年 1明3年 1惜5年 lWl惜9年 (1骨 1年<1993年 (1悼 5年(予頂IJ

住 :1)正確には、 1985-86予算年度。
2)FNPE=家務手当全国基金、 FNAL=住宅援助金国基金、 FNA=全国住宅基金。
3 )支給総古の内数。
4)APLの支給額中の潜在的AL相当分につき、 FNPEとFNALから供与される柿助金で
ある。たと えば、 1986年におけるFNPEからの移出納助金は約6610:フランであっ
ト、一。

資料 :CNAF. CAF-StatistiQues 86:prestation de logement. pp. 6-14 
出典:フランスの社会保陣 原因純孝他 東京大学出版会

2Il 

口陪L 0 AL V 合計

表 6.4 地方公共団体の住宅関連支出

住宅手当 APL と AL

旧住宅手当から新住宅手当への切り替えについては、旧住宅手当はそのまま継続させ、

一方、新規の住宅手当については新規の総設融資、或は改善補助を受けた者から順次拡大

していくという方法を取っている。これによって、受給者数は、改正前の 1975年の 194.7万

人であったのが1986年には426.3万人に倍地し、受給率はAPL導入時の28%から 62%へと大き

く伸びている点が着目される。 1986のl時点で住宅手当の受給世帯は 426万戸で全世帯の 5分

の l以上にあたるもので非常に普及していることがわかる。

図 6.4 池方公共団体の住宅関連支出 住宅手当 APL と

ALの支出額

API z AI z 
978ll' 21 0.3% 8.08 997Z Z 

979年ll' 
371 3.a 9.611 96.3 

980 1. 318 10.7X 11.021 89.3% 

981le 2.765 17.1% 13.124 82.6% 

982~ド 4.940 20.9% 18.728 79. 1% 

983ll' 7.718 28.2% 19.613 71. 8% 

984"1' 10.706 34.9% 19.972 65.1% 

985lド 13.815 11.2% 19.797 58.8% 

986勾E1:4 17.3H 16.1% 20.002 53.6% 

987 19.881 19.9% 19.938 50.1% 

988"1' 22.500 52.6% 20.270 47.U 

9 8 9 f t ({ 予子iil'J) 25.419 55.4l 20.544 H.6% 
990lド加J) 29.801 60.2% 19.666 39.8% 

991年{干測) 34.011 64.9% 18.430 35.1% 
992年(予測} 36.509 65.9% 18.897 34. 1% 
993~ド{子制) 38.773 66.6% 19.422 33.U 

MU1945j年U(HT'tEillI} 41. 013 67.3% 19.964 32.7% 
13.132 67.9% 20.523 32.1% 6-13 

6-12 



表5.5 住宅手当の支給状況 (単位百万フラン、千人)

年 81 82 83 84 85 85 87 

区分

APL 支給額 2，541 4，750 7，494 10，398 13，49517，01519，590 

受給者数 455 582 950 1. 159 1. 415 1. 539 1. 801 

ALS 支給額 3，378 5，504 5， 977 5， 310 5，503 5，522 5，512 

受給者数 874 998 1. 005 1. 010 998 952 944 

ALF 支給額 7，427 9，472 10，958 11. 154 11. 130 10，735 10，844 

受給者数 1.591 1.884 1. 802 1. 705 1.591 1.458 1.355 

A JlLM 支給額 508 1. 384 2， 495 3， 583 4，855 5，275 7，255 

P 賃貸 受給者数 102 180 289 441 499 512 592 

L その他 支給額 105 299 547 840 1. 129 1. 254 l. 799 

内 賃貸 受給者数 24 45 72 55 128 151 1&9 

j寺家 支給額 l. 927 3，057 4， 451 5，908 7，525 9，455 10，522 
訳

受給者数 340 455 589 553 790 875 940 

6. ~. 3. 住宅手当日L受給者資格

1. PAP或はPCの融資を受けて附入、或は改良後間入した住宅の所有者

2. PAJI或はPCの貸付を受けて改善工事された住宅の所有者

3その住宅の所有者が国と以下のケースに於いて協定を結んだ住宅の賃借入

i)新築或は改良工事を伴った住宅の取得時の協約

日)工事の有無に拘らず、固と賃貸人が結ぶ協約

(このr.s合accords-cadresによって家賃、住宅及びili物についての純l則がある。)

出)PALULOS、ANAH等の改善補助をもらって住宅改善を行う場合の協約

(この場合は、 accords-cadresなし)

住宅手当APLは、持家についてはPAP或はPCを受けて賦入、改良取得或は改善工事をした

住宅の取得者に対して、借家についてはその所有者がPAJI，PCを受けて建設したか、 PALUL

OS、ANAJI補助を受けて改善した住宅の賃借入に対して支払われる。 88年以降はaccords-ca

dresの創設に伴い改善工事を伴わなくても住宅手当APLの受給資格が得られるようになった。
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5. ~ . ~ . 住宅手当の計p:方式(1990年10月l日政令90-905)

住宅手当APLは、各妥索 i世帯人数、 ii収入(前年度の非課税所得額)、出家賃支出、 iv

光然賞、 V 住宅が位置しているゾーンを考慮して次の計算式に基づいて出される。

ALP=K (支給係数) X (L+Cー Lo)

[a持家取得者の場合]

R 
K=0.95 

98.738-N 
[ b.賃貸住宅居住者の場合]

R-(5， 437x N) 
K=0.95 -

59，808xN 
R=世帯の前年度の被課税所得初
L=家賃

【住宅手当の算出例】

Lo=世帯の前年度の被課税所得額に応じて算定される「最低家賃額」
C=管理費
N=世帯人数に応じた係数

[a持家(新築)取得者の場合]

世帯の条件:R=56， OOOF N=3.7 L=3，200F C=438F 地域はZone

Lo= {25，010xO.25+ (55，000-25，010) xO.50} +12=2，591 

65， 000 
APL= (0.95- ) (3，200+432-2，591) =805(F) 

98，738x3，7 

[b借家居住者の場合]

世帯の条件 R=55，000F N=3.7 L=2，400F C=438F 地以はZone

Lo= {8， 599. x O. 05+ (11. 951-8， 700) x O. 13+ (17， 399 -11. 962) x O. 27+ (23， 923-17， 400 

) XO. 33+ (28， 272-23， 924) x O. 4+ (55， 000-28， 273) x O. 5} +12=2，405 

65，000-(5， 437x 3. 7) 
APL= (0.95ー)(2，400+438-2， 405)=322(F) 

5. 9808x 3.7 

p:定の式は、 f寺家取得者も借家居住者もまま本的には同じであるが、係数が異なっている。

計却にあたって、家賃(L) と光熱費(C) は、個々の世帯の値を入れるが、定められた上

限が高くない為J?:定にあたり上限額で計liされる事例が少なくない。最低家賃 (Lo) は、

独自の観念に基づいて設定されているもので、個々の世帯の収入に誌づいてp:定されその

世格が負担ベき最低の家賃として考えらえれている。フランス公共施設・住宅省、強設局

財政予算部部長のアラン・ルコント氏は、最低家賃について次のような説明を加えている。

11最低家賃Loというのは居住者が負担すべき家賃又は返済額の段低限度額です。こういっ

た形で、それぞれの世帯が最低限度の努力をして、その家賃を払う、ないしは返済をする

義務があると考えています。 Loというのは、収入に関する税金と全く同じシステムにな
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*各係数

表

表

表

R:前年の課税収入額
N:家族数に応じた係数

C:管理費

6.7世帯別「家族 数に応 じた 係 数 J r管理主主 J
(Nは係数、 Cはフラン)

N. ，家族数に応じ C:管理19li.
た係数

単身世帯 1.4 267 

夫婦位者F 1.8 267 

子供l人の1!!:帯 2.5 324 

子供l人地える毎 +0.5 +57 

6.8 世帯月11 r償還金及び家賃(月額)の 上 限
③持家取得(新築) (単位 :プラン)

L: i覧迷金(月額)の上|以

ゾーン I ゾーンH ゾーンJJI

1且身世~p: 1，980 1，766 1，648 

夫婦位fJE 2，388 2，126 1，976 

子供l人の1!!:裕 2，796 2，48(; 2，304 

子供1人羽える11t +408 +360 +328 

6.9 世帯日11 r償還金及び家賃 (月額)の 上限
⑥ 持家取得・改良(中古) (単位 :フラン)

L:償還余(月狐)の上限

ゾーン I ゾーン日 ソーンlU

必身t!!:~J!i 1，485 1，324 1，236 

五~~，活性被 1，792 1，594 1，483 

子供l人の世帯E 2，099 1，864 1，730 

子供l人増える毎 +307 +270 +247 
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表

表

6.10世帯別「 償還 金 及び家 賃(月 額 ) の 上限 J
。持 家改 良 (単位:フラン)

L:償還金(月額)の上限

単身世帯 825 

夫婦性格 921 

子供l人の世帯 1，017 

子供1人増える毎 +96 

6.11世帯別 「償還 金 及び家賃
⑥ 借家

(月額) の上 限 J
(単位:フラン)

L:家賃(月額)の上限

ゾーン I ゾーンE ゾーンIII

単身世帯 1，371 1，203 1，128 

夫婦世帯 1，652 1，473 1，368 

子供1人の世帯 1，902 1，697 1，571 

子供1人増える毎 +276 +247 +224 

表 6.12収入別割引率 (Rに采じる)

区分 均i 収 l~IU~1 司と

25，010フラン以下 26% 
持家

25，011フラン以上 60% 

8，699フラン以下 5% 

8， 700~11 ， 961フラン 13% 

1I， 962~17 ， 399フラン 27% 
借家

17 ， 400~23 ， 923フラン :l3% 

23 ， 924~28 ， 272フラン 40% 

28，27377ン以上 60% 
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っています。収入が多ければ多いほど、巌低限の出資がふえていきます。...J 

住宅手当の算出例を見てわかるように表6 収入別割引率に挙げる収入別割引率に基づき、

収入の中で段階的に割引率を儲け最低家賃を算出しているが、累i韮的に収入が多いほど段

低家賃 (Lo)が多くなる。従って、収入が多ければ、 Loが高くなり L+C-Lo、つまり支給係

数 (K)は小さくなるしかけになっている。そして収入の高さに応じてLoがあるところまで

くると、 Lo=L+Cとなり LoといCが均衡し、 K、 ( L+C-Lo)がOとなり住宅手当APL=O、つまり

住宅手当は支給されなくなる訳である。

6.5 住宅手当:1JJ度の住宅改善に於ける効果

6.5.1. Convcnlionの概念と住宅手当

ここでの協約 (Convenl i on)は、拘束的協約とも訳すことができるが、住宅政策に於け

るConvent i onの紙念は、 1911年の財政改革で誕生したと言える。 Convenl ionは、固と住宅

所有者との悶に結ばれる協定であり、国からの財政的皮切Jを受ける見返りとして、 1主物所

有者(個人であれ、法人であれ)が賃借入に対して負っている建物管理上の義務の履行に

ついてのとり決めである。内容的には、住宅の「居住水準」と設定すべき「家賃の上限」、

その他の条件についてとり決めがなされている。

このConventionを固と賃貸人が結ぶことができるのは、固からの各種低利建設融資や改

善筒助金を受けて建設ないし改善された住宅の場合に限られる。これらの公的媛l!iJを受け

た住宅に居住する賃借人は、収入が上限を超えない範囲で『人への援助』である住宅手当

APL:Aide Personnalis白山 Logementを受給する資格があるというものである。

スト yク対策の実例で見ていくと、団地更新事業 DSQでは、住環境整備事業の一環と

いうことで固からの改善補助金PALULOS(通常工事政の20%まで補助金が支給される。)に

加え割憎し補助が付加され、工事賀の上限40%までが支給される。しかし同時に改善工事に

よって、最低限、国で定める鼠低居住水準を確保しなければならないというたがをはめら

れ反対給付を伴っているのである。

住宅改善では、工事の実施は家賃の値上げを引き起こす。住民の家賃負担には限度があ

り一定限度以上の住居費負担に関しては、適正な住居'l'l負担の原目IJにたつと、家賃上昇分

で入居者負担限度以上の部分をなんらかのかたちで術1隠しなければならない。ここでは、

住宅手当でカパーしてい くことになる。スト yク対策としての住宅改善を、独立した公的

媛助制度としての住宅手当とリンケージさせ、生じてくる経済的負担に対応している。

しかし、リンケージはConventionという手続きを経ることによってのみ可能である。 Co

nventionによって居住水準に関して縛り付けがあり結果的にスト yク対策に貢献させてい

る訳で、手続きとしてのConvent ionが果たす役割は非常に大きいとして評価できょう。

6.5. z. 住宅手当 P̂Lの特徴と評価
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住宅政策の大転換は、対人化された『人への媛助』である住宅手当APLを導入して従来の

『石への援助』である建設俊助に傾斜していた住宅財政に見られた不公正性を解消し、効

率よく配分しようとしたものであった。にもかかわらず、 1911年に創設された住宅手当日

Lに於て目標とされた対人化は完全なものではなかった。

新築、改善によって一定の居住水準を満たした住宅に居住する人が援助を受け、居住水

準以下の住宅に居住している者は、いかなる困窮者も援助を受けることができない。とい

う状況を直視すると、住宅手当APLが対人化をめざして創設されたものであるにも拘らず、

前提条件として建物管理状況があり、受給の不可は建物管理状況に左宥されるものである

ことがわかる。まず、前提条件にConventionによって条件づけられた居住水準があり、次

に「収入」も含めた「人的属性」から決定される住宅手当は、 nに対人化 (persona1 i s色e)
したものとは言い難いと指摘することができる。

・伊lえば、同じ人的属性であっても、改善意欲或は経済力のない賃貸人が所有する賃貸住

宅に居住する賃借入はfilJ!lJが0である一方、改善意欲及び資力に恵まれた改善工事済みの借

家の賃借入の場合は住宅手当APLが1'Iえるといった点。

・文、従来の住宅手当受給者の中で同じ人的属性でありながら、従来の住宅手当受給者の

中では、なんら改善工事を実施していない住宅の居住者は継続的に ALを、 f~ J!lJを受けて改

善事業を行った住宅の居住者はAPLが貰える。

というように、 「収入」や「人的属性」が同ーでも、居住する住宅の管理状況によって受

ける俊助が異なってくることになる。俊助は「人」についているのではなく、 「住宅」に

ついていることになる。住宅手当APLの受給は、賃貸人サイドの、資力も含めた改善の意志

があるか否かによって決定される。また、賃借入サイドにも関与の義務があり、国の援助

を受けて住宅改善が実施されていても、賃借入1/3以上が住宅手当APLの存在を認識してい

て自ら手続きをとらない限り受給は行われず、手続き上の不都合さも残している。

いずれにせよ、同じ「収入」で同じ「人的属性」と困窮度が同ーでも、Conventionによ

って居住水準に縛りをかけている為、改善工事の実胞の有無が住宅手当へのアタセスの可

不可を決定づけてしまい、改善工事を実胞していない住居の居住者で低額所得者は俊助の

科Lからはずされることになる。本来、社会給付的住宅手当との対比で「人的属性」に関係

なく万人が住宅手当にアクセスできるよう困窮者を救済する意味で住宅手当APしが新たに設

立された訳が、あくまでも居住水準の面での縛り付けがあって、一定居住水準以下の者に

関しては有効でない。しかし、真に段助を必要としているのはむしろ劣悪の水準で改善工

事を実胞できないような住宅に居住する低額所得者にあるわけで、それらの世帯に対して

はなんら解答を出していないということで住宅手当APLの対人化の限界性が挙げられよう。

6. 6. 近年の住宅手当制度の改正

6. 6. 1. 公的部門lこ於ける住宅手当 P̂Lの一元化
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1988年の住宅法による住宅手当制度の改正があり、 1977年より継続された住宅手当APLは、

1988年以後公的住宅部門に於いて、次のようにAPLl、APL2a、APL2bの3種に分類されるこ

ととなった。

【3種の住宅手当APL】

1) APL 1…… i 1988年以前に既に協約を結びAPL受給していた世帯。つまり PAP，PLA， P 

C融資を受けて国及び住宅改良公社の柄!liJを受けて建設、改善された住宅

に居住している世帯。

ii 1988年l月l日以降、新規建設或は取得・改善された住宅に居住するもの。

・共同住宅については、協約の日付け及び形式は問題の限りではない。

-住宅手当のJ:):出は、 1987年6月のものによる。

2)APL2a" 一・改良されていない住宅に居住している世帯。

改善工事なしで1988年l月l回以降に協約を結んだ住宅に居住している世

帯に適用される。ただし、この場合は国と賃貸人の聞で“accords-cadr

es"がとりかわされることが義務づけられている。

現行のALJ:):出器識を適用。家賃上限の変更なし。

3)APL2b…・・・ ・国の綬l!IJによって改善工事を行い1988年l月l日以降協約済みとなった住

宅に居住している世帯。この j~合は、 t&!約に際して“ accords-cadres"

は不可欠ではない。

現行のAL1?:出基準を適用。ただし、家賃上限について若干の値上げあり。

1988年l月i目以降に協約を結んだものに適用される。

PALULOS、ANAll補助によって改善された住宅に適用される。

1988年2月l日施設住宅省通達を参考

1977年の住宅手当APLは、対人化をめざすものであったが、其の対人化でなかった点につ

いては前に述べたとおりである。今回の改正では、 「収入」だけを基準として、従来のAP

L制度を手直ししながらも拡大していく方針が採られた。今までは、対人化の陰で住宅手当

制度から除外されていた世帯があった。

従来、 APLの受給資格は、 「住宅が新築及び改善済みの住宅の入居者であること」、 ALの

受給資格は「入居者が一定の人的属性を有していること」等各々制約があった。その為、

低額所得者であっても、一定の居住水準以下の住宅に居住している人は住宅手当APLから疎

外されていた。又一定の人的属性以外の人は収入が低くても社会給付的住宅手当ALから疎

外されていた。例えば、 ALSは、 「老人」、 「障害者」世帯等を対象と し、ALFは、 「結。lJ

後5年以上たっている子供のいる」世帯を対象としている。ということで、 「夫婦」、 「

coupleJ、 「単身者」等の「人的属性」の世帯が低額所得者であっても、社会給付的住宅

手当ALから抜け落ちてしまっていた。このように、旧住宅制度のもとでは、低額所得者に
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もかかわらず、 APL、AL、どちらの住宅手当にもアヲセスできない世帯が存在し制度上の政

け穴となっていた。

そこで、 1988年の改革では、公的部門に関しては、従来排除されていた世帯も含め全世

帯を同ーの土俵の上で基準審査し、 「収入」基準だけを考慮して住宅手当の算定を実施す

る方針を固めた。これが、住宅手当の対人化である。 1988年までの間住宅手当制度から除

外されていた先の世帯、 「夫婦」、 IcoupleJ、 「単身者」世帯は 150.000世需にのぼって

いたが、この改正によって全て住宅手当に関して有資格となった。これに伴い、公的部門

に於ては、住宅手当の受給資格を全ての人に行き渡らせると言う意味で住宅手当の統合化

(unificat ion)を行った。これは、 (bouc1age)という言誌で一般的に説明されているが、

(bouc 1 age)とは、 「輪を通す」ということで、つまり「今まで、一部においてのみあっ

たものを、全般的に行き渡らせること」を意味する。 (bouc1 age)によって、公的部門に

於いては全ての世帯が収入基準だけで住宅手当受給資格を持つことになった。

6.6.2. 1988年の改革の評価

(bouc 1 a ge)によって、住宅手当APLの一元化が実施され住宅手当が万人に行き波ること

となったが、1988年法に基つく住宅手当APUi実際の算定に当たって住宅の「居住水準Jに

よって 3つのカテゴリ一、 APLl、APL2a，APL2bに段階的に分類されている。

従来の社会給付的住宅手当ALの受給者は、 APL2aに組み込まれ、旧住宅手当ALがAPLに吸

収されることとなる。 APL2aについては、住宅改善を行い一定居住水準に迷したもの以外、

つまりなんら改善工事を実施していない古い住宅に居住する世帯も、住宅手当を享受でき

るようになったのが大きな変化である。 APLl977年法に基づく従来の住宅手当APLの場合は、

協約には一定居住水準の確保が条件としてあり 、スト yク対策とのリンケージがみられた。

88年法では 、 居住7)<.~と関係なく、つまり改善工事をしていなくても 、 手続き的に accord

s-cadresの手続きを踏むことで一年後にはtii!約 (Convention)が成立することになり、結

果として住宅手当受給貸格が生じるというように改変された。よって、 1988年の改革によ

って、 「居住水準とのリンケージを持つことでスト yク対策に貢献する。 Jという 1977年

法の住宅手当APLの性格が薄らいでしまったということが可能である。しかし、反面では同

じ「収入」 、 「人的属性」でありながら建物管i盟状況が援助に影響し、具に媛助を必要と

する世帯が妓け落ちて媛l!IJの公平性を欠くといった従来の問題点は逆に解決されるに至っ

た。

段以jの公平性という観点からは (bouc1 age)の方向性は惟奨されるべきであるが、万人

に行き渡らせることで生じる財政的側面での負担増にどう対処するかが課題となろう。 19

88年の Im ~白された ( bouc1 age)は、 1991'1'には、公的部門に於いて完了する予定である。

さらに、公的部門、民間部門といった部門間で調箆されるべき公平性もあり、建設省は将

来的には、 bouc1ageは民間部門にも波及させ、全セクターに於いて実施される方針である
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と述べている。

ι7 住宅改善に{辛う住居関連支出変化の実態分析(シヨワジー ・オルリ 一団地)

6.7.1. 住宅改善事業と住宅手当日L

ここでの考え方は、住宅改善という物的行為により居住水準は上昇し、従って家賃等の

上昇を招く 。 こうして生じた家賃の値上がり分について、入居者の負担能力以上の部分に

ついては、独立した財政的措置である住宅手当制度から住宅手当が支給され、その結果入

居者の住居自負担は一定の範囲内に納まり、 「適正な住居費負担」の問題をクリアしてい

る。

ここでは、スト yク対策として避けではjffiれない住宅改善事業によって、家賃、 charge

といった住居関連貨がどれくらい上昇するのか。また上昇後の住居関連世Iは、世手*にとっ

て負担可能な範囲に留まっているのか。住宅手当は、世帯の住居関連'1!lの適正負担を考慮

した際に、どれだけ貢献しているのであろうか。ケーススタディ団地であるショワジー ・

オルリ一団地の管理事務所Antennede Gazierが管理するAviateur街区の住戸74件分につい

て住居関連釣の改善前後のデーターを用いた。 (1988年3月25日現在)

「住宅改善」、 rsurface corrig巳」、 「家賃」及び rchargeJ、それらの合計の「住居

関連盟jについて見たのが次のフローチャートである。

改善事業の実施

変化 :面積、設備付加

surface corrige (面積修正床面積、設備修正床而積)

↓ 

変化:住居関連鉛(家賃、光熱担l)

↓ 

変化:実支出

住宅手当APLの導入

6.7.2. 住居関連盟変化の実態分析

【住居関連貨の変化】

住居関連'l!lについては、光熱'I!I.と家賃をとりあげ、その変化を見ていきたい。住居関連

貨を光熱'{!Iと家賃の合計額として設定したが、この住居関述貨は住宅改善事業の前後で平

均値が1502Fから2000Fへと33.2%の高い上昇率を示している。光熱主主については改善前後の

平均値が388Fから420F、家賃については平均値が1115Fから 1585Fで、光熱位、家賃と各々

の上昇率は8.2%、42.2%である。光熱費、家賃、住居関連主Iの改善前後の分布状況は図6図

6.7、図6.14 Iこ示すとおりである。家賃の分布の幅は、改善前に900F-1300Fの山型の聞に
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見られたが改善後はおよそ1300F-2200Fの山型の聞にシフトし、改善前後で独立した 2つ

の山型が存在している。光熱費については、改善前がおよそ300F-440Fの幅で分布してい

たものが改善後は320F-460Fの幅になり改善前後の分布はかなりオーパーラ y プしている。

住居関連費は改善前は1300F-1700Fの間に山型に分布していたのが改善後はおよそ 1700Fか

ら2200Fの間に分布し、家賃同様改善前後で独立した 2つの分布の山型が見られる。これは

家賃の上昇率が光熱到の上昇率よりも高くしかも家賃が住居関連費の約8苦IJを占めている為、

改善前後の住居関連資変化は家賃変化にひきづられるかたちで変化していると狸解できる。

[光熱費+家賃]比率は、 [光凱l'I+家賃]、つまり住居関連鎖の月収に占める割合な

ので、以下住居関連l'I率と呼ぶ。住居関述l'I率を改善の前後でみたのが各々図6.8、図6.9 

である。改善後は比率の曲線がY軸方向に '/7卜していることがわかる。文、当然のことな

がら月収が高くなるにつれて住居関ill!'{!/の占める割合が減少している。
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【住宅手当】

改善後は、住宅手当の受給率は29.7%から66.2%へと 2倍以上に上昇しており、住宅手当

が改革後一般化してきたことを示している。

次に、住宅手当AL、APLと月収の関係を表したのが、図6.10、図6.11である。一般的にい

えることは、改善後X軸上から離れる口印の数の増加が示すように住宅手当APLの導入によ

り住宅手当受給者の数が上昇したことである。図6.10では、改善前は月収が2000F以下とい

う超低所得者が公的媛lllJを全く受けずにいる状況が示されている。よって住宅手当ALでは、

収入が受給基準にされていないことがわかる。図6.11は改善後の状況を示すものであるが、

これらの世帯が軒並救済されている。図6.10でX軸上にあったものが、図6.11でX軸を離れ

てグラフの中に遊離していったものが多い。住宅手当の受給を窓昧している。最も大きな

変化は、改善後には月収8000F以下の世帯が全て住宅手当を受給できるようになった点であ

る。 Avialeur地区の世帯のうち、月収8000F以下の世待が34世帯干あるが、改善iiiiは半数のl

7世帯のみが住宅手当ALを受給していたが、改善後に残りの半数の 17世帯干も加わり全て受給

世帯となった。このように、住宅手当APLは、その受給に当たっては所得が第一の判断基準

になっている為、一定基準以下の所得の世帯は世帯の属性に関係なく一律に援助を受ける

ことが可能になった。
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【住居関連貨と実支出の関係】

住居関連世と実支出の差についてみたのが、図6.12、図6.13である。実支出は、住居関

連1'1から支給される住宅手当を差し号|いて実際に世帯が負担する支出とする。図の中で、

住居関連貨を示す口印と実支出を示す+印(或はA印)が重なって同じ値を示しているの

が、住宅手当非受給世帯である。口印と+印(或はム印)がY軸方向に離れているのが、実

支出が住居関連l'Iより低く抑えられている世帯つまり住宅手当受給世帯である。口印と十

改善前 (Avi a t e u r地区〕
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改善後 (Aviateur地区)
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印(或はム印)がY軸方向に離れているが、その長さが住宅手当額の大きさを表して いる こ

とになる。図6.13では、 Y軸方向の長さの平均が長くなり、住宅手当APLが住宅手当ALに比

べ多くなっていることがわかる。又、住宅手当ALと改善後の住宅手当APLを比較すると、ム

印の数の方が、 +印の数より多く住宅手当の受給率が高くなっていることがわかる。
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【実支出の変化】

次に、実支出変化について見ていきたい。 r住居貨の適正負担」を検討するには、改善

前後の実支出変化に着目するのが最も適切である。改善工事を実施したことによって、住

居関連費は平均で33.5%も上昇するにもかかわらず、実支出の上昇は平均で6.9%と極めて低

く抑えられている点が若目される。住宅手当の影響が非常に大きいものであることがわか

る。図6.14、図6.15を比較すると図6.14が改善の前後で独立した 2つの山型の分布が見ら

れたのに対し、図6.15では 2つの比較的なだらかな山型がX軸方向lこ重なりを見せている。

これは、住宅手当を受けず住居関連主主と実支出が同じ値をとる世帯が存在する一方、住宅

手当の受給世帯があり(増加)実支出が相当程度に低<jljlし下げられた世帯が存在し、そ

の為実支出はかなり低い額まで存在し分布の帽を広げる結果となっている。

次に改善前後の実支出の差と実支出率についてみていきたい。

まず、改善後に実支出がどのように変化したかであるが、結果は次のようになっている0

・実支出が減少した世帯・・ー 26世帯

.実支出が増加した世帯・・・… 48世帯

・合計 ..74世帯

住宅手当の導入によって、実支出が逆に減少した世帯は全体の35%にあたる 26世帯も存在し

ている。しかし、支出が減少している訳であるから住居貨に適正負担の鋭点からは世帯サ

イドにはなんら問題はない。住居裂の適正負担とい う観点、で内容を検討すべきは、実支出

が増加した世帯のグループの方である。これに該当する世帯は、全体の65%の48(牛にあたる。

問題となるのは、 i改善後実支出が増加し、ii改善後実支出率が高い世帯である。住宅手

当を受給することが一般化しているフランスでは住居賀負担1;1.住居関連費ではなく実支出

がいくらかで論じられ、実支出の月収に占める割合は努力指数tauxd. effortと呼ばれてい

る。エンゲ ノレ係数ならぬ、月収に占める住居関連貨の割合はゾヤルノレ ・ゾュワーベ係数と

呼ばれてい るが、それに支給される住宅手当の概念を加味したものといえよう。一般的に

taux d. effortが25%を超えると家計に負担を与え適正な住居費負担とは言えない。 tauxd 

. effortの値は絶対的なものではなく、毎年建設省と大蔵省との折衝で決められるものであ

り、多少の幅をもって適切な値が決められる。実支出のt目減と 、改善後の実支出率につい

てみたのが図6 である。そして全世帯?を実支出の増減と改善後の実支出率からつぎのよう

にグルーピングした。

A実支出が減少した世帯
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、ー.、^，、

B. ~支出が増加した世帯の中で、実支出率が25%未満の世帯
C.実支出が増加した世帯の中で、実支出率が25%以上の世帯

これらグループの中で、 BとCのグループについて見てみる。B.実支出が増加した世帯

の中で、実支出が25%未満の世帯は、 37世帯である。住居世負担の観点か ら配慮を要するC

実支出が増加した世帯の中で、実支出が25%以上の世帯は、 15%の11世帯存在している。

後!lfJの公平1生の面からは、 Aのグルー プのように改善工事を行い居住水準があがったにも

かかわらず、入居者負担という自助努力を全く要さない世帯が35%もある反面、実支出E容が

25%以上の世需が15%存在しており、住宅手当を導入した際の媛助配分に於けるバランスの

難しさを表わしている。

6.8. まと め

住宅手当APLの効果について論ずるならば、住居関連盟の上昇率が33%であるのに、住宅

手当によって実支出の上昇率は日と入居者負担を非常に低〈抑える結果となっており 、そ

の効果は全体的に極めて大きいものとして評価できょう。

88年の住宅手当は、 77年以前の社会給付的住宅手当制度の欠点、77年改革に基っく住宅

手当APLの欠点を各々克服するかたちで、公的部門に限っていえば、 (bouclage)が完成し、

公正さの面から望ましい形で住宅手当制度が実現している。

次に 1977年の改革後の新住宅手当APLの普及率であるが、旧住宅手当のように人的属性に

よる縛りを外して万人を対象とした為、住宅手当の受給率は改善前の22%から66%へと飛躍

的に伸びた。 (さ らに88年の住宅手当APLは、改善の有無等居住水準つまり住宅の管理状態

についての条件がはずされてさらの広範な人を対象とするものとなった。平均受給額につ

いて見ると 、住宅手当APLの939Fは旧住宅手当ALの700Fを200F以上も上回っている。このよ

うに住宅手当APLの導入は、予算面からは極めて大きな財政的支出をもたらすに至っている。

財政的支出が大きければこそ効果的に配分され、そこに公正さがあることが要求される。

公的部門では改善はIILM機関によって実施される。それに対し、民間部門では改善は持家

でも借家でも所有者の発意による任意の工事となる。問題は劣惑の水準にある民間住宅で

改善の資力のない所有者で、住宅は放置され賃借入は住宅手当を享受する資格もないとい

った状況が存在した。これらの不公正を解決す る為に (bouc1 age) により工事の有無とい

った住宅の管理状況とは無関係に全ての住宅の賃借入が住宅手当にアクセスできるよう 88

年に法改正がされた。政策に公正さが要求されると結果的に財政的支出が膨れ上がる傾向

がある。現在のAPLの支給状況を実際のショワジー ・オルリ一団地のデーターを例にとって

みると 、改善が施されたにも拘らず、逆に住居費負担が減少する世帯が35%も存在し、効率

性を欠いた後JlIJ体制の矛盾が表出している。

今後、 「入居者の負担軽減Jと「適切な財政支出Jの間で、どのようにパランスをたも

宰古出白差事 卦帯数

日F--1200F 。
9F--900F 5 
F-田600F 3 
F--300F 7 
F-OF 10 
299F 13 
-599F 33 
-899F 
-1199F 。
F-1499F 。
F以上

旨a 14 

49fl 



っていくかが重要な課題となるであろう。多大な財政支出を伴っているだけに、上記に挙

げたような住宅手当APLの配分に現在見られる受給者間の、或は受給者非受給者間の不公正

を可能な限り是正していく必要があると判断される。

(，- j:!. 
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7 ItL ショワジーー・オノレリー-E5士也に幸o &j-る士也

者或毛主主乏王子主型E5土也宅重苦王里 CD言式ぞ子

7. 1 はじめに

近年、フランスでは一部の住宅供給主体の間で住宅及び団地の管理手法に於て、 《中央

集中型}から《地i或密着型}への移行が試みられ定着しつつある。本部に機能を集中させ

た中央手中型から住宅地及び団地内に配置された管理事務所へ管理機能を移し、またそれ

に{半い事務所に権限も部分的に委譲し、地域に密着した柔軟な管理体制を確立している。

この団地管理の地域密着化の動きは1980年代前半から始まったものである。

7 "F~では、団地管理の地域密着型管理の実態を、ケーススタディ団地、ショワジー・オ

ルリ一団地について紙観し、団地更新事業DSQとの関係でその役割を評価していくことを狙

いとしている。

7. 2 ヴァル・ド・ 7 ノレヌ県の住宅供給主体OPACの団地管J!Jl概観

7.2. 1 ショワジー・オルリ一団地に於ける地域密着型団地管理の概観

前22で述べたように、ショワジー・オ Jレリ一団地は、人口18.550人、世帯数約5.200世帯

から成る大規偵団地である。住宅供給主体であるヴァル・ド .7}レヌ県のOPAC!室備建設公

社 (OfficePublic d'Arnenagernant et de Construction du Vaトde-Marne)の管恕戸数20

000戸の約1/4以上がこのゾヨワジー ・オルリ一団地に存在していることになる。ヴァル ー

ド・ 7}レヌ県のOPACでは1983年より団地管理の地域密室}化を開始しており、分散配置され

た現在11ある管理事務所Antenneにより全住宅の管理がなされている。そこで実現している

管理体制は、1)管理事務所への容易なアクセス(徒歩図 5分のところにありアクセス容易

であること)、 2)サービスの迅速化、効率化(15分でサービスが供給可能な管理体制)を

モ y トーに創られたものである。

表7.1ヴァ Jレド・ 7)レヌ県のOPACの各管理事務所Antennede Gstionとその管理戸数

1. CHARANTON 1. 375 7.CHOISY 1. 934 
2. CRETEIL 2. 266 8. VITRY 1. 496 
3. FONTENY 1. 464 女 9.DOMAIN GAZIER 3.021 
4. LES BOULEREAUX 1. 617 女10.MILLIONLO.PO.FA 1. 628 
5. ALBERT TIIOMAS 2.005 大11.LA PIERRE AU PRETRE 1， 559 
6. CACAN 1. 539 

合計 19， 904 

平均 1. 800 

大印は、 γ ョワジー ・オルリ一団地内の管盟事務所

この団地管理の地域密着化により、現在ではOPACの本部に配属されていた人民430人のお

よそ75%にあたる 310人が本部以外の管理事務所及び各種事務所へ配属変えとなっている。

この310人中 116人もが様々な管理機能を要する大規模団地であるゾヨワジー・オルリ一団

7-1 
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地に集中しており、当該団地では、 20，000戸の住宅を116人で管理している。

まず、団地内に分散配置された管理事務所及び各種事務所をみていくと、目的別に A.A

ntenne de Gestion、 s，Antenned・llVS、C.Per・ancnccSociale、 D.Regiede Travauxの
4種類に分類される。

A. Antenne dc Gest ion"・日常的団地管理一般に関わる管理事務所

s. Antennc d・llVS'"…・・ 団地更新事業の事業事務所

C. Permanence Soci ale'" 家賃等住居関連費支払いに関わる相談窓口

D. Regie de Travaux..... 団地内の小規模修繕等を行う作業班

7.2. 2. ショワ イー・オルリ 一団地に於ける管理事務所及び各種事務所の設位状況

実際、団地管理の地域密着化はどのような管理体制のもとで実施されているのだろうか。

1) 管理事務flrrAntennede Gestiion 

Antenne de Gestionは、住民の日常生活と最も密接に関わっている管理事務所でコミュ

ニティー形成の基本にあるものである。こ こで見られる管理体制は、団地全体を街区単位

に、そしてさらにその中をブロ yク単位に分断するという 2層概成で成り立っている。一

般的には、各街区に 1つの管理事務所Antennede Gestionが設置されるという l街区 l管

理事務所の原則に怠づいている。所長であるchefd・Antenneを筆頭に、街区全体を統指管

理していく管I1Il責任者chefde responsable、その下にブロ yク担当者responsablede se 

cteurというように管理体制にツリー椛造が見られる(図7.1. )。ここでは、 100戸-500戸

の住宅で構成されるブロ y クが団地管理の愚小単位となっている。

このように管理部門についてはブロ y ク毎の担当制になっているが、技術部門について

は l人の技術担当者が一括してー街区全体を担当することになっている。また、管理事務

所外の、各街区で実際に家賃徴収をしたり作業をしたりする管理人、作業員も街区、ブロ

yク市lの下に白かれており、特に管理部のブロ yク担当者との間で業務上の密接な不 y ト

ワ クを形成している。管理業務に於いて明瞭な分担制が見られる。

ショワジー・ オルリ 一団地に於いては床面積の確保の都合上、2街区についてはこの原

則に即し、残りの 2街区については規模の大きい管理事務所 lつを設置しそこで 2街区分

の業務を処理しており、団地全体でAntennede Gazier、 An tenne de LO. PO. FA、Antenn 

e de Pierre au Pretreと3カ所設置されている。

2) 団地更新事業事務所Antenned・llVS

Antenne d' HVSは、団地更新事業DSQの事業推進の為の事務所であり、本部のDirec t ion 

des Travaux et des Patrimoinesh'らは独立 して団地内、 Avigateur街区lこlカ所設置され

ている。事業の計画策定、実施に関わる事業部門EquipeHVSと事業運営を補佐する運宮部

門CelluleSocialeの2部門から成る。所長 (chefd' Equipeが兼任する。)の下に技術部

門EquipeHVS、管理部門CelluleSocialeの責任者 (chefd'Equipe， chef de Cel1ule)か
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おり、その下に複数の街区担当者が配置されている。技術部門に関してはアシスタントも

含めての街区担当市!となっている。技術部門、管理部門ともに、担当者resposablede se 

cteurは街区単位の担当で担当戸数の規模はプロ yク担当期lのAntennede Gestionの場合よ

り大きい。 Antenned.HVSの特徴は、一団地での事業完了に伴い次の候補地に移動し又事業

を開始するという移動性にある。

3) 住居関辺!'l:'l支払いの相談窓口PcrmancntcSociale 

住居関連鎖の相談に関しては、団地全体で l箇所の常設窓口があり 2名の担当者が常駐

している。

~) 小規綬修綴等を行う作業績E句ic dc Travaux 

小規模修繕の一部のものに関しては、団地内 l箇所ある営繕専門工場付きの作業班によっ

て作業及び工事がなされる。 42名の配管工、電気技術者、 ili具屋等の職人が常駐している。

7. 3 公的住宅供給主体OPAC概観(日本の公団との比較より)

7. 3. 1 公的住宅供給主体OPACの組織

ここで、一般的管理事務所Antennede Gestionが、日本の公団の管理事務所と対等な関

係にあるのかどうか、組織全体の比較を通して確認を行なう必要がある。図7 の管理組織

図は、日仏の住宅供給主体の中の各業務レベル段階での対応関係を示したものである。公

団の場合、組織は業務執行レベルが上から「本社」、 「支社」、 「営業所」 、 「管辺事務

所」の 4段構成であるのに対し、OPACは「本部」 、 「管理事務所J(Antenne)の2段構成に

とどまっている。上に述べた日仏の機関の業務執行レベルが各々どのように対応している

かという対応関係であるが、組織形態が異なるので明快な対応関係を挙げるのは難しい。

業務内容から判断すると、公団の「本社」レベルは予算、政策の決定機関であるが、 (1)個

々の住宅管理に関しては実質的には「支社」レベル以下で行われていること、 (2)5つある

「支社」は独立採Jil生で各々別の組織であるという点から判断すると 、ここでは「本社」

を組織の 7 リー構造の頂点にあるものの別枠で促えることとする。結論的には、公団の 「

支社Jと「営業所」の中間的形態がOPACの「本部Jに相当し、また「営業所」と「管理事

務所」の聞にOPACの「管理事務所J(Antenne)が存在し、公団の「管理事務所」より上の

位置づけになると判断される。一番地I止に密着 した業務執行レベノレは何かという点から公

団とOPACの組織図にu目していくと 、つまりツリ 構造の下から追って行くと団地にある

「管理事務所」レベルという ことで日仏の一致を見る。そこで、 「管1']事務所」が、日仏

間では実際には内容的に並列に並べないものであるという前慢を踏まえた上で次に管理規

伎の相互比較を行いたい。

7. 3. 2 住宅供給主体OPACの管理鋭校(日本の公団との比較より)

次に、管理規模からみていくと図7.6.(上図)にも示されるとおり 、公団の住宅の管理

7-7 



民

話

剛

凶

陶

酔

山

酢

川

担

Q
在

総

悌

e
g
e山町
b
d同

斗.，ー包
由目 -‘n 

同
由由 ロー 申 N 

N 噌 司国
40 ー

眠 岨 円 円 N 

事荒 一

剖
主と

Q 
〈 申 。

中
国 岨

目型
N 

I{ul! 

→ra 
::::: 

岨 ロー 岨 N 
N 司e

4口

国 何 円
守『

令、制
も矧

平副

君主
静岡 N 司 ー 守

関抑

11m( I{ul!¥j:j 

ー司 目 ー ー 円

}益 自主神
脳出

1JJI( ー ー ー 円

7長

。、 司 円 円
噌【

h 事耳

ま耳
学 l

。、
K ∞ロ 国 N 

、々
国田 一噌 ;; 

提訴 N 

ヰj
回 |止 ーー 『 由

b 
) 

同司
{時3

昨E説
国 。、 国

士封
。

W!止 ロ

土日間
円 - ー 由

ω 

司 .Q.) 
Eム

0.. 」ω o 
ι コ

N 開

<: 伺 〈ーコ~ ω 一ω 。 口

凶 - 』

→..， 同 →~ ω ロ ω コ
" c 

。 ω υ 伺

‘:‘ - 凶 同 。 〉

口 問 一 0.. 〉 凶 的 伺
e ~ ー 国 回， ω h 

む 。 コ ω 
白

z 。 ω トー
司 凸 hω :e‘z:: 唱

電コ
的

コ- z ω 
ω ωω 同 @ ω @ ω ω てコ
に <:-国 ロロ ロ ロ " ロロ <:，唖・『 ロ ι E c 0【 • コ 同 一ω ω ω目〉 ωロ . ω 

4日 ω 巨 4日
~ 

】 〉 岡 事;:;二，4』2C•• コ」 コ h 国
ロ ~Z ロ ロ 冒 ω ω 。J
<<: . . 〈 〈 宅< ω 仁J ι 白

〈翼= 一 N 円

ロコ ι， ιコ

h'nlI J!I¥I梯 器~ ~ 中 Q:@ 跡器~ ~さ

7. 3. 3. 住宅供給主体OPACに於ける管型nlf務所への権限委譲

日本の場合の管理事務所の中の併成であるが、管理事務所の:!'i任者、管理主任とその下

に管理業務一般に関わる補佐員がいる。ま た、入退去時の住宅の損傷チ ェ yクの為に査定

主任もいる。管理事務所の費任者である管理主任は、営業所付きで担当団地数カ所を巡回

する為、 Iつの団地に常駐している訳ではない。管理事務所に常駐し日常的管理を行って

戸数は「支社」レベルで146.000戸、 「営業所」レベルでは26.000戸となり、この公団の 「

営業所」レベルは規模的にはOPACの 「本部」の20.000戸にほぼ相当するものとして偲ぇ、

日本の公団の「営業所JレベルとフランスのOPACの「本部」レベルでの住宅の管理…一

比べてみよう。公団は、 〔関東支社、東局玉営業所]、 OPACは (Val-de-Marne県のOPAC]

を酬と:て取り挙げたo両者の管理状況を比較した表7 からわかるように、公団は14団

地26.272戸、 OPACは11団地19.904戸である o 表から着目できる点は、住宅の平均の管理戸

数が日仏でともに約1.800戸と同規模でありながら「管理事務所」毎の管理戸数について見

ると、公団では厳低78戸、最高6.722戸であるが管理戸数にかなりのばらつきが見られるの

に対して、OPACでは 1.300戸から2.000戸までの幅に収まっており、 (OPACの管理事務所の

中で、DOMAINEGAZIERの3.021戸と、管理戸数が例外的に大きいものが見られるがこれは事

務所床の確保の問題上、便宜的に 2事務所になるべきと ころを l事務所に収容した為の結

果である。)平均化している。

次に、 「管理事務所」レベルで見ると、公団の「管理事務所」が6.000戸、 OPACの「管理

事務所JAn tenneが平均1.800戸である。図7.6. (下図)は、日仏の住戸数が5.000戸 ~6. 0 
00戸という管理規模がほぼ同等な団地 Iつづ選んで住宅の管理状況の比較を行ったもので

ある。公団は〔関東支社、東埼玉営業所、草加松原因t也〕 、OPACは (YaトdeMarne県のOP

AC、ゾヨワ γー ・オルリ 一団地〕を取り上げることとした。

まず、草加松原団地では住宅戸数6.000戸当り l管辺事務所である。これに対 L::--ヨワン

ー ・オノレリー団地は住宅戸数5.600戸で3管盟事務所Antennede Gestionである。よって、

管理事務所当りの管理戸数を比較すると、公団はι000戸、OPACは約1/3の1.800戸となる。

さらに、担当者一人当りの管理戸数で比較すると公団は3.000戸、OPACで600戸という結

果が出ている。 r管理事務所」レベルで3倍、担当者レベルで5倍の管理戸数の聞きがあ

り、 OPACの方が 「密」な管理をしている状況が明かにされている。ま た、OPACは管Fd)の地

域密着化の γ ステムの中で、これに管浬人制度 も含めて考I'f(すればさらに密なものとなっ

ている。例えばOPACのP.A. P.街区の場合は、 管Iill人は1.018戸の住宅の管理業務に関わる人

として、管理担当者 3人、管理人6入、 計9人となっており、管理担当者は一人当り 600戸

強、管Iill人は一人当り 300戸担当ということになる。各戸を訪問し家賃を徴収する管理人に

至つては、 300戸と いう、 「居住者の顔の認識」が可能な管理規模に保たれていることがわ
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中央

中央

.*社住宅位690，!lOO戸

(所員融 5.000人)

:闘 争云回j

-
-支社住宅融1(6，000戸

{所貝世 600人)

市

-官皐所 住宅世26.000戸

. OPAC  

-本部(Si句，)住宅世20.000戸

(所員且 120人}

li1iJl世 30人) 'f 

・官理1Il暗所(Anlcnnc)桂宅融1.800戸

{所員融 6人}

v 
地且 1 ・官盟事高所住宅融6.000戸

(所員位 2人)

- 日本の公聞については.同期支社、 )104玉官~rfr. .t.T./J副総原印刷のI[l例を"剛

. フランスのOPACについては、 Yal-dc-Ibrncr.t.のOPAC、シ舗ワシー・オルリー日1

地、官P.J/4f務所AnlcnnedcP.A.Pの市例を"附

-本社

690.500戸

:圃 企去sI]

-
-支社

146.000戸

.u墨所
26，000戸・ l官毘iliで回世団地苦情

• 0 P A C 

-本部 (Slh，)

20，000戸

-管 型車高島所 (Anlcnno)

1，800戸・ i団地出位市研所

地~ I・管理府 高 所
~. 000戸 ・i団地14<問所

官PJ!i封書員

官邸入

作業員

図 7.6 各業務執行レベルにおける住宅管理戸数、所員数
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表 7.3 日仏団地比較 管理事務所の住宅管理 戸 数及び開設 回 数

日イムB:B士也上ヒ耳没

日ヱド 公団東埼玉営業所 Yal-de-Warnef.lのOPAC
管理事務所名 管理戸数 管理事務所 管理事務所名 菅理戸数 管理事務所

開設回数 開設回数
l 草加絵原 5，916戸 ③1/苦 1. CHARANTON 1.375戸 ⑤ 
2 草加 ([0 ① 2， CRETEIL 2，266 ⑤ 
3 草加旭町 78 必要の都度 3， FOHENY 1.464 ⑤ 
4， l' '1-~1へこr谷塚 130 1/2 4， LES BOULEREAUX 1，617 ⑤ 
5 吉川 1，800 ②1/2 5， ALBERT THOMAS 2，005 ⑤ 
6 八潮 941 1/2，1/1 6， CACHAN 1，539 ⑤ 
7 三郷早稲田ハ.・7川7 487 1/2，1/2 7. CHOISY 1，934 ⑤ 
S へ'In;，峰谷 156 1/2 8， V ITRY 1，496 ⑤ 
9 武里 5，559 ③ 1/2 9， DOMAIN GAZIER 3，021 ⑤ 
10 春日部小曲l 100 1/2 10， MILLION LO，PO，FA 1.628 ⑤ 
11. I~ケ y台 P. T図書街 345 1/2 11. P 1 ERRE AU PRETRE 1，559 ⑤ 
12. I汁 y台P.T三 fj街 395 1/2 
13 幸手 3，013 ⑤ 

14 みさと 5，712 ⑤ 

合計 14団地 15，172戸 合計 11団地 19，904戸

平 均 1. 880戸 平 均 1.800戸

注)1/1は半日開設
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いるのが補佐員である。

また、管理事務所の外にブロ yク毎に管理連絡員を配置している。 これは住民の中から

選ばれ、鍵の受渡し業務のみを代行している。 (集会場、入退去時)

管理事務所では、上記のl.2. 3の業務が行われるが最終的判断は管恕主任に仰ぐことに

なる。補佐員という常駐メンパーで行われる管理業務は一般窓口業務である。管理主任に

は、 一定の権限があるが管理主任が常駐していない点、管理事務所とは別のレベルである

営業所付きである点を考慮すると一番地岐に密着している管理事務所での業務には制約が

あるものであることがわかる。

それに対し、 OPACの場合は管理事務所の責任者である所長が管理事務所レベルに常駐し

ている点、管理事務所が毎日開設されている点等が特徴として挙げられる。

7. ~ 管理事務所及び各種事務所の業務内容

7. ~_ 1. 管理事務所Antennede Gcstionの業務内容

Antenne de Gestionの業務は、項目的には次の 5項目に集約される。

l入・転退屈の事務手続き

2住居関連'IUの収納業務

3建物保全業務

4苦情処理

5コミュニティー管理監視

Antenne de Gestionの業務を、部門別に管理部門のSectionAdministratifと技術部門S

ection Techeniqueで見ると以下の械になる。

1)管理!部 r~ Section Ad.inistratif 

(1)入・転・退居の事務手続き

(2)住居関辿訟の収納関係

①各住宅の居住水準面積水準を数値化した修正床面積surfacecorrige 

の計算

②各世帯の住居関連't'lの計算

③住居関連自の収納

a管理人から担当住戸分の住居間.iilii'lを徴収

b本部OPAC、及びガス会社等関係外部企業への住居関連'l'Iの納付

c.住居関述質の未払い分について滞納者リストを作成し、住居関連賀

支払いの相談窓口Permanente Soc i a 1 eに述絡。

(3)コミ品ニティ 管理面での苦情処理

wその他、本部Siege、団地内の{也の事務所、管理人、作業員との述絡
2)技術部門SectionTcchcnique 

7-12 

(5)入・退居時の建物の保全状況を示す査定表 (etatde lieu)の作成

(6)保守 ・修理に関するもの

①各管理人事務所を巡回し、建物管理の {住民苦情ノート }を

チェ y ク

②団地内作業班Regiede Travaux、或は外部企業へ工事の発注

③建物の定期的点検

(7)計両修繕に関するもの

①計画修繕計画舎の作成

②建物の定期点検

(8)住宅改善事業との関係で

①Antenne d'HVSの技術部門SectionTecheniqueへの住区の建物菅沼

に関わる基礎的情報の提供

②住宅改善事業住民向け説明会の共同主催

(9)その他、本部Si ege、団地内の1也の事務所、管理人、作業員との連絡

ここで、日本の公団の管理業務を例に引出し、それとの対応関係でフランスに於ける団

地管理の地域密着化がどのような特徴を持っているか明かにしたし、。 公団の場合、管理

事務所での業務は、 I入・転・退居の事務手続き 、2建物保全業務、 3苦情処理に代表され

る。

1)管理業務|刻係

(1)入・転・退居の事務手続き

(2)コミュニティー管理面での苦情処理

(3)営業所との連絡

2)技術業務関係

(4)入・転退去時の辿物保全状況を示す査定表の作成

(5 )保守・修理にl期するもの

①修理婆望書を営業所の提出(営業所レベルから工事発注)

(6)営業所との述絡

7. ~ . 2. 日仏の管理業務内容の比較

表7_ 4にも示されるように、 「管理事務所」レベルでは、日仏間で管理関係業務項目の

数に顕緒な違いが見られる。さらに、内容的に着目すると、 OPACでは重要なものとして 「

住居関連自の収納業務」が挙げられる。日本の「管理事務所」レベルには存在しない業務

で 、 住居関:i!l!'l'I の① J'，[出に 始ま り 、 ②徴収 、 ③納付、 そ し て④住居関連~!/.の滞納者リスト

の作成まで「住居関述'l'IJ管理の為の関連業務で、その内容は多岐にわたり事務所レベノレ

での業務霊も膨大なものとなっている。
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口技術業務関係

技術関係業務については、公団では「管理事務所Jが、入転・退居時の建物査定と、 { 

建物管理}のA.[保守・修理)のみに関係しているが、 OPACでは入転・退屈時の建物査定

の他、 〈建物管理}の、実体的権限の有無、関与の度合の迷いはあるものの、 A.[保守 ・

修理]、 B.[計画修繕)、 C.[住宅改善事業]、 D.[改良]の全てに於て、関与している

ことがわかる。(建物管理}に関して、日本と比較し相対的に管理事務所の依存度が大き

い点が着目される。

{建物管理}の保全工事

7. 5. 1. 日仏の O:!!物'l'r.!ill>の保全工事の対応関係

ここで、 《建物管理}の穆類との関係で管理業務について比較を行い、 《建物管理}面

に見られる業務執行レベルへの権限委譲、業務実態を明かにすることを目的とする。

《建物管理}は保守 ・修理については公団ではA. [経常修繕]、日[計画修繕]、 C. [改

善]、 D. [建て替え]の 4分類が見られるのに対して、フランスでは分類に若干の違いが

見られA. [保守 ・修理J(Entretien)、B. [大規模修繕J(Grosses reparat ions)、C. [改

善J(Rehabilitation)、日[改良J(A耐 1iorat ion)の4分類とな っている。日仏間の{建

物管理}関係の語意の解釈に混乱を生じる恐れがあるので、ここで日仏の各々の語意につ

いて若干の注釈を付け加えておきたい。まず、 [経常修繕]は[保守 ・修理]に含まれる

と解釈できる。フランスの[大規模修繕]は日本の[計画修繕]に対応している。そして

フランスに見られる[改良]は、 5章の団地更新事業の実態分析の住宅改善事業の考察編

でも述べたが、今日的な住ニーズへの対応として高水準の設備付加或はその為の工事とし

て解釈されている。フランスに於ける[改善]は、 [大規模修繕]と[改良]の慨念を合

わせたものであると定義されている。日本の[改善]は、 1)増築、 2戸 l等の空間改善と

2)ライ 77" プ作戦と称される設備付加に代表される。日本では「改善」は単独で実施さ

れ、よってフランスのように[計画修繕]的な工事との抱合せで実胞されるようなことは

なし、。

7. 5. 2. (建物管理}工事別業務状況

公団、 OPACそれぞれで実施されている{建物管理}のレベル事に工事の実施に関しての

状況J巴握を行いたい。

園 [経常修繕]、 [保守 ・修理]レベル

まず、公団の[経常修繕]はOPACの[保守 ・修理]とほぼ同等と解釈した。賃貸借契約

に基づく特約で個人負担を|徐く部分についてである。修繕要望は、通常住民から出される。

ここでOPACでは、妥望は管理人を通して(或は直接に、文は書簡で) r管lill事務所JAnte 
nnelこ届き、技術責任者が(1)工事必要カ所の確認、 (2)個人負担、 OPAC負担の別を判断し、
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「管理事務所」 レベルから直接工事発注をOPAC内作業班Regiede Travaux或は外部企業に

する。これに対し、公団では住民から出された要望は「管理事務所」の管理主任によって

(1)工事必要カ所の確認、 (2)個人負担、公団負担の判別がなされ、工事要望書の提出によ

り要望が 「営業所」レベルに届き、最終的判断がなされた後「営業所」レベル工事発注さ

れる。工事発注はほぼ100%が公団出資の営繕専門会社「団地サービス」に出される。

圃 [計画修繕]、 [大規模修絡]レベル

次に [計画修繕1(OPACに於ては[大規模修繕]との名称で使われる)についてはOPAC

Iこ於ては、管理事務所の技術責任者が [大規模修繕]の計図書を作成しそれを 「本部Jの

[改善建物保全部1la Direclion dc TraVaUI ct du palri.oineが承認 し、 「本部」 レベ

ルで工事の発注が行われる。よって、実体的には工事内容については「管理事務所」 レベ

ルで決定されるものの、資金導入に関わる工事発注については「本部」レベルに於て決定

されることになる。公団では [計画修繕]については、 『工事の性格』ではなく 『工事額』

により 「営業所」レベル、 「支社」レベルに分かれている。工事の発注額が l件当り 5000

万円未満のものについては「営業所」 、5000万円以上のものについては「支社」レベルと

振り分けがなされている。 i団地サービス」を含め外部企業の競争入札となるが発注先は

70%-90%までが 「団地サービスJとなる。

園 [改善] レベル

[改善]については、OPACに於いては、 「本部」の [改善建物保全部1La Dirccl ion d 

e Travaux ct du Palrimoincの協力を得ながら原則的に団地の現場に設置された団地更新

事業事務所Anlenned' JlYSに於て、 [企画 ・立案]、 [基本設計 ]、 [実施設計]、 [実胞]

という一連のプロセス全てがはされる。実体的な工事内容の決定、工事の発注等工事に関

わる殆ど全ての業務が 「本部」ではなく 「事務所j レベルに集約されている。一方、公団

に於いては、 [改善]は (1)増築、 2戸 l等の空間改善と (2)設備付加を行うライフアッ プ

作戦から成っているが、 (1)に関しては、{列えIfl(!J築の湯合は工事は事Ii単位で実施される為

工事費も5000万円以上になり工事発注は必然的に「支社」 レベルになる。(2)に関しては住

戸毎の個別対応工事で l戸当り 50万-60万の1J1用の帽で納まる為、工事発注は 「営業所J

レベルに留まる。

公団の [改善]とOPACの[改善]を比較すると、い くつかの相途点が挙げられる。住宅

改善事業に於て公団では、住民が自ら メニ ューを選択し工事するか否かを決定でき、工事

は 《単発的》でかつ住民の{選択性}に任されたものとなる。 OPACの湯合、住民に工事の

決定権はなく OPACにより工事の必要性、工事内容が判断される為(地築の場合は住民の意

向による。)、工事は、街区、住棟毎に <W図的》に実施され内容に《一律性》が見られ

る。

. [改良]レベル

[改良]はフランス独自の《建物管理}の方法である。日本に於て[改良]の械念を見
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るとしたら [改善]の中のライフアップの中に見ることができる。 しかし、日本の [改善]

との相違点は、フランスの[改善]は [修繕]項目と [改良]項目から成っているが例え

ば γ ョワジー ・オルリ一団地の事例を見ると [改良]項目だけで取り出しでも、 22項目も

存在しており鏑体との関係上可能な限りの空間的、設備的改善を実施する用意があり、工

事項目が多い点である。又、公団の[改善]のライ 77"プとの共通点は、工事により家

賃上昇を招く為、住民の合意形成が必要である点である。フランスでは家賃の上昇に関し

て 『全国HLM賃貸人代表連合』と 『全国賃貸人代表述合』の問で合意 (AccordsCollectif 

s Nationaux du 23，11.1983，)が交わされる。公団では、ライ 77"プの設備付加のメニ

ューは 2-6種類に限られており、項目毎に家賃の月額当りの値上げ隔が示され住民の判

断で「工事の実施」が決定される。工事に関しては日仏ともに外部企業の級争入札で行う。

[改良]については、改良を単独(住宅改善事業の中でではなく)で実胞するケースにつ

いては、通常OPACi本部Jの[改善建物管理部1La Direclion de TravauI cl du Patrim 

oincに於て計画、 実胞がなされる(工事の発注業務も含む)。

・ [匙て替え]レベル

現在日本の公団で一般化している更新手法 [建て替え]は、フランスの公的住宅oPACに

於ては少なくとも戦後建設のものに関しては実施されていない。公団の場合、 30年代に建

設のものを対象に [建て替え]を実施しているが、交換によりある程度解決可能な「設備

水準J以上に 「面積規模J(住宅の狭小化)が問題となっており、建て替えを必要とする

主要要因となっている。[建て替え]は、容積率を段大限まで使い、新たな住戸数の確保

を実現し政策的にはむしろ住宅供給の観点から評価されているのが現状である。 [建て替

え]に至つては基本方針の策定等は「支社Jレベルの改善業務部で行うが、最終的決定は

「本社Jレベルで行われる。又、工事発注業務も同様である。

-まとめ

公団では、 n主物管理}の業務執行レベルは、上から 「本社J、 「支社」、 「営業所」、
「管理事務所Jと段階的に設けられ4つの {建物管理}の工事に対して一定の権限を持ち

業務を遂行している。[経常修繕]に関し、日本の公団では地域に一番密告した [管理事

務所]レベノレから修絡要望が「営業所」レベルに伝達されここで判断され工事発注が行わ

れる。工事の受発注については「営業所」と、公団の管理部門の殆との工事委託を受けて

いる「団地サービス」の「支応」間で行われ、公団に於ては[経常修絡]についてさえも

「管恕事務所」が関与する余地は少なく、権限委設はなされていない。[計画修繕]につ

いては 「営業所」レベル以上で、 [lliて替え]に至っては 「廷で脅え業務事務所」、 「支

社」 、 「本社」レベルで計画、実施されている。

「管理事務所Jレベルへの権限委設については、公団の場合は、問題処理に関わる責任

者である管理主任が(1)団地の管理事務所に常駐せず巡回制である点、(2)組織的には 「営
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業所」に属している点、 (3)(建物管怒}工事の発注は行なわれない等の点を考慮すると、

総合的に判断して一番地域に密着した「管理事務所」への権限委譲は非常に限定されたも

のと判断できょう。

OPACについてみると、公団とはかなり事情が異なり、公団の[経常修繕]に該当する[

保守 ・修理]については「管理事務所JAntenne de Gestionで実施され完全な形での権限

委譲ができている。[大規模修繕]については、鼠終的判断、工事の発注に関して「本部」

[改善建物管理部1la Direction dc Travaux et du Patri.oineの権限となるが、現場の

「管理事務所JAntenne de Gestionが計画舎等を作成し実体的には管理事務所で業務がな

される。さらに事業として実施される[住宅改善]事業、 [改良] についても管理事務所

の参画は不可欠で、この 2つについては部分的な関与をしており 、結果的にはOPACの場合

{建物管理}全ての レベルについて実体的に業務上関与している実態が明かにされている。

(表7.5.、表7.6 ) 
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表 7.6 フランス OPACにより 実倍さ れている各経建物管理の特徴
「ー
iJl物 A. [保守ー修型] B. [大lJ.!仮修純] C. [住宅改持] 且[改良]
官盟 (Enlrcticn) (Grosscs R~parl ions) (R~babi 1 i t<l 1 ion) (A・elioral ion) 
FJl ui 

目的 各地物の部位、部品が従 iJl物の各部位b'他物処投 BとDを状況に応じ同時 現状よりより良い居住水
来の段1定を円滑に果たせ 時の状況まで慢能回復す に実随する。 期を確保する為の設備{-I
るよう日常的管恕を行う るよう実施する工事。 加、空間改善等の工事
。 個体の耐久性維持にl同わ 文、光熱費等管型1'1軽減

る工事が多い。 の目的をもって実施され

る工事〈省エネエl)I)。

具体的 1再開+キヨ法(LoiQu i 11 -屋栂、外壁等の断熱工 日とDの工耶内容量幸照。 -玄関ホールの鉱張工事
内容 Ol)で定められた各部品 !fI -インターホンの投目

の交換及びI~Pj! 思Hl、外l¥t等の'Jjノド工 -配m慌の交挽
.iII仰 !fI -日転iji 自主Ij.jの ~i設
'/iI1ノフの交換 -外壁の壁面箆袋 ダストゾ A ート'I!li
-蛇口の交換 -エレベーター修PJl 自き品』の改.5

-内、外周り他共交険 -共nJJiiiの投目

決本 本部[改善組物保全部] 本部[改善泌物保全部] 本部[改善処物保全郎]
Bf¥ l a D i rec t i on de Tre ava- 13 Oirection de Trava- la Direction dc Trava-

ux cl du Palrl調。In UX ot du Palrl由。In. UX 01 du Palrl問。Inc
本部 [77;71及び管陸部

『司・ー・ー...回 4・ー・・・・ーー....・ 同"_--.時増幅..圃圃圃岡崎司..輔旬旬司 ‘'ー..・・----.ーーーー・・・・...・..

定団 団地管理事務所 団地管盟事務所 : 13 Dtroclion dos An-
地 Anlcnncdc Gcstion Antcnnc dc Ccstion : tnncs ot dc la Gcst-

:咽lon
‘-........ーーー・ーーーー・・・ー+

予;p; 本部から官理事務所Antc 本部の大j見IJ!修綿5か年 [揃助金] 本部の大規模11緒 5か年
nn.に配分された「保守 計画(ProgralllllcPluri喧 -国P.A. L. U. L. O. S 計画(PrograllllllCPI urト
修PJlJ予算で計上され Annucl dc gros Entrct- イルト )j日地方 Annucl dc Gros Enlrct骨
る。財源は、質的人から icn 01 dc Grosscs R~p- ?，ル・ト ・ 7~1 1r.\ icn ot do Grosscs R(!p-
の「家賃」、及び「管出 arat ion)の枠内に位低づ [貸付金] arat ion)の仲内に位置づ
光熱nJ(chargc)の中に けられる。 -パ リUj'"l/i金目i(Caissc けられる。
含まれている共滋賀によ 一部家賃より充当され、 d'Epargnuc dc Paris) [揃助金]
る。 桟りは県からのhfl助金、 -預金供託金陀(Caissc [貸付金]
賃貸借法 υ二JI1Jt長3に 貸付金が使われる。 dcs Depots 01 Consc-

より貸借入臼I!B)につい [制助金] i gnal ions) 
てはOPACが))1);皇制求書を fr""ドーγルm、ConsciI -家旗手当金lil1(Cai ssc 
送付する。 r î'l PI!光，~1'1 Gcneralからの行政古1)当 d'Allocation Falllill帽
」明朝lに記載される。 金。 a 10) 

工耶 工事の性質によりOPACI勾 外郎企業の脱争入札。 外部企業の館中入札。 外部企業の鎚争入札。

団地配属に作業111、Rcg- (Code dcs M畠rchePub-

ic dc Travaux或は外の liqs)に基づいて。

業者に発註される。

そ白{也 工事の実施にl則しては、 工事に伴う家¥1上打にまJ 改良工ヰIは、改.:5工事の

団地管P1!事務所Antcnnc しては、住宅手当日L( なかの(Opcrationdc R-

de Gcsl ionの判断に県づ Aidc PcrsonnalisC au 合h昌bililalionLourdc) 

1占、本 ~f\の改笹山物保全 Logc隈cnl)によって上昇 に該当する。家目上昇を

が決定する。 経千[Jを計り、入居者の住 mくので、全国IILMI11i
01'1の趨正u似を考慮す 人代表迎合と全国n借入
る。 代表迎合の1::)で合意が交

わされる。(AccordsCo-

llcclifs Nationaux du 
23.11.1983)住民希望t;.
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.住宅也菖且111刊百自民且費内訳 !権入額 住宅改畢且U計画出品に聞しては
F 京官四Eから計上できないので刊')iOJ

補助金，貸付によりYf施する.
借入金 83.0 

住宅改檀についてIl.
園 (PAWU問地方からの補助金"

補助金{園地方、県等) 183.2 際金̂ .リ貯留盆疎 開盆nutaV!CI
家勝手当金胤"・らの健{寸盆で行う.

合計 2十画1mについては
貸付金の他.県ICo.由iH白貯百"か

内訳
l歳入額

ら母子"1'1旦WIがある.

-土地鐙繍及ぴ新11111:宅u:引を
土地時売却 29.0 
分譲住宅の売却 28.0 
分譲住宅建設の事前借入金 17.0 
借入金 431.0 

合計 505.0 

表 7.5 日本 公団により実施されている各経建物管理の特徴

表 7.7 1986年 OPAC収支決算表

1938年 OPAC収支訣草表

・官理光愚費

歳出額 | 内訳

82.1 暖房費‘給湯費
20.0 共益費
14.3 オ道料

16.7 そE他(ルイ寸丁ミ処理畳録料)

133.1 1 合計

・→挺費

歳出頭 l 内訳

]
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作業活Rムgiede Travauxの倍措甚昏
経常修繕
管理人人件費
随員人件費
借入金返済
税金(不動産税、 pfij専説)
その他管理費
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(単位 100方7訂)

.管理班、担
i三官ゆ凪がλ居者からの管理光'-~tt
で針よされる.

~録lt
OP.~CO)---G経費の1I6.~~哩貧且入
で計上される.
J1i!収入のみについて見るとは
I借入金の返薄{続完ι封主及ぴ在宅苦
笹本集完当分-d5.4方FW.Z¥))
2修I!JR-6l.4方 F (30.55:)) 
3人件費-56.4万Ff27.IXI) 
に充当している.
記入に関しては
1.0P.Kの土足盆鋼、理畳からのltE
2県(CooseiH田町叫)からの禍却
金がある.



7. 6. 2.事業事務所Anlcnncd' DVS 

事業事務所Anlenned'HVSは、 OPACの{建物管理}の[改善]レベノレを専門に担当事業事

務所で団地更新事業DSQの住宅改善事業を実施している。

口技術部門Equiped'DVS 

まず、技術部門であるEquipeIIVSは、住宅改善事業の「調査」、 「企画・立案」、 「基

本計画」、 「実施計画」、 「実施」という一連のプロセスの中で、市町村等と調整を計り

ながら事業実施に関わっている。事業内容は住宅改善事業の工期(6ヶ月(住宅内部につい

ては 2ヶ月))を挟んで前後、次のような業務内容を遂行している。

1.基本計画、実施計画の作成

2住宅改善事業推進の為の会議『スタップ会議』の開催

3工事の発注

4事業の総監督

等が基本的業務内容である。その他、

5.0PAC r本部」、設計者 ・ 工事~~i負業者、市町村、管理部門Ce11 u 1 e Soc i a 1 e、一般管理事

務所Anlennede Geslionの技術部門との折衝、連絡等がある。

口管理部門CellulcSocialc 

一方、 Ce11 u 1 e Soc i a 1 eの業務内容は次ぎのとおりである。

i住民属性調査の実施

2住民の事業に関する意見、希望の徴集

3住民向けモデルルーム開設

4住民向け説明会の開催

5住宅手当APL試算(と住民への告知)

工事の進捗状況との関連でみていくと次のようになる。

・工事開始3-6ヶ月前

1. r住民属性調査の実胞」、 2.r住民の事業に関する意見、希望の徴集」
「住民属性調査禁」は、正規の「住宅手当APL申請書 (demanded' aide personalisee a 

u 1 ogemen l) Jに準ずるかたちのもので、OPACで準備される舎頴である。 r住宅手当APL申
請書Jは、 A.r世帯調査」、 B.r就業調査」 、じ「家族調査J、D.r家族以外の同居人調
査J、E.r APL支給の場合の払い込み方法」、 F.r誓約書」から成っている。これは住宅改
善事業後、住宅手当APLの受給が本格化するのに備えての、 APL試算の為の世帯?の蕊本調査

である。管理部門CelluleSocialeの担当者responsablede secleurが、自ら担当住戸を巡

回し、各戸当り 20分前後の時間で面銭形式で住民属性調査(世待人数、月収等を住宅手当

APL算出の際、参考とする。)を行う。又、世帯訪問の際、同時に住民の事業に関する意見、

希望の徴集を行う。

↓ 

7-22 

-工事開始 1ヶ月前

3. r住民向けモデルルームの開設」と 4， r住民向け説明会の開催J

住棟毎に工事内容が異なる為これらも住棟単位で準備されることになる。住民向け説明

会では、主として工事の進行状況を工事行程表に基づいて説明する。また、工事期間中の

建物利用の仕方についての説明も棟単位に個別に行われる。

伊lえli

A 共同玄関室を突出させて垂直方向に立ち上げるような空間改善を行う場合、前面の壁面

を取り嬢すので順次に共同玄関室を閉鎖して工事を行うことになる。その際、閉鎖に伴い、

その間の自宅へのアクセスは、 「隣の共同玄関室及び階段室」→「屋上仮設通路J→「自

分の居住している階段室Jという順序で行われる。

また、

B 練によっては、内部に納まっていた階段室を全面に張り出させることで従来の階段室部

分を住宅内部の面街地に充てようという意図の計画もある。これも、従来の個別玄関室を

排除してしまうので新しい玄関室ができるまで、一次的にベランダを利用して住宅への出

入りを行う。(図7.7参照)

スト yク更新事業でも、 「住宅改善」事業は、 「建て替えJ事業とは異なり 6カ月 iこ波

る工事期間中も入居者がそこで生活をし続づけられるという『居住の継続』を保証しなく

てはならない。よって、 「モデルルームの開設」と「住民向け説明会の開催Jは、工期中

の住民の生活の安全性と快適性を段低限保証するという意味で、Anlenned' HVSの管理部門、

Cellule Socialeの業務で重要な妥紫の 1っとして認識されている。

-工事完了 2カ月前

5. r住宅手当APL試算J (と住民への通知〉

住宅改善事業後のAPL試算をAnlenned' HVSの管理部門CelluleSocialeに於て行う。 r住
民民性調査」の調査票回収後、調査結果及び技術部門CelluleSocialeからの改善後の修正

床面積等のデーターをもとに「家賃」、 「住宅手当APLJ試J'):を行い、仮データーを住宅手

当を支給する家紋手当金庫Caissed'Allocalion Fami1ialleに送付する。

・工事完了15目前

家族手当金庫で住宅手当APLの汲終計算が行われ結果がAnlenned' IlVS管理部門Cellule So 

cialeに返送される。

-主笠主工旦

住宅改善事業の工事完了日をもって固とOPACの間で協約Convenlionemenlが結ばれる。協約

が結ばれるのと同時に家賃の値上がりが発生する。また、住宅手当APL受給資格も発生する。

以上の械に、管理部門CelluleSocia1eは、 「住民属性調査」→「住宅手当APL試算」→

7-23 
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住宅改善事業の工事予定表7.8 図
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「家族手当金庫への仮データー送付」→「家族手当金庫からのAPL最終計算結果の返送」と

いうように、住宅手当APL支給までに必要な一連の業務上のプロセスがある。住宅手当APL

試算をする際には、住宅改善後の住宅の居住水準を想定しての新規の修正床面積surface

corflgeを計算しrrI当りの単価を働けて家賃算出をする。新規の家賃、管理光熱費に基つい

て、さらに「世帯属性」を考慮し「住宅手当日LJの試算が行われる。

食住宅改善事業の位置づけ

Antenne d' HYSは住宅改善事業の為の事務所であるが、フランスに於て実施されている住

宅改善は、 《建物管理}の l穫である[改善]であるのみでなく、フランスの公的住宅政

策の中に位置づけられた施策で、国の誘導するスト y ク対策の一環として促えられている。

住宅改善は、国家施策の枠組みの中で実施され、よって財政的援助措置として、 1)住宅手

当、 2)改善補助金というかたちで固からの媛助を受けて実施される。事業の実胞にあたり、

住宅の居住者に対しては住宅手当、住宅の所有者である住宅供給主体OPACに対しては改善

事業の際の補助金交付というかたちで援助が用意されている。

a住宅手当

[改善]による住居関連質変化であるが、公団では、例えばライ 77" プ作戦のみに着

目すると、設備付加で例えば l改善項目当り 1650円/月と、負担額が明示されて基本家賃

に加算されるしくみであるが、フランスでは改善項目が点数で計上され家賃算定の蕊礎と

なる修正床面積surfacecorrigeに反映される。公団では家賃の上昇率は、改善項目が少な

い為改善後も平均で10%を上回ることはない。これに対し、 OPACでの[改善]は、 [大規

模修繕1+ [改良]の慨念に基づき、 [改善]項目が全部で64項目もあり、必然、的には家

賃上昇は大きなりく改善後40-50%の上昇をみる結果となる。改善事業の「事業の大きさ」

と「家賃への影響力の大きさ」に大きなi主いがある ことがわかる。住居自負担面での事業

の影響力の大きさは、負担を軽減する為の措置、つまり住宅手当等の財政的措置のあり方

と関わってくる。財政的媛J!lJ措置があるかないか、あるとすればどのように関わってくる

かといった問題である。フランスに於ては、公的セクターで[改善]は個人の意志により

選択可能なものではなく、留また住宅の管理主体であるOPAC等の:l'i:任により実施される。

住民に工事実施の選択権はなく強制的に行われる訳で、よって後に生じる家賃上昇に対し

ても国の質{壬に於て住宅手当というかたちで住民に財政的奴J!lJをし、ある程度経済的負担

をカパーしなくてはならない、というシナリ オが存在している。OPAC等公的主体は、 改善

にあたり補助金PALULOSを受けるが、 その際協約が固と住宅供給主体の間で結ばれ、協約に

は(1)最低居住水準NMIIを達成すること、(2)家賃を基準以下に抑え ること等条件が示 されて

いる。また、それらの条件を具備する ことによ り、反対給付的に住居の賃借入には住宅手

当APLの受給資格が与えられる。住宅手当によって賃借入は住居関:i!I!'IIlの上昇にも関わらず、
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適正な住居費負担を維持できることとなる。

b改善繍助金

又、固からの、住宅改善事業工事を実施する主体への財政的緩助措置としては[改善]

に対する補助金制度がある。フランスの場合、 1977年に面的整備事業が公民で始まり公的

団地で団地更新事業HYSが開始された時から、園、及び地方公共団体が住宅改善を財政商で

支侵してきた経緯がある。園、県レベルからは改善補助金が出ている。固からの補助金は

PALULOSと呼ばれるもので1967年12月31日以前に建設されたIILM住宅の為の改善補助金であ

る。住宅改善が集団的に実胞されるDSQ事業に於ては割地し揃助がつき通常工事費の20%ま

でのところを30%まで補助される優遇措置があり、国家事業である団地更新事業DSQのなか

で実施されている利点が見られる。一方、公団の場合は、住宅改善事業は{建物管理}の

一方法に過さず工事規模も小さい。改善の費用は財役からの貸付金で賄い、低利融資とい

う点で優遇されてにすぎず、補助金のようなかたちでの国の積極的な財政支緩は見られな

L、。

7.6.3. 住居I刻述'J1支払い相談窓口PerllanenteSociale 

次に、住居関連費支払いが困難な世帯に対して設けられた専門の窓口Permanente Soc i a 

1 eの業務内容、業務状況、設置理由について検討したい。窓口PermanenteSocialeは団地

更新事業DSQが1982年に開始されたのと前後して設立されていることからも理解されるよう

に住宅改善事業との関連で誕生したものである。

OPACでは住居関i主賀支払いが困難な世帯に対して積極的にP.Cへ相談に出向くことを奨

励している。ショワジー ・オノレリ一団地を抱える オルリー市に於いても市長自ら団地住民

に宛てて支払い困難者は可能な限り窓口P.Cを利用する旨の普簡を送っている。(資料7

参照)

住居関連質の支払いの問題処理は次のようなチャートで示される。

。フランスの湯合

・家賃滞納2ヶ月目 OPAC本部の会計担当TresoreriePrincpale de l'OPACから督促状

の送付

↓ 
ケ スl滞納者は20日以内に支払いを行う。

ケース2滞納者は、支払いが困難な場合は相談窓口PermanenteSocialeに出向く。これ

に対し、 P.C.では世帯の所得状況、家族状況等を考慮し支払いの解決案を出す。

①Tresor Publ icに対して滞納金の分割仏いの申制をする。

②OPAC内の検討委員会Commissiondes Affaires Sociales de OPAC (委員長は

Union Deparetement C. G. T.)にかける。
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-滞納者が20日以内に支払いも行わず又窓口PermenanteSocialeにも出向かない場合は、

Tresor Public は滞納金を強制回収し、 OPACは賃貸借契約を解除し強制退去を命 ずる 0

・以上の措置でも解決不可能な場合は、裁判所に持ち込まれる。

原則として日本に於てもフランスに於いても滞納者に対する扱いは同様で最大限の努力

義務を要求するものである。しかし、支払い困難者に対しての救済策に途いを見ることが

できる。日仏ともに、家賃の内訳の中に空き家損失分を揃演する目的で家賃引き充て分(

日本の場合はo.o%程度)計上されているが、これは滞納者未払い分に充てる目的で用意さ

れている訳ではなくあくまでも入居者がいない問の損失補境分である。

フランスに於いては、滞納者に対してどのような社会的救済措置が用意されているのだ

ろうか。社会保障の一環で、 OPAC内似も、 「団地」レベル、 「本部」レベルで各々担当者

専門官のいる、 (1)窓口PermanenteSociale、(2)委員会Commissiondes Affaires Social 

esを段階的に設け、その解決に当たっている。例えば、図が1/3、OPACが1/3、本人が1/3と

いうようなかたちで一定期間支払い方法を検討しているのが皆目される。フランスでは、

住宅供給主体の中機構の中にある「和議」による個別解決のシステムが家賃滞納を処理す

る際の特徴として挙げられる。

。日本のt昌合

・家賃滞納 1ヶ月目(中旬)本社からの督促状の送付
↓ 

・家賃滞納 2ヶ月目(中旬) 管理事務所の管恕主任が戸別訪問し支払いを促す
↓(その問、滞納者は管理事務所に支払いにくる。)

-家賃滞納3カ月自 公団は賃貸借契約の解除し強制退去を命じる。
↓ 

・以上の措置でも解決不可能な場合は、裁判所にj寺ち込まれる。

日本の場合は、家賃を収納するプロセスの中で管理主任が家賃滞納者と面接し支払いを

促しはするがそれは「相談」ではなくむしろ「勧告」と呼ぶべき性質のものであり、支払

い方法については選択、検討の余地がなL、。フランスの地方公共団体や住宅供給主体等に

よる一定期間の〔住居関連'1'1.の一部の代行支払い〕や〔分割払い〕の検討等に見られるよ

うな救済 γ ステムは存在しないのが実状である。

我が国では、公団の湯合、家賃滞納者の割合は入居世帯全体の0.5%-0.7%と非常に少

ない為、専門の窓口開設にまでは至らなく管理主任の戸別訪問、勧告で充足してしまうと

言われている。また、 iill用状況もよく失業率も 1%前後に留まっており住居関連強の滞納は

むしろ例外的事例として受け止められている傾向がある。従って救済策を必要とする理由

もない。

フランスでは、基本的にはヨーロ yパ諸国全般に見られる失業率の高さを理由に、改善

事業と無関係に既に家賃滞納者の処遇問題が問題化していた。団地更新事業DSQの住宅改善

事業によって引き起こされる住居関連費支払い困難への対応策として相談窓口としてPerm
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anente Socialeの設立が決定されるに至る。改善事業後(現在第4期目であり全ての住戸

に於て住宅改善が終了し住居関連費値上げが実施された訳ではないが)当該団地では入居

世帯の家賃滞納率は約10%で、この比率の高さは問題の大きさを表している。住居関連費

支払い困難が恒常化していることが社会的救済の γ ステムの形成を促す要因となっている。

フランスに於いては近年、固とHLMと地方公共団体の問で、新たに「連帯の為の基金J ( 

FSL:Fond Solidalite du Logement)が設立された。その設立目的は、公的住宅の家賃滞納

者の救済にあり、実際には、 「世帯状況の審査」、 「公共団体等からの資金の配分」を行

っている。管轄の省庁は、建設、大蔵省の 2省で、資金は国及び県から同額が出資される。

同基金は、 HLMが採算性を重視し入居者の家賃不払いを恐れて入居者選考が中間所得者層に

シフトし、本来、住要求が最も大きい低額所得者の入居が滞るという状況を回避する目的

でつくられたもので、今後限られた財源の中でL、かに効果的に状況に対応していくかが着

目さ j，ょう。

団地内のPermanenteSocialeは、 HLMに移民世格を多く収容している為、窓口による懇切

丁寧な相談業務は、 〔相談先がないこと〕、 [書類作成(替き込み)等に対する不mれ〕
といったハンデイキャップを持つ移民の同化対策の軸から見ても評価を受けている。

7. 7. 結論

百Iiに仮定として述べたように、 1)組織面での対応、 2)権限委設の皮合から、日本の公団

の「支社Jと「営業所」の中間的形態がフランスのOPACの「本部Jにあたり、公団の「営

業所」と「管理事務所」の中間的形態がOPACの「管理事務所JAntenne de Gestionにあた

ると結論づけられた。ここでは、管理業務の中では住居関連資関係の業務が大きなウエウ

ィトを占めている点、が白本と対照的で、家賃(共益'1'1.はこの中に含まれる)管理光熱白等、

住居関連資の収納業務同僚、データー管埋もなされ、住居自負担率をチェックし、住民が

適正負担できるよう誘導している点が着目される。技術関係業務から見ても、一定の{建

物管辺}工事に関して実体的な決定権や工事の発注権等が与えられている等、管Iill事務所

に委設された権限は大pきいことがわかる。一般管理事務所Antennede Gestion は、業務内

容のみからでなく、その1)容易なアクセス、 2)迅速なサービス供給を保証するという地域

密着型の管理形態そのものが評価の対象となっている。地域に密着し、 「入居者の顔を識

別できる適正な管理規模」、 「常駐しているスタ y7 J、 「日常生活レベルでのコンタク

ト」を保証する地域密着型の管毘は、コミュニティー形成上効果を上げていることが各種

デ-7ーから実証されている。 DSQ事業を必要とした背景を振り返ると、建物老朽化等の物

的姿因に加え、コミュニティーの社会的荒廃、パンダリズム等社会的要因が根底に存在し

ていた。表7 はオルリー市の各担犯罪件数の惟移を1983年、 1985年でみたものである。

1985年に於いては全ての極類に於いて犯罪件数が減少しており、オルリー市のM.Olivier

Charasson氏は、これは、 85年より実施された団地管湿の地域密哲化でAntennede Gestio 
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nに負うところが大きいと言及している。住民サイドの評価に着目すると、 1987年にOPACが

実施した『居住実態アンケート調査』刊の結果から、①Antennede Gestion存在をよく知

っていると回答した者が68%、②訪問経験7リと回答した者が半数の52%、また③oPACに

とり好ましい存在と回答した者が46%と、慨してその評価は良い。しかし、地法密着化の

団地管理体制そのものは評価するものの、『団地更新事業DSQに関するアンケート調査~ 2> 

の結果によると、改善後なお「居住に対する関心事Jを尋ねると、①パンダリズム対策

67耳、②安全性 59%と、コミュニティーの治安維持が依然住民の要望として上がっており、

フランスの団地管理の背最にある厳しい社会状況が伺える。

また、フランスでは、 Antennede Gestionに代表されるように権限を強化した団地内に

ある地坂密着型の事務所が日常の管理業務のみでなく団地更新事業DSQの後進を大きく支え

ている実態を明かにしてきた。まず、事業自体に直接的に関わるものとしてAntenned' HV 

Sの技術部門がある。通常、物的な団地更新事業の実施であれば、この技術部門のみで事業

の推進が可能なはずである。しかし、事務所の業務内容の分析から、実際には「本部」か

ら権限を委譲され団地内に分散配置された各種事務所 4種中 3磁までが、 (正確に述べる

と4番目のRegiede Travauxは「包絡の為の作業所」であるとすると、これはむしろ例外

的でこれを除外し事務所 3種類全てが)団地更新事業DSQと直後的、間後的に関わっている

状況が明かにされた。

Antenne d' HVSのCelluleSocialeは、団地更新事業DSQの管恋!部門でソフトな分野を担当

し、 「モデルルームの開設」や「住当別説明会の開催」等を行っているが、 主要業務は、

事業後の家賃上昇を受けての住宅手当APL受給の為の「住民属性調査の実施J、 r APL試算J
の方である。また、住居関連資支払いの相談窓口PermanenteSocialeは、改善後、支払い

困難が生ずる状況に対応する為OPAC内で成立した γ ステムであるが、制度的なものとして

近年基金FSLの設立があり、社会的制度全体としても充実の方向にある。

こうして総合的にみていくと、団地更新事業DSQの事業惟iffiの中心は、 Antenne d' HVSに

あるものの、(也の事務所や部門も事業を直践的、或は間後的に支侵する目的で設立され機

能している状況が日月かにされた。{コミュニティーの保全}、 《住宅手当}、 {住居関連

主主の適正負担》といった事業から派生する二次的課題への取り組みが必須で、各種の事務

所Antennede Gestion. Antenne d'HVS、PermanenteSocialeに於て行われている。とり

わけ、住居関連釣関係の管理については、 3径のいずれの事務所でも内容、程度の差はあ

れ関与している実態が明かにされた。フランスでは、公的住宅政策の中で、スト yク対策

としての「更新事業DSQJとそれに関連する「住居関連自上昇」への対処という大きな課題

が存在し、その実現に向けて、政策全体の枠組みの中で、またOPACという機構の枠組みの

中で、 「制度」なり「ゾステム」の整備が必要とされている経総が理解される。事業から

派生する二次的課題への取り組みはOPAC田村、らの一方通行的な業務処理では効果の上がら

ないものである。事務処理的業務と、住民との直後的な「協議」、 「相談」、 「情報鑓供J
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を通しての{地i或密着型}で初めて可能な業務とがある。パンダリズム、犯罪、団地荒廃

を防止するようなコミュニティー管理体制、住宅手当制度、住居関連貨の管理等の γ ステ

ムを各事務所の地滋密着化の中で強化させ、事業との関わりで有効に機能するよう計画し

た事業周辺部課題も含めての{事業の成立}というものを改めて評価する結果となった。

ちなみに、団地更新事業DSQに対する住民の評価であるが、先の『団地更新事業DSQに関

するアンケート調査』によれば、①団地レベル全体で評価 73耳、②住宅改善を評価 73% 

と、満足度が高い。また、団地外居住者について反応を見ると、①事業が有効であった

75%、②市の果たす役割を評価 91 %と、団地内居住者同械好意的な評価を得ている。

ここでは純粋にフランスの問題を抽出し評価を行った。日本を娠り返って、団地管理の

地I或密着化が日本の更新事業の実践に有効かとうかは、今後日本のスト y ク更新事業の周

辺部課題の荒い直しの作業をすることによって明らかにしていくことが可能な問題である。

どの搬な課題があり、管理の地域密着化を必要とするか否かの判断が要される。今後、日

本の公的団地に於て管理の地域密着化が将来的に要求されるとするならば、それは「住民

の高齢化」印、 「婦人の就業率の士自加」山といった現状に基づき、昼間のコミュニティー

管理が地域レベルで手薄になることという予測を踏まえてのことであろう。 (1)住民が容易

にアクセスでき、 (2)サービスを迅速に供給してもらえるという、フランスのOPACに見られ

る地峡密着型の管理事務所Antennede Gestionのような存在ではないだろうかoAntenne 

d' HVS、PermanenteSocialeのようなソフト的課題の取り組む事務所の存在は総合的な管理

の取り組みの中で非常に実態に即して評価の高いものと結論づけたが、日本の実状に対し

て直接的参考になるとはいい難くあくまでもフランスでという土縫での総合的な団地管理

分析の中で評価したのにとどめる。
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8 主主 担壬主.~

8. 1はじめに

本章に於いては、各誌で考察、分析してきたフランスの団地更新事業DSQに対しての総合

的評価を行うものとする。団地更新事業DSQが、論文の章だてにも見られるように、更新事

業自身の総合的施策としての性格もさることながら、他の制度、ゾステムによっても支え

られ、社会的制度の大きな広がりの中で成立していることが実証された。

8主主では、前半の [8.1 フランスの団地更新事業DSQに関する評価]では、 1)団地更新

事業DSQの国の政策下にあるスト yク対策としての位置づけ、実績の評価、及び、 2)1983年

の都市計画制度の改正による、市への権限委譲下での事業実施の可能性を明かにし、整理

していく。例えば、更新事業が、マニュアライズされた物的更新に終わるのではなく、担rJ

t由的な状況に対応し得る力量と権限を備えた事業として要求されるようになってきた状況

に着目する。そして、最終的にフランスの団地更新事業DSQを中心とした総合的団地管理に

関する評価を行うこととする。

後半の [8.2 日本の公的団地管理に向けて]では、前半で得られたフランスでの知見

をもとに、日本の今後展開される更新事業及び団地管理に向けての提案をしている。

今後、日本では、高齢化の加速や、婦人の就業等によって、昼間の団地コミュニティーが

弱体化していくことが予測される。日本の公的住宅管理の現状を振り返って、更新事業、

及び日常の団地管理について、こうしたコミュニティーの入居者変化に対応した準備体制

ができあがっているとは言い難い。そこで、ここではフランスの更新事業で得られた知見

も参考にして、日本の公的団地の更新事業、及び団地管理に関して物的胞策よりも、むし

ろ物的施策に伴うソフトの施策の充実を提唱、提案している。
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ι1. フランスの団地更新事業DSQに関する評価

本研究の中で、回地更新事業DSQに直後的に関係している論述は、 34i:から 5章までの

部分で述べてきた。終章となる本章では、結論として、フランスに於ける公的団地の更新

事業、団地更新事業DSQを中心とした総合的団地管理のありかたについてまとめ、評価し、

最終的研究の結論として位置付ていくことを目標とした。

8. 1. I 団地更新事業の発展的経総-llVS事業か らDSQ事業へ

団地更新事業の若礎矧は1977年から 19B2年までの白地更新事業HVS時代であったとすると、

団地更新事業の充実期として位置づけられるのが、 HVS事業を発展継承させたDSQ期である

点、について述べた。

IIVS事業に於いて既に団地更新事業は、いくつかの財政的俊助の制度を伴うかたちで発足

を見ている。 I住宅改善」に対しては、同年に公的賃貸住宅改善の為の国の補助金PALULO

S (Prime a l' Ame1ioration des Logements a Usage Locatif et d・OccupationSocia1e) 

が発足し、また改善に伴う住居関連主主上昇については住宅手当APL(Aide Personna1 ise a 

u Logement)を、改善事業による居住水準の向上を代替条件に支給することを決めた。ま

た、その際には賃貸住宅の家賃の上限が設定され他。団地更新事業IIVSは、 1977年に発足し

た面的整備事業であったが、事業主体は市町村であったにも何らず事業内容は住宅供給主

体OPACが行う「住宅改善Jにほぼ終始し、その為事業の中での市町村の位置づけ、役割は

確立されたものではなかった。それに対し、 DSQ事業は、その開始を見たのがフランスに於

て都市計画権限が地元市町村へ移設された1983年以降で、都市計画が市町村主導で進めら

れる基鍵が出来上がっていたという状況が前徒にある。 IIVS~I}業では 、 ほぼ「住宅改善」と

いう物的更新のみに終始し「住宅改善」以外の項目だては見られなかった。しかしながら、

当時の団地の荒廃状況に対して、 「住宅改善」のみからアプローチしたHVS事業では対応し

きれなかったという反省から、次に誕生したDSQ事業では物的更新についてはその領減を「

住宅改善Jから「団地レベルの物的更新」まで広げ、また、入居者、住民対策という新し

い視野から団地更新事業を備隊し、 「社会活動事業Jというプログラムを用意した。その

為、特にDSQに於いて「社会活動事業Jを導入したことで、制度の運用面では省際的取り組

みが図られるようになり、既存の省庁の下部組織、さらに既存の協会、団体の活動を事業

の枠に取り込みソフトの各課題に対して対応していっている点は、HVSと比較して事業が制

度的にも大きく発展していっている状況を読み取ることができょう。

ι1. 2 団地更新事業DSQの内容

1)団地更新事業DSQの目的
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団地更新事業DSQの事業の柱から見ると「住宅改善」、 「団地レベルの物的更新」、 「社

会活動事業」の 3つに分類されるが、事業目的は大きく分けて 2点、に集約されよう。

(1)国の政策を受けてのスト yク対策として「住宅改善」を実施していくこと。

( 2)大都市郊外部に越設された公的大規模団地grandensemb1 eで、 80年代初頭全国的規模で

起こってきたパンダリズム等団地の社会的荒廃に対し、実効ある措置によって団地の活

性化・再建を果たすこと。

2)団地更新事業DSQの制皮的特徴

(1)事業を実質的に市主導で実施する。

事業の内容が「住宅改善Jの領I止を出て「団地レベルの物的更新」、 「社会活動事業J

まで広がりを持ったことに伴い、市が実質的に事業に関与する度合も高まっている。

( 2)事業を市の都市計画事業と整合性をもって実胞する。

HVS事業では、事業が団地内部で完結していたのに対 し、 DSQ~I}業に於いては市町村の都

市計画と絡めて、市及び市の周辺市街地も含めた広がりの中で事業を促えていくことが

可能となった。

( 3)多数の事業主体による憤断的パートナーシ y プで事業を実施する。

「社会活動事業」については、国の省庁の既に確立された組織網や各省庁管轄下のプロ

グラムを非常に有効なかたちで取入れ利用している。

3 )団地更新事業DSQの『柱』 を見る視点

。「住宅改善」 ーー・団地更新事業DSQの中の「住宅改善」の部分については、国のスト yク

対策として位置づけその実績を評価する必要がある。段低居住水準NHMの達成状況他、、改

善の実施状況を明かにする。

。「団地レベルの物的更新」・・・…①団地の内部で実施している面的笠備、また②団地の境

界上で市が実施している都市計画事業の団地更新事業DSQへの効果、についてまとめ、50年

代、60年代に建設された田地の地理的欠陥を揃う ものとして評価している。

。「社会活動事業J... ...団地再生に向けて、長期的には住民の日常生活の向上が団地コミ

ュニティーの安定に寄与するという視点に立ち、 「社会活動車業」は特に団地荒廃をもた

らしている社会的要因に対して有効なプログラ ムになり得ているとして評価を受けている。

B_ 1. 3. ショワ ジー・オルリ ー市に於ける団地更新事業DSQの展開

実際には、団地更新事業DSQは1984年-1988年までが第 IJ明、 1989年-1993年までが第 2

期とされている。第 IJ切では、主として「住宅改善Jが中心に実胞されている。ーノョワジ

ー・オノレリ一団地の伊|を見ると、 「住宅改善」の実績は、1988年時点、でのDSQ事業計画書で

は、 住宅改善第 1J羽 (1984-1985)では632戸、住宅改善第2WI(1985-1986)では 1.484 

戸、住宅改善第 3WI (1986-1987)では1.441戸となっている。ゾヨワジー ・オノレリ一団地

では 、 DSQ<I~ 業に第 1 M、第 2 WJと引き続いて参加し、1984年から 1994年までの合計 10年を
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事業期間としている。ケーススタディー団地ショワジー・オルリ一団地では、 DSQ第 l期に

「住宅改善jが修了し、 DSQ第 2期に入ってからは 「団地レベルの物的更新」が開始される。

市は、市の都市計画の中でDSQ事業を市の中心的な事業のーっとして受けとめ(市の人口の

60%が団地住民であることから)、市の行う他の都市計画事業と同ーの土俵に載せて計画し、

事業問の調整を図っている。団地周辺部で実施される (Banlieue89) や (ZACde Nouvel 

et)、さらには市庁舎の移転を、団地更新事業DSQ事業に時期的に空間的に抱寄せて行うこ

とにより事業の一層の効果を高めている。これらの都市計画事業他によって、これまでの

公的大規模団地grandensembleが抱えていた地理的孤立性、市街地との連たんの欠如等の

問題点.をかなりの程度まで解決することが可能になった。団地内部で事業が完結していた

団地更新事業第 11切に対し、第 2矧は、団地内部に於ける更新はもちろんのこと、市のサ

イドの都市計画とも関係して団地と団地外部との関係をいかに処理していくかという視点

から団地更新事業の意義が新たに促え直されるようになってきた時期として見ていくこと

ができょう。 r社会活動事業」という住民対策、入居者対策のプログラムは、団地更新事
業のDSQ時代になって初めて誕生したものであるが、 DSQ第 1WI、第 2Mと一貫して存在し

重要な事業の柱として定者している。

さらに、時期的な制約から実態を考察する機会には恵まれなかったが、制度的には、 DS

Q第2期より、団地更新事業DSQは「都市社会開発」という地域更新の為の都市計画フレー

ムの中で、主要な更新事業として位置付られ、{也の物的、非物的事業と抱合せでの事業実

施が可能となり、より即地的な対応が可能になっていくことが予jWIされる。

8. 1. 4 住宅改善事業の位世づけ

1)住宅改善の誕生した背景

フランスでは70年代にオイル・ショ yクを契機に政府が将来的住宅スト yク更新に関する

議論を重視したが、これは戦後初めての大きな住宅政策の転換へのたたき台となったもの

で以後のフランスの住宅政策の方針を決定し、計画を誘導していくのに極めて重要な役割

を果たしたと言える。

政府が緊急にス トyク更新に関する議論を必要とした要因は次の点にある。

(1)オイル ・ショ y クを経験し、以後緊縮財政の中で住宅予J?:を確保していかなくてはなら

なくなったという時代的背景。

( 2)戦後の住宅難を解消する目的で、 50年代、 60年代と「建設Jに終始し「修繕」・「改善J

が後回しになっていた為70年代に入って国の住宅ストックの約1/3にあたる最低居住水準未

満の不良住宅スト yク670万戸余を抱えている実態が調査により明かにされたという背景。

政府が最低居住水準の観念を見直し、それ以下の水準のものを集団的に、効率的にひき

あげてい く手段、財政的裏づけの必要性を認識し、必要な稲庖の制度を大胞に作り上げて

いった効果は大きかったとして評価できる。
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1 H 
血 N.

社会状況・住宅H，~→住毛・ストアク状況に!刻する →政策方針の決定 →制度の発足

状況の認識 報告持の作成 『住宅政策の大転倹J 1977年

1967年 1973-1975年 1975年 l住宅改善補助金

住宅調査 ・/7報告

-ハ'ール報告

.HLM白舎

2) r住宅政策の大転換』

2面的整備事業

「住宅の質」、 「財政3住宅手当制度

援助の効率化Jの為の

検討委員、 Iドール委員会

の設置

これは、今日の住宅政策にまでその基本路線が受け継がれている、フランスの戦後の住

宅政策の中で最も大きな成果であり改革であったと言えよう。

(1) ~石への援助』の体系を整備し直し、特にその中で住宅改善の為の媛lliJ を重視した点、

( 2)また『人への援助』については、住宅手当を従来からある社会福祉的観点、からではなく、

住宅政策の立場から新しく創設していった点、さらに (3)住宅改善を事業の主軸に位く 『面

的整備事業』を一般市街地、団地各々を対象として発足させた点、の3点、を 1977年の住宅

政策の大転換がもたらした改革点として挙げることができる。

研究テー?である団地更新事業は、その誕生に際して上記の3つの制度の発足があって

可能になっていったものである。

(1) r石への援助』

『石への媛.Il.iJ.lとしては、 「主主投」に関するものとして、1977年に民間賃貸住宅建設融

資PLA(PretLocatif Aide)が、また持家取得融資PAP(PretAide en Accession a la Prop 
rielピ)が発足した。 r住宅改善」に関しては、公的住宅向けにPALULOS(Primea l'Am引 10
ration de 10gemenlS A Usage Localif et d'Occupalion Sociale )、持家向けに住宅改善

補助金PAII(PrimeA l' Am創ioralionde 1'lIabi tal)が、民間借家向けに住居改善全国事業

団(AgenceNationale pour 1・Ameliorat ion de l' Habi tal)の繍助金がつくられた。また、

1977年は、 「建設」、 「改善Jに関わる怖助金制度が改正、整備された年で、その中の公

的賃貸住宅改善桁助金PALULOSによって、団地更新事業の「住宅改善jに対しての財政的裂

づけが得られたことになる。 PALULOSは、 1977年に発足した時点で、 1967年12月31日以前に

建設されたHLM賃貸住宅の改善目的の補助金である。補助金を受ける見返りとして、改善後

は国で定める最低居住水準NJlMを満たすことが条件づけられている。

(2) r人への援助』

『人への侵助』とは、こうした国を挙げての住宅の改善奨励策に基づいて、改善に伴う住

居関連自の上昇に対して、入居者保護の視点から入居者の支出を一定に抑える目的で創設
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されたものである。実際には、一定居住水準を満たした改善のみでなく、新規建設の住宅

入居者も対象となり、 nに改善奨励のみの立場からできたものではないが総じて居住水準
の向上の寄与している。

(3) r面的鐙備事業』

最低居住水準未満の住宅の震の多さを目前に、 「単体改善」から「柴田的改善Jで対応

していこうとして面的強備事業が、公共、民間両方で発足したのも 1977年のことである。

一般市街地を対象として、 『住環境撃備プログラム.!OPAHが、公的団地を対象として『居

住と社会生活JHVSが発足する。公的住宅改善のPALULOSにより、通常工事'lJIの20%を補助す

るが、この団地更新事業HVS、DSQでは補助率は30%にまで引き上げられ、さらに特例的に4

0%までの引き上げを認めるというものである。集団的に改善を実施していく団地更新事業

が優遇している措置であることがわかる。

3) r住宅政策の大転換』の意図する点
1977年の『住宅政策の大転換』の方針は、結局既存の劣悪ストックを緊縮財政の中で将

来的に有効利用していく為の体系的なしくみをいかにflljり出すかという点に集約されてい

ると言えよう。 1977年は、改善を袋図的に実施していく「手段」としての面的整備事業、

改善を実施する「財政的裂づけ」としての改善補助金、また、改善に{半う住居費負担を一

定に抑える目的で「支援措置」としての住宅手当と、改善というストック更新を可能にし

ていく『道具廷で』が出そろった年であるとして特別の評価ができる。

この 3つは、 1948年に誕生したフランス独自の事業成立の契約手法、協約Conventionに

よって相互に関係ーリンケージが保たれることになる。協約Conventionは、 1948年法でで

きた概念である。 Ihl約は国と住宅所有者の聞で交わされる契約で、改善補助金を受ける見

返りとして、改善後は①国で定めた最低居住水準NlIMを満たすこと、②家賃の上限が条件つ

けられている。また協約の中で、住宅改善補助を受けて改善された住宅の居住者に対して

は、住宅手当APLの支給が確約されている。住宅手当APLは、個々の世帯の所得、世帯人数、

住居関連支出等から割り出されるので対人化された手当であると言われる。しかし、対人

的である前に、一定の居住水準を満たしていることという前提条件があるので、対人的で

あるまえに対物的な手当とも言える。国はスト yク対策を推進する為、改善行為に対して

改善補助金という「飴」、最低居住水準の確保という「縦」の部分を住宅所有者に示し、

一方、その条件を満たした住宅の入居者に対しては住宅手当受給資格を与えるという「飴」

のみを与えたものである。リンケー γ はCoventionという手続きをとることによってのみ可

能である。 Convenlionによって居住水準に関して縛り付けがあり結果的にスト yク対策に

貢献しており、手続きとしてのConvenlionの果たす役割は大きいとして評価できょう。

8. 1. 5. 団地更新事業DSQの評価

・団地更新事業DSQの事業主、I象地区11otScnsib1c 
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1984年以後、 「住宅改善」は通常の「住宅改善Jと、総合的更新施策の中に位置づけて

行なう「住宅改善Jに2分されることになる。イルト・77n.地方に立地する公的大規模団地

grand ensemb1eの半数が、団地更新事業DSQの事業対象地区IlotSensib1eに指定されてる。

半数が事業対象地区に指定されているにもかかわらず、事業対象地区の住宅数が伐と低い

のは公的住宅が大規模団地以外の1.000戸以下の小規模なまとまりでも相当数建設されてい

る実態を示唆しているものである。

この事業対象地区は、住宅の老何度と同時に、団地の社会的、物的荒廃伎を勘案して決

定されたものであった。後者に対応していくものとして、新たに「団地!レベルの物的更新」

、 「社会活動事業」という事業の柱が、 1984年の団地更新事業DSQで設けられることになる。

団地更新事業DSQ第11明(1984-1988)に於ては、全国128の事業地区で開始され、全国で公的

住宅約340万戸のうち 17万戸、つまり対象を5%に絞り 5か年第 1WIに於いて改善した。この

公的住宅金体に占める団地更新事業DSQ事業対象地区の公的住宅の割合は、イル・ド・7jiλ地方

に於ても伐とほぼ同等である。イbト'・ 7jn.地方について見ると、第 11VIの5年間で、 PALU

LOSを用いた公的住宅の改善自体について皆目すると改善率は29.9耳、 DSQ地区の改善率は、

65. 6%と2倍以上のものが記録され重点的に財政投下をしている状況が明かにされた。

1) r住宅改善J

まず、フランスの更新事業が改善により実施されるが、日本の公的住宅で実施されてい

る改善とは全く異なるものである点を明記したい。

国のIf主進する事業としての改善事業の必要性は、まず最低居住水準NlIM(NormelIabi tat 

Minimale)の達成にあった。住宅改善事業の結果、最低居住水準と言う点に関していえば、

「面積水準J、 「設備水準」ともにほぼ水準をクリアしていることが、家賃算定の基礎と

なる修正床面積表に見る変化より明かにされた。但し、 「面積水準」に関しては、増築を

しない限り面積基準を達成することができないが、最低水準との差が l室居室を地*する

までの面積差に至っていない為にF2Jイプ-F4タイプでは現状維持のままであると判断さ

れる。

最低居住水準NMlIに表れる以外の改善については、修正床面積表からではその実態を把握

することができない為、実際の工事細目一覧表の作成を行いそれより読み込みを行なった。

その際に次の点に留意する必要がある。

用誌として R巴habilitation:Am白lioralion+ Reparation 

(改善) (改良) (修繕)

フランスの住宅改善工事は、 「改良」 、 「修繕」を細かく設定区分しており、 64項目中、

36項目と半数までが、居住7J<i.¥fjを今目的水準にまで引き上げる「改良」に該当する工事で

ある点が注視されよう。この「改良」の部分に「改善事業」の特徴が梨約されている。 r

改良」には、住居水準向上の為の工事と同時に団地更新事業DSQの課題である治安、安全性

等をクリアする目的での工事、例えばオートロ yクの共同玄関機等の項目もある。
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これは、現在の住宅改善事業が、その「改善Jという手法によって建物老朽化という物的

課題だけでなく、コミュニティーの荒廃、パンダリズム、ソーゾヤ Jレミ yクス等社会的諜

題に対しでも積極的に対処する必要に迫られている状況を示している。

また、住宅改善に振り向けられる改善補助金PALULOSの使途の内訳を、改善工事種類別ひ

見ると、 8分類された工事種類のうち、省エネ工事が第 l位に挙げられ補助金総額の59.9 

8%までを占めている。フランスに於ては、集合住宅では集中暖房以jAが一般的で、その為

光熱費が住居関連貨の中で大きなウエイトを占め、年平均で光熱'f'I.は家賃の3割-4割に相

当する。そのような状況下で、光熱費の出資を最少にするかたちでの省エネ工事が住宅改

善の工事の中で奨励されている。フランスの住宅供給主体に於いては、 「家賃Jと岡崎に

「光熱費Jの徴ulも行い、住居関述住空I比率の概念に基づいて世帯?の住居関連資の把握ま

でを管理業務内容としている。住宅供給主体が住居関連~'1の管理にまでも関与していると

いう管理業務の実体との関係からも、住宅改善事業に於て省エネ工事が重視される拝啓を

理解することができょう。改善事業の工事内容は、多岐に波る。フランスの改善事業に於

いては、』国体は残し後は殆どの設備Ilfl係に関して改善を実施するという方針が明らかにさ

i'1t.こ。

フランスの改善事業は日本の建替の'f'I.用コスト程ではないが、戸当りの総工事担は 1985

年時点で110.000F(3300.000円)と相応の費用コストを要する更新手法である。

住居関連費の変化から見ると、フランスの改善に於いては、日本の建替の場合とは異な

り家賃が3倍にまで増加するような住居関連費の激変は見られない。家賃、光凱賀の合計

である住居関連資の上昇率は、 33.5% (家賃42.2%、光熱'f'I.8.2%の上昇率)に留まっており、

日本の建替との比較では変化は小さいものである。フランスの住居関述'f'I.そのものに哲目

すると、改善工事の実施によって、住居関連費は平均で33.5%上昇するが、結果的に入居者

が負担する実支出の上昇は6.9%と極めて低く抑えられている点がむ目される。これは、 19

77年より住宅改善に傾倒していく住宅政策と時期を併せて発足した住宅手当の効果として

受けとめられる。住宅改善は国の誘導するスト yク対策であり、国が実絡する事業のもた

らす結果については、やはり国の財政的施策によって経済的フォローをしていくというフ

ランスの公的住宅政策の基本姿勢が見られるロ住宅手当によって、入居者の住居関iili釣負

担が極めて低く抑えられている状況は本文中に示されているとおりである。

2) r団地レベルの物的更新」

「団地レベルの物的更新」の中で、団地の涜界上で実施されている事業について、取り上

げその実態と訴価を簡潔にまとめる。

境界上で実施されている事業として [Banlieue 89) と〔協議整備区J~ZAC de Nouvelet) 

がある。 [BanI i eue 89)事業が実施される に至った要因としては、団地住民の生活圏の拡

大に伴う国鉄SNCF利用の増加がある。そうした現状を踏まえて、団地から国鉄SNCFのSeul

e駅までの歩道の楚術、駅前広場の盤備及び歩道両サイドの複合施設建設を行い、駅一団地
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聞の快適なアクセス空間を創造することに目的があった。一方、団地の5)IJのプリンジ部で

実施される事業〔協議笠備区波ZACde Nouvelet)は、 l日市街地と団地の境界上に多目的複

合施設を建設し、新たに市の住民の生活拠点として位置づけ、旧市街、団地双方からのア

クセスを可能にし、結果的に現在まで分断されていた新 ・旧住民の生活圏の融合をはかて

いうことを目的としたものであった。

両者に共通して言える点は、 50年代、 60年代に建設された公的大規模団地の宿命でもあ

った地理的欠陥に関して、住宅改善にほぼ終始していたIlVS事業時代には解決できなかった

課題に関して、市の都市計画行政の立場から積極的に団地更新事業DSQと関わりを持つこと

で解決の糸口を探し出した点である。従来、市の都市計画行政は、団地の内部に関しては、

住宅供給主体側の責務として認識し、全く関与しなかった時期がある。現在では、団地更

新事業は、市の都市計画の 7 スタープランの中にも積極的に位置づけられ、団地更新事業

DSQは、市の実施する他の都市計画事業、その他と整合性をもって計画されているに至った

点が大きな変化として指摘される。市のサイドからの団地更新への働きかけ、つまり団地

の持つ地理的欠陥を克服するという作業は、 83年の都市計画栴限の市への委絞があり、こ

うした都市計画の制度的改正を経て初めて団地更新事業第2J切に於て可能になったもので

ある。

また、 [Banlieue 89)は、団地更新事業DSQの付随事業としての位置づけを得ている。

後にも述べるが、 1989年より団地更新事業DSQが「都市社会開発」という大きな枠組みの中

で議論されるようになり、 DSQでIinえられない物的、非物的事業でのliIi完が可能になった。

3) r社会活動~I r業」

「社会活動事業」は、 「団地レベJレの物的更新」と同係、団地更新事業の中でも、 DSQ時

代になり初めて組み込まれた事業の柱である。団地更新事業DSQの住宅は、公的住宅HLMの

中から刊の割合で抽出されたもので、通常の住宅改善事業では対処しきれない荒廃地区の

住宅である訳で、団地再生を目指す団地更新事業という総合的更新施策を用いての対応に

迫られている。社会活動事業は、 1977年のIlVS時代には存在していなかった社会学的な事業

思念に基づいてつくられDS凶I業の中に組み込まれたものである。入居者対策である事業の

住が新しく出現してきたことは、団地更新事業DSQが面的箆備事業としてでなく総合的更新

事業として位置つけされるようになった大きな判断材料となり得ている。

「社会活動事業jについては、 1)既存の市町村の地媛振興プログラムと。 2)新たに、団地

更新事業に{半い誕生した各省庁管結下で抱導されるプログラムとがある。後者については、

市町村の裁量で強化したい事象のプログラムを選び、プログラム毎に市町村と国が契約を

結ひ予算を得る。

8. 1. 6. 都市更新に|則する新しい制度的枠組み「都市社会凶発」

さらに、近年の団地更新事業DSQの足どりを辿れば、1989年DSQ事業第 2J旬以降、新しく
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できた都市計画の枠組「都市社会開発計画Jの中にDSQ事業が再編され、その中で基礎的位

置づけをもった事業として捉えられている。現在、 DSQ事業は、建築的、社会的、文化的、

都市的課題が累積した地法の総合的更新を目的とし、DSQ事業として完結していた時代より

さらに広い都市計画の枠組の中で捉えられるようになっているのである。制度の運用は、

次のようなかたちで行われている。 DSQ事業に代表される「地域計画」を基礎的事業とし、

これに必要に合わせて「地減計画に付随する国家計画」や「単独の国家計画」を組み合わ

せる。特定目的の「地媛事業の付随する国家計画」には、 『都市サービスの刷新』、 『地

区及び都市iこ於ける商業 ・職工業の発展』等がある。また、 「単独国家計画」では、 『困

窮層の住宅への受け入れ』、 『法と都市』、 『ホームレスの受け入れ』、 『高齢者の受け

入れ』等があり、住宅困窮者、ホームレス、高齢者を対象とした属人的とも言うべき弱者

対策が開始された。

「地法計画に付随する国家計画」や「単独の国家計画」の付随事業は、その地域の弱点、

である都市生活、都市基盤整備に関する物的、非物的事象に注目し、特にそ こを強化して

いく目的を備えたもので、 「地i或計画」である DSQ事業と抱合せで実施し、 「都市社会開発

計画」を狙うものである。

団地更新事業DSQ自体が1)物的事業を中心としながらも「社会活動事業」を設け、ソフト

な住民対策の施策を設け総合的施策として発展してきているという事業の性格の変化と、

2)DSQ事業が、 DSQ事業を基礎的事業とした「都市社会開発計図」の枠組の中で「地域計画

に付随する国家計画」、 「単独国家計画Jによって細目的な物的施策や、属人的施策が杭l

強、強化され、より広い都市計画の枠組みの中で団地及び地域更新計画が捉え直されてき

ているという変化は、事業の発展の方向性として向じものとして受け止めることができる

団地更新事業DSQが事業領域を広げ総合的経策として発展してきている点と、そして「都市

社会開発jの新たな枠組の中でDSQ事業が他の紛l目的な事業と抱合せによる処方が可能とな

った点等からも、今後は事業が、①l!nlt!!u'.J状況に照合するかたちでパラエティーをもって
実施され、②(①)を可能にする為にも、一層市町村が力虫、裁量をもち、市町村主導の

事業が多棟なかたちで実施されていく ことが予測される。

8. 1. 7. 団地更新~IÇ~DS Q と 1m底的に関わる諸制度を中心と した評価

団地更新事業DSQを成立させる為に必要だとした 2つのもの、住宅手当による住居関連貨

の「財政的フォロ ー」と、地域密着型の管理事務所Antennede Gestionの設置を通じての

「団地管理」は、そのまま日本のこれからの公的住宅の団地管理に於いても事業自体をサ

イドから後設するものとして早急に箆備する必妥がある。

1) r財政的フォロー」ー住宅手当制度
事業のもたらす住余関連1'l上昇への波及効果について見ると、フラン スでは建物更新が

「建替」ではなく「改善」によって実施される為、住居関連主Iが日本で「建省Jによって
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3 I音前後にまで上昇してしまうのに対して、1.5倍程度の上昇率に収まっている。日本の更

新と比較し、上昇率が低〈入居者負担が低いにも拘らず、日本の公団住宅的性格とともに

低額所得者向けの公営住宅的性格も担っている為、公共サイドからの入居者保護の姿塾は

緩めて強い。住宅手当APL発足以後は、川F以下の低額所特は人的属性に関係なく町

み住宅手当の受給を受けることになった。また、住居関連'1'1の上昇率は平均で33.5%にも拘

らず実質6.9%に留まっている。

フランスの更新事業は、国家的事業としての位置づけを得ており更新に対する経済的負

担は公共サイドが負うという建前を貫いている。入居者の立場からすると、改善に伴う住

居関連費上昇に対して自助努力を行なう余地は、日本の建替と比較すると極めて少な L、。

フランスの場合は、更新後も既得権的に「居住権」を保障され、住宅手当により 7才ロー

され自助努力の余地が少ないという点が問題点として逆に指摘されてもいる。

1988年の住宅手当APLの一本化までは、未改善、改善済の聞での住宅手当受給に伴う不公

平が指摘され1988年以後は未改善も住宅手当受給資格を得たがそれにより住宅手当受給世

帯が培s加し財政的破綻をきたし再度制度の改正を妥する自体に陥る等、問題点を残す結果

となっている。更新事業に伴う住居関連'1'1上昇については、公的住宅という性質上いかに

入居者保護を実施し、同時にいかに自助努力の余地を残しておくかという予算配分の問題

をうまく調整していくことが更新事業を成立させる鍵となろう。フランスは、住居関連費

支出を抑える目的での住宅手当市J[j[の履歴、住居関連世の支払いに応じる為の各経措置の

創設を実施し、そこから日本が得られる知見は大きい。

2) r入居者管理J一団地管理!の地域密着化

また、団地管理の地域密者化は、管理業務に関する権限を住宅fJ¥申告主体の本部レベルか

ら団地レベルの管理事務所に委譲し、地i正コミュニティーの中で、管E型業務を遂行してい

こうという新しい団地管理体制の実践が試みられている。 80年代に入り、全ての権限が

都市に一極集中する弊害を防ぎ地方l/ii興をめざす目的で、 ミy テラン政柿下さまさfまな分

野に於て固から地方への権限委設が見られた。都市計画の傾岐に於いてもしかりで、 1983

年に都市計画権限の市町村への移設が見られた。そうした国を挙げての地方分権化のべ

スの上で、団地更新事業DSQが第 2JVJに入り新しい展開を見せているのは前述の辺りである。

同係、住宅供給主体に於いても、継限を可能なかぎり分権化していこうという動きが見ら

れ、ケーススタディ一地区の住宅供給主体では 1985年から管理を末端の現思で行うという

方針に基づいて、管理業務に関する権限の本部から団地管理事務所への移設が行われてい

る。団地管理事務所Antennede Gestionを新設し、団地管理の地域密着化を実施した功績

は大き いとして評価されている。まず、フランスに於て団地更新事業が起こってきた動機

を綴り返 る と 、 建物老朽化と同時に、高い失業率、 7~J-~ 、 麻薬等の不安材料が山積されて

いる先進諸国では、社会現象としてパンダリズム等の犯罪行為が日常化し、特に問題が深

刻さを治す公的団地に於てはコミュニティーの再生が悲願であったという経緯がある。団
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地管理事務所Anlennede Geslion等の設置による常時の管理体制、団地管理の地i或密着化

は、まだ開始されて間もないが、荒廃団地各種犯罪の減少が統計的にも示され団地管理を

コミュニティー管震から見たときの実績が評価されている。

この管理事務所及び各種事務所の果たす役割は、団地のコミュニティー管理同様、住居

関連貨の管理という側面からも高く評価されている。 HLMの管理業務の一つに家賃(1 oyer) 

の徴集がある。同時に、光熱'1!l(charge)の徴集もHLMの責務の一つで、個人から微笑し団

地毎に一括して水道局、電力会社等に納めるというシステムを採っている。一連の業務を

通して、住宅供給主体が①世帯の住居関連費を把握でき、②毎年「家賃J、 「光熱費」、

「収入」、 「家族数」等について把握し住宅手当算出の根拠にすることができる(1977年

に開始された住宅政策の一環としての住宅手当を指す。)。

住居関連量生の管理という点から見た時、管理事務所が地域密着型で団地内部にあること

のメリ y トは大きい。住居自の支払いという経済的問題に対しては公的立場からの関与の

余地が大きい。支払い困難者に対しては、①支払い相談の:窓口を団地内に設置する、②一

定期間、入居者、住宅供給主体、県間で支払いを 3等分し入居者に対して減額措置を講じ

る、また③現段階では住宅基金の設置を検討する等、数々の措置を準備している。住居費

支払いを入居者の問題としてのみ位鐙づけていない点がフランスの公的住宅政策の基本的

な姿勢である。 HLM住宅では住居関連費の滞納率が10%を上回る。弱者が日常の生活圏で住

居費支払いの相談にアクセスできたり、反対に住居関連資支払いが不可能な事情を徴収し

たりすることができるような賃借入、賃貸人相互間の疎通が容易になるような管理体制lが

確立されている。今後の日本の高齢化していく団地コミュニティーを想定して、公団等の

公的住宅では更新事業後の住居関連貨の支払いに関して、高齢者等の弱者措置が十分考慮

されているとは言えなL、。団地管理業務の中住居費支払いに関するシステムに関して知見

を得ることは有意義である。フランス に於ては、社会システムとのi車携の中で入居者保護

の目的で住居質管理を行っている実態について図式が明かにされた。更新事業を実施する

に当たって、事業の成否を握っているのは、事業に付随して起こって来る経済的、社会的

変化に対して、どれだけのソフト函での支俊体制lを並行して自11り上げるかにかかっている

と言えよう。

8. 1. 9. まとめ

フランスの団地更新事業DSQは、面的盤備事業が公民で箆備された1977年に始まり 、10年

以上の歴史を持ち、歴史も日本のそれと比べると長い。また、そう した事業の発展過程で

HVS事業に於てその限界が見られDSQ事業へと置き代わったように、 事業が団地の荒廃に対

して物的更新にほぼ終始した結果、成果を挙げられなかったという失敗の過程を経験して

いる。そこから得られた知見は、物的更新とともに更新の周辺部に存在しかかわっている

各事象に対しでもフォローしていくことが必須であるという事実で、 (1)総合的施策の確立、

( 2)他の制度システムとの連携、を図る等改善を伴ったかたちで次の事業DSQに継承されて
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いる。

事業のもたらす経済的波及効果について見ると、フランスでは、建物更新が、 「建替」

ではなく「改善」によって実施される為、住居関連貨が日本で「主主替」によって3倍前後

にまで上昇してしまうのに対して、1.5倍程度の上昇率に収まっている。日本の更新と比較

し、 上昇率が低く入居者負担が低いにも拘らず、日本の公団住宅的性裕とともに低額所得

者向けの公営住宅的性格も担っている為、経済的側面からの入居者保護の姿鈴は極めて強

いもので、 「改善」に伴う住宅手当APLを問時に発足させた点からも理解することができる。
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8.2. 日本の公的団地管理に向けて

8.2. 1 日本の公的住宅に於ける「更新事業」及び「団地管理」に向けて

今後の公的住宅政策を計画していく際に、留意していくべき問題は入居者の震性変化で

ある。初めに、近年の入居者属性の変化の傾向を捉えた上で、更新事業及び団地管理につ

いての考察、提案を行っていきたい。

日本の公的住宅の更新事業である建替え制度は、昭和61年に発足しまだ緒についたばか

りである。更新事業の中で、大規模再生計画も進行しつつあるが、その殆どがまだ集団的

建物の建替えというかたちに留まり、総合的な施策としての発展の可能性は今後に残され

ている。日本で実施される建替えについて、フランスの団地更新事業DSQで得られた知見も

含めて、どのように制度的に整備し発展させていくことができるのだろうか、ここではそ

の可能性を採ることを目的とした。

本章の結論の後半では、日本とフランスの更新事業の物的更新そのものについての比較

は行なわな L、。というのは本研究が日本の更新事業から出発し情報も知見も豊富にあると

いう状況に根ざしていない為、また秒]的更新に関してはその手法を必要としているスト y

ク対策上の背景が異なる為、 f専られる知見が日本のス卜 y ク対策に対して直後有効でない

からである。今後の日本の更新事業lこ対して一助となるような提案を事業自体に関してで

はなく、事業の周辺部に存在している課題、 「経済的フォロー」と「日常的管理」に関し

て簡潔に考察、提案を行ないたい。特に、日本の公的住宅の中で公団住宅は公的住宅であ

るという公共性と、事業ベースの採J-?:!生との問で、例えば更新に伴う住居関連質変化等の

項目に対してどのような位置つけで措置を整備させていくか等、今後検討すべきom題があ

る。

ι2.2 入居者対策ー今後の方向性

1)高齢化

厚生省人口問題研究所が行った「日本の将来人口位計 J (昭和61年12月HE計)によれば、

高齢化人口は、高齢化の一途を辿り、 1989年に 11.6%であった高齢者比率は、 2000年には、

現在の欧米の高齢化水準に達して16.3%となり、その後2020年には高齢化はピークを迎え2

3. 6%を記録することになる。人口およそ 4人に l人が高齢者の時代の到来である。

高齢化問題の中で、世帯の小規模化とも関係しながら、 「高齢者のいる世帯」の中で、

「夫婦のみ世帯」、 「単独世待」が急増してきていることは注目する必要がある。 1985年

時点で、 「高齢者のいる世帯」に占める「夫婦のみ世帯」の割合が17.7%、 「単独世帯Jの

割合が12.7 %で、両者を併せて「高齢者のいる世帯」の3害IJを超える。この「単独世帯」と

「夫婦のみ世帯」の合計が高齢者のいる世帯に占める割合を都道府県別に見ると、東京、

大阪等が{也の県に比べて著しく高く、東京では39.9%、大阪では39.1%とほぼ4害IJを占めてい

る。 r高齢者のいる世帯」の中で、こうした高齢者だけで構成され頼るべき同居家族のい
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ない世帯が今後ますます増加していくことによって、生活面で自助努力もさることながら

各種の公的サービスの需要が高まることが予測される。

[公的住宅の場合]

まず、 1985年の国勢調査から、東京の一般世帯の住宅所有階層別構成比を見てみると、

持家43.2%、公営住宅5.3%、公団・公社の賃貸4.3%、民営借家39.8耳、給与住宅5.8%、同居l

uとなっている。これを、 65歳以上の高齢者のいる世帯の割合について住宅所有階層別構

成比を見ると、持家74.6%、公営住宅6.7%、公団・公社の賃貸2.3%、民営借家14.4耳、給与住

宅1.3%、同居0.8%となっている。これより、公的住宅といっても、一概的な傾向はなく、

公営住宅では高齢者のいる世箸の割合が相対的に高く従って高齢者問題も身近かなもので

あろうし、公団・公社の賃貸では逆に割合が低く高齢者問題は現段階ではあまり逼迫したも

のとなっていないことがわかる。

(公団の場合〉

公団住宅について高齢化の状況を『平成2年公団住宅居住者定期調査結果』から見てみ

よう。住宅所有形態別で見ると公団の65歳以上の高齢者の割合は、相対的に見て高いもの

ではない。しかし、図8 が示すように、 65歳以上の高齢者の割合は、賃貸部門で昭和60年

の3.5%から平成2年には5.5%へ、分譲部門では2.7%から4.0%へと各々上昇している。平成

2年の国勢調査で65歳以上の割合が12.1%を占めていることを見ても公団に於て高齢者の割

合はもともと高くないことがわかる。世帯主年齢で見ると 、65歳以上の高齢世帯主比率は、

賃貸、分譲で前回の5.1%、3.6%から、今回8.3耳、 5.8%に上昇している。世帯主の平均年紛

で見ると、前回と比較し賃貸、分譲各々 3.2%、3.5%上昇している。さらに高齢者のいる世

帯比率に着目すると、賃貸、分譲で前回の8.6耳、 7.9%から今回12.2目、 11.2%に上昇してい

る。

2)婦人の労働の増加

近年婦人の労働状況を見てみると、就業という形態を採るにしろ、パートという形態を

採るにしろ、外で働く傾向が強まってきている。このことがコミュニティ 形成に与える

影響も少なからぬもので、 「婦人の労働の培2加」という実態に対応が可能なコミ A ニティ

ー管理の体制lづくりが急がれよう。婦人の労働状況を1980年と 1989年で比較すると、この

10年弱で婦人の労働率が平均で47.6%から49.5%へと平均で1.9%上昇している。婦人の労働

者数に着目してみると 1989年時点で1.713万人で、これは 1980年の1.323万人の1.29倍、 19

70年の1.6倍にあたる。婦人の労働率の上昇は全ての年齢階層で見られる。婦人労働力に占

めるパ トタイマーの割合も、 1970年に12.2%であったのが、 1980年には19.3耳、 1989年に

は25.2%と増加してきており、 4人に l人がパートタイ 7 ーの時代の到来である。

また、これまでは子育ての20代後半から30代前半までの年齢階層では非労働力である専

業主婦の割合が高く労働率が 4割台であったが、近年はこの年齢階層に於いても労働率が

高まり 1980年から 1989年までの変化を見ると、 25歳-29歳の年齢階層で49.2%から59.6%へ、
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30i憲-34歳の年齢階層で48.2%から51.1%へと上昇し、 2人に l人強が有業者になっている

ことがわかる。 45歳-49歳の年齢階層に至っては労働率は鼠も高く、 6.3%上がり 7割台に

ものぼっていること力主わかる。

(公団の場合〉

婦人の労働は、有配偶者世帯では共働き世帯の増加というかたちで現われている。単身

世帯を除いたいわゆる〔夫婦世都〕或は〔夫婦+アルファ世帯〕に占める共働き世議の割

合は、賃貸、分譲で前回各々 23.5%、25.7%であったのが今回調査では33.8%、34.5%という

結果が現れている。 5年間に、賃貸、分譲共に約10%の上昇がありこれは大きな変化として

受け止めることができる。現在、公団に於ては、単身世帯を除いて約1/3の世帯が共働き世

帯であるという実状が明かにされている。

8. 2. 3 公的住毛'に於ける団地管理一管理に求める視点

上記のように、同居家族がおらず援助が期待できない高齢者のみ世帯が公的フォローを受

けながらも地域の中でいろいろな不都合と対面 し生活している実態、また、子育てをして

いる年齢階層に於でさえも婦人労働率が 5割を超え、子ともを地域に残して婦人が就業し

ている実態を見ると、地域の昼間コミュニティーはまさに残された弱者のコミュニティー

と呼ぶべきものへと変貌しつつある実態が浮き彫りになっている。

そこで「高齢化」、 「婦人の労働の地加傾向Jといった現況を踏まえて、住宅の立湯から

今後ますます弱者コミュニティーとなり得る団地について、その団地管恩のありかたを筏

索していきたい。

1)公団に於ける団地管塑!の縫移

公団への「住宅管理業務の委託の推進」に関する勧告によると、営業所による直結方式

の管理が望ましいとしながらも、管Iill要員の人員地は困難な状況で管理業務の合理化が必

要だとしている。そして現状では、管理業務の合理化のもと 、管理要員をi告やさず、 l人

当りの管理戸数を士告やすといった対応をし、管理要員削減の方向をとることを奨励してい

る。

実際の管理戸数は、昭和56年と昭和63年を比較すると賃貸住宅の管恕戸数は617，357戸か

ら680，220戸に士官加しているが、それに対し営業所の人民は693人から743人に増加している

にすぎず、人員 l人当りの住宅管理規模は逆に891戸から916戸に若干の増加を見ている。

公団の団地管理では、初期には、住宅の人員当りの管理戸数も少なく 、専任管理人に

よって団地管理の地域密者化が行われていた時期があった。昭和30年代の公団の住宅管理

体制は、昭和36年に現在の体制の蕊礎となる ものが形成されるが、それも含めて公団設立

から 2度の改正を{半い3つのステージを経験している。

(1)1昭和31年-33:'1:

まだ、公団の規模が小さく1.000戸未満のものが多かった時期である。日本に於ける集合
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住宅の歴史がなかった為に公団の積極的俊助、指導が求められた時期で、初代加納総裁は

住宅団地管理に対して非常な熱意を示している。この公団設立初期には管理人が団地内に

常駐する体制が見られた。団地毎に管理事務所を設置し、公団の職員が専任管理人として

団地内に常駐し通常の管理業務に加え、生活指導的なものものまで付加された入居者と極

めて密綾な管理体制であった。専任管理人は、入居者のよき相談役、アドパイザーであっ

た。団地管理に関しては直営方式をとっていた。

(2)昭和34年-36年

1. 000戸、 2，000戸規模の団地が建設されるようになった時期である。 1，000戸毎に相当

数の職員をもって構成する団地管理班と数千戸につき 1箇所のサービスステーションが設

置された。各支社事務所からの直接管理が難しくなってきたことへの対応である。

(3)昭和37年以降現在まで

団地規模が数千戸に及ぶようになった時期である。大規模団地の出現、団地の遠隔化が

起こってくる。住宅の管理規模の膨張の為、叉、住宅管理業務を現地で処恕することを目

標に現在まで続いている公団の営業所がこの段階で組織化される。現在では、 2万戸に l箇

所といった設置状況であるが、当時はlUね6，000戸に I箇所の割合で設鐙されていた。営業

所は、業務課と保全課から成り、住宅2，000-3，000戸にi人の割合で管理主任が配属されて

L、fこ。

昭和初期l公団が発足した当初と昭和30年代後半を比較しでも管班体制は時代的な変化を

遂げている。専任管理人がいた当初と比較すると管恩自体については合理的、ある意味で

は形式的なものへと変化してきている。公団の元沢慶次氏は、 「公団と賃借入である入居

者との関係が、個々に約定された賃貸借契約に基づく相互の権利義務の関係に立ち戻ると

いう基本的な方向を意味している。」と解説している。氏が説明する賃貸借契約に基づく

相互の権利義務というもので管理業務が現在まで行なわれてきたし、そこでまた管理の合

理化にも踏み切ってきた。

今後、 「高齢化」、 「婦人の労働の治加傾向」を反映して、団地の昼間人口は老人、子

供等にほぼ限定され、いわゆる弱者でコミュニティーが形成される時期に入る。こうした

状況に至った時、主として賃貸借関係からのみで成立している現在の管理体制のみで充分

に対応でき得るだろうか。現在までの管理体制がとってきた方向を顧み、軌道修正し、ソ

フト面での充実をはかり、現在の管理体制lに付加価値を与えたものにすることでのみ、こ

れからのコ ミュ ニティ ーに対応が可能であるのではないだろうか。

こうしたコミュニティーの現状を踏まえ、ここに団地管箆について3点提案を行いたい。

8. 2. 4 提案一団地管理の地域密着化

公的住宅の団地管留に当たって、公団なり公営住宅が住宅供給主体であるという立場か

ら、市町村主導の地域協祉サービスと述携をはかりながらもあくまでの住宅という視点に
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立ってそのシス テムの確立が必要があると考える。

現実的には、現在の公団の団地管理のあり方について、 1-r;t.で述べたフランスのOPACの団

地管理の地i或密着化を修正して導入することについて検討する余地があることを提案する。

団地管理の地域密着化のありかたを日本の状況に合ったかたちで修正導入する板拠は、前

述の社会的課題、入居者の 「高齢化」 、 「婦人の就業の増加傾向」に直面する今日の団地

に於て、現行の管理体制では対応が難しいという点にある。

提案の内容は、団地管理については、原則的に l団地 l管理事務所期!とし、営業所から

管理事務所に管狸業務の権限移譲を行い、管浬の地I或密着化を行うというものである。そ

れによって、入居者の住生活の関わる問題処理が生活圏内で円滑に行われることを行うこ

とを可能にするものである。

フランスの公的住宅OPACで管理事務所Antennede Gestionにより団地管理の地Iま密着化

が80年代前半から開始されたが、そこでの業務は住宅供給主体の内部で行う 「自己業務」

に限られていた。この提案で、フランスの公的住宅OPACAntennede Gestionによる管理業

務と異なる点は、住宅供給主体と しての「自己業務」の他、地域の福祉サービスと連携を

はかる目的で 「述絡業務」を付加し、広い視点、からの住生活の充実を狙っている点である。

団地管理事務所は、住宅供給主体による住宅管理業務を中心に司りながらも、住宅関辿

の項目に関しては、市町村が実施している医療、健康等の福祉サービスともi車携をとり、

そうしたサービスへのアクセスを入居者に促すことも業務のうちの重要なものとする。

提案する官辺システム

・管理体制

(1) 1団地 I管理事務所を原則として、地域密着型の配置をする。

管理事務所は、歩行圏内に確保され、①アクセスが容易で、かっ②サービスの提供が迅

速に行われなければならない。例えば、高齢者の湯合、衰弱却!はもちろんのこと健康}切に

於ても歩行距離はせばまり 、歩行速度も遅くなる。歩行ili皮は、70-75%に低下する。生活

圏が狭められることを考慮しなければならない。それに対応して居住に関する問題が起こ

った場合に生活圏に於て即座に対応できる管理体制ができあがっていることが望まし L、。

( 2)住宅の管理規模を減らす。(管理事務所当り 、管理主任当り〉

(3)管理主任は、現行の管理事務所聞の巡回型から常駐型にする。

(4)管理事務所の開設日を現行の迎 1-5日を平日全てに統一し、入居者がいつでもアタセ

スできるものとする。

φ管理内容

管理事務所は、機械的に 1)管理部門、 2)保全部門、 3)セキ A リティ一部門の3部門から成

るものとする。

管理業務は6つの大きな項目から成るものとし、管辺部門では、 「コミュニティー管理、 」

「生計(生活)相談」、 「住居関連資支払いの相談J、 「その他の相談」 、保全部門では、
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「建物管理j、セキ ュリ ティ一部門では、 「セキュリティ ・ゾステム」を挙げている。

ここで管理事務所の業務については、 今後昼間人口の弱体化で多憾な業務内容が要求さ

れることが予測できる。まず、従来の 「自己業務」に加えて、組織外の主体との 「連絡業

務」を付加していく 。 I自己業務」とは、従来の公団の支社、営業所、管理事務所の住宅

管理に関わる縦系列で処理されていたものを指す。 I述絡業務」とは、管理事務所を通じ

て、派生するいくつかの項目に対して解決或は相談の為にアクセスすべき主体と連絡をと

り自ら窓口となるような業務である。

伊|えば、失業主事収入の低下で住居資の支払いが滞っている場合等には、状況を的確に判

断し、就業の可能性があれば事業団を斡旋し、また就業の可能性が絶たれた状況であれば、

生活保護受給の手続きをとるよう勧め、入居者をすみやかに区役所(福祉、保健部局)に

出向かせる等のアドパイス的業務も管理事務所で行う。いわゆる「述絡業務」の一例であ

る。

(1) Iコミュニティー管理」・コミュニティー内の緩かな監視

(2) I生計(生活〉アドパイス」・雇用の促進、生活保護の受給

(3) I住居関連盟支払いアドバイス」 滞納棺談、他の公的住宅への住替え、住宅手当の受

給

(4) Iそのi也、アドパイス」…公的機関の在宅サービスへのアクセス

(5) I建物管理」・・ 0悠物の保守・点検

(6) Iセキュ リティーシステム」ぃ防犯、安全性の確保の為の総合政視体制1

・管理人の地位

公的住宅の団地管理事務所に直後的に配属される管理人としては、最低限現在の公団の

管理主任のように一定の業務に関して権限を持つ人が要求されよう。管理主任も含めて、

権限を移設されたスタ 17がチームを自11って団地に常駐するという体制が望ましいと考え

られる。

管理部門については、住居|刻iili:t'l管理、コミュニティー管理、等に関 しての研修を住宅

供給主体の中で組織し、管理人に対しては、それへの参加を義務づける。イギリスに於け

るワーデンのように管狸人の地位を要資格化、職域化することも検討されよう。フランス

の公的住宅HLM、OPACに於ても、管理事務所Antennede Gestionのスタ 17はもちろんのこ

と、管理事務所には属さないが管理事務所の下で管理業務の一端を担う管浬人に対しでも、

HLM内部に管理人の養成コ ースをつくり、コース終了者のみに資絡を与えるという動きが見

られる。

8. 2. 5 事業に伴う入居者対策

入居者に対する経済的フォローを、i]答えによる更新事業や高齢化等の経年変化してい

く入居者の属性変化と絡めてどのようなかたちで箆備していくのか。現状のシステムで、

8-19 



充分対応していけるものなのかどうかここで検討していきたい。

1 )入居者対策

更新事業や団地管理を計函していく際に、事業の実施と絡ませて、同時に弱者対策も整

備していく必要があると考えられる。

例えばフランスの団地更新事業DSQでは、コミュニティー弱者は、団地住民の20%強を占

める移民である。団地管理上、問題を持つ移民に対しては、①「社会活動事業」の特定プ

ログラムの採用や②住居関連質支払いの相談窓口の設置等械々な側面から対応を行ってき

た。事業やシステムに伴う弱者対策としては、いかなる属性の入居者グループにも着目す

ることが可能である。フランスの団地で弱者対策の対象であった「移民」を、日本の団地

では、 「高齢者Jに置き換えて促え直すことができる。

団地管理は、弱者問題に特化すべきではないが、岡崎に弱者対策を考慮したものでなく

てはならない。

2)高給者対策

例えば、弱者対策としての高齢者対策は、住宅の立場からは、 i況に次の様な側面からE整備

カ1なされている。

(1)ハー ド而

『高齢者専用住宅』、 『高齢者向け設計仕線住宅』等ハードなslrJiliiから高齢者対策がな

されている。一般的な高齢者施策としては、市町村サイドから高齢者向け施設の建設等が

建設されている。

(2)ソフ ト而

住宅供給主体サイドからも、ソフトな施策の充実、及ひ'ハードな施策にソフトな要素を

上乗せした施策、例えば、 『シノレパーハウジング』 、 『νJレパーピア』等が誕生してきて

いる。住宅というハードなものにケ 7とか介護等のソフトなサービスを付加して対応して

いるものである。一般的な高齢者施策としては、市町村サイドからは「ノ-"7ライゼー ν

ョン」の思想を尊重して、在宅サービス等の各極サービス、制度が生まれ普及している。

3) 1財政的 フォ ローJの必要性

現在の問題は、高齢者向けの住宅対策がハード面、ソフト面で整備されつつあるが、未

だ充分な戸数的対応がなされていない点と同時に、ソフトの中でも住居関連費、つまり「

77ォ ダピィティーJに|認する施策が立ち後れているが指鏑できる。

177オーダピリティーJに関しては、①建替え等の更新対策の中で高齢者対策をどう

行っていくかという問題、それから更新事業とは関係なく②一般的謀題として定年等で収

入が減退していく時lUJの住居賀支払いに対してとのように対処していくかについて実効あ

るνステムを高齢化社会に向けて早急に笠備していく必要がある。

ι2.6 提案一更新事業及び高齢者施策に於ける 「経済的フォロー」
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(1)一般対策

公営住宅

公営住宅に於ては、その目的からもわかるように低額所得者向けで福祉的意味いが強い

ので政策家賃を適用し、さらに収入の低い者に対しては家賃の減額を実施していくという

現行制度を踏製することが望ましいとする。

公団住宅

公団住宅は、公的住宅でありながら家賃は中所得者向けということで、市場家賃よりは

低いものの低限な家賃ではない。一方今後、公団住宅でも高齢化に拍車がかかり、家賃支

払いに支障をきたすことは必須である。例え(;f、公団の入居者は入居時には所得制限があ

り家賃の何倍の収入といったかたちで規定されている。しかし、経年変化の中での収入チ

エ y クは存在しない。 177オーダピィリティー」に関して一番変化があるのは退職後の

時期で、年金生活者になった時点である。公団では、現在高齢者率が低いことから将来に

向けての対策は、様々な方向から必要が叫ばれているものの、未だ総じられていない。

公団は、永続的な居住権が保証されている以上、明け波しUi求のような強制的な制度は

存在しない、一方高齢化とともに家賃支払い困難な入居者が増加していく状況にどう対応

していくか、対策の整備が急がれる。

く〉新規の入居者に対する折位

ここで、 「一倍払い終身年金」の制度を利用し、これを高齢期の賃貸料に充当し、終身

の居住権を入居者に保証していくゾステムについての検討を挙げる。また、者年}切に高齢

均11宥の家賃の積み立てを行い、積み立て総額を「一指払い終身年金Jの入居金の一部に充

当させる。通常の家賃+アルファとして一定額を家賃に上乗せするかたちで徴集し、積み

立てによって入居金の愉損を行うことも可能とする。 1一括払い終身年金」制度は、生命

通常の保険会社や郵便局のものとする。毎月、一定額が保険会社等から家賃分に相当する

紛が、公団に支払われるというものである。

カ γ ノレバーハウゾングとの相違点

公団が発足させるゾノレパーハウジングの制度は、終身の「居住権」と IU礎的サービスJ

を貰うというものである。シノレバーハウジングとの相違点は、賃貸住宅の終身の「居住権」

のみが保証されるという点である。

"/)レパーハウジングに見られる「居住権Jに「基礎的サービス」も付加される方法は評価

が高い一方、通常の公的団地のコミュニティーの中で、 17フオーダピィティー」の面か

らのみ高齢者居住を計画していき「居住椛」のみを保証する、いわゆるソ-"/ヤノレミ y ク

スを奨励するこちらの方法のほうが、より実際的である 0

65歳の時点で他の住宅所有形態への住答えを行う場合は一括終身年金の払い戻しが可能

になるようにしておく。

(2m替等の更新対策
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公営住宅

建替に伴う家賃上昇に関しては、現行の傾斜家賃制度をそのまま適用していくので充分

であると判断する。生活保護世帯等の低額所得者に対しては家賃の減額があるのでそれで

保護されているものとする。

公団住宅

建替に伴う家賃上昇をフォローする施策としては、傾斜家賃制度(7年 7段階式)があ

る。これは、初年度は新規家賃に対して65%の家賃減額を行い、第 5年度の25%まで毎年10

Zずつ減額率を減らし、第 6年度には20%の減古員、第 7年度には10%の減額、そして第 8年度

からは、新規家賃と問客員にもっていくという内容のものである。若年層に対しては負担が

一定期間緩和され、旧住民の俊遇措置となるが、高紛者層にとっては、 7年間の経年変化

の中で収入が上昇する訳でなく、むしろ収入が減退の傾向にある中で、減額措置を伴って

も支払いが可能であるがという問題と、 7年以降減宮1iWI聞が修了した時点で住居関連貨の

支払いが可能かという問題が残り 、特に高齢WIに居住権が保障されなくなる訳で、現行の

体制lでは高齢者に対して配r:frが浮い。

新規入居者ではなく、現在主主替えに直面している65哉の高紛者世帯に限って一般世帯向

けにある傾斜家賃制度に加え、 mi，遇措置を付け加える。住居|苅iili1'U告の紙念を重視し、収
入の例えば25%と建替i去の新規家賃との差額の1/2を公的立f品、例えば市区町村の「住宅基

金J等から補助していくという倍置である。差額全領ではなく、 1/2のみを支給するのは公

的サイドからの俊助を行う一方、自助努力も伴わせるという体制lを自11る為である。

例えば、 6S歳以上の入居者への公的媛!liJということで、いわゆる属人的な住宅手当である。

こうした公的サイドからの住宅手当も含めて住居費支払いが不可能な世帯については、l:t

替えに{半い退去することになる。こうした援助が確立されれば、建替えに{半い退去する世

帯が減少し、残留率が地える方向にすすむであろう。
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フランスの公的住宅政策及び住宅管恕について、一応研究成果をまとめる段階に至っ

た。その問、大学の研究室、留学機関、留学中のケーススタディ一団地、そして日本に

帰ってからの、研究会、委員会等を通して様々な機関の活動、関係者の御協力を頂いて

ようやく結果をまとめあげることができました。

フランスの公的住宅政策に頭を突っ込むきっかけを作って下さったのは、今は退官な

された都市工学科の下総球教侵でした。当時、フランスの住宅政策を研究するところが、

とこにもなく、文献も少ない中、:i'Lillな文献が手に入ると、フランス中辞典を片手に、

文献の解釈にあれこれ頭を悩ませました。その中で、下総数佼は、住宅政策ばかりでな

く、教綬の政治、経済、文化、芸能談義に至るまで博学な知識を通して、住宅政策を見

る自を養わせて下さいました。政策からこぼれ落ちたものも含めて、住宅政策を議論す

ることの重要さ、おもしろさを教えて頂ました。

7ランス政府給資留学の機会を得て、 l年半バリの国立科学研究所|別居の居住研究所

に席を置くことができ、所長であるMme.N i co 1 e llAUMONlやその他の研究員とともに研究

生活を送ることができました。社会学、地i盟、建築と械々な領域の研究者がmまり、居
住に関してセヲ γ ョナリズムのない環境で、 1若々な昔、見、研究成果に触れることができ、

また個性豊かで活動的な所員たちに図まれての刺激の多い期間でもありました。また、

同時期、団地更新事業のケーススタディ一地区として選んだショワジー・オルリ一団地及

び管理主体であるパリ近郊県、 Val-de-Marne県の建設整備公社OPACでは、研修、その他

を通じて現場での事業実胞に触れる機会を得、多くの方々の協力を頂き貴重な体験をさ

せてもらいました。

こうした留学の研究成果を、森村教綬のご指導のもと、まとめることができました。

活発な森村研究室の研究室会議での議論を過して械々な角皮から論文を考え、繰り直す

ことができたように思えます。森村道美数段は、政策と結ひ'つけて実態を分析、;巴握し

ていくことの大切さを教えて下さいました。日本の公的住宅に於ても重要課題となりつ

つある課題であるという点、フランスの団地更新事業が15年の履歴を持つ先進的な地位

にあるという点をから研究の重要性を御指鈎下さり、励まして下さいました。

研究室の高見沢実務師にも、大変お世話になりました。いつでも笑顔で明るい研究室

の体制を作られながらも、研究に対する姿~\{i 真訟で、研究に関して指摘は鋭く問題，占

を笠出したかたちで治却して下さいました。研究室の皆さん、木内、小泉、平日多、張、

膝村、勝又の各氏には図面の作成、その他でお手伝い頂き、またfiiiJましてもらいました。

今後の研究或は仕事に於て、森村研究室で得た有意義な経験を協に粁j進していく所存

でおります。今後、とも御指導、御鞭縫の程宜しくお願い致します。 大家亮子




